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基本計画

基本計画は、「府民協働で取り組むきょうとチャレンジ」、地域に着目した「エリア構想」、全体を分野別に
体系化した「分野別基本施策」の３つの視点で構成しており、計画期間は、令和元（2019）年 10月 2日
から令和 5（2023）年度末までとしています。

　 １　府民協働で取り組むきょうとチャレンジ
「将来構想」で掲げた将来像の実現に向けて、５つのテーマ（「子育て環境日本一」、「府民躍動」、「文化創
造」、「新産業創造・成長」、「災害・犯罪等からの安心・安全」）を選定し、府民協働で積極的に“チャレンジ”
する方策を示したものです。
テーマごとに「基本方針」、「到達目標」を示すとともに、「施策体系図」には、府の方策に加え、「府民、地域、
企業等と共に取組を進めたい事項」も併せて記載し、多様な主体と相互に連携・協力しながら目標の達成を
めざします。

　 2　エリア構想
「将来構想」で掲げた将来像の実現に向けて、５つのエリアに着目し、ハード整備や整備されたハードを活
用したソフト施策も含めて記載し、地域の個性ある魅力づくりや更なる成長・発展につなげる構想を示して
います。
各エリアのコンセプトや主要な取組とともに、地域の未来像を身近に感じていただけるよう、拠点形成や
ネットワーク、施策の方向などを記載したイメージ図も併せて示しています。
なお、「構想」であることから、一部計画期間を超える取組も記載しています。
また、関係する「地域振興計画」にも位置付けています。

　 3　分野別基本施策
「将来構想」で掲げた将来像の実現に向けて、２０の分野ごとに「２０年後に実現したい姿」を示すととも
に、「現状分析・課題」、「４年間の対応方向・具体方策」、「数値目標」により、目標達成に向けた方向性や手
段を体系的に明らかにしています。
「具体方策」は、計画策定時点で想定される方策であり、実際の事業については、ここに示した具体方策を
踏まえ、経済性や事業効果、財政状況や事業の調整状況等を総合的に判断し、毎年度の予算編成を通じて決
定します。
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1 府民協働で取り組むきょうとチャレンジ
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「子育て環境日本一」
 きょうとチャレンジ

「子育て環境日本一」
 きょうとチャレンジ

２０４０年に全国平均並みの合計特殊出生率をめざ
し、行政、府民、地域、企業などあらゆる主体の総
力を結集し、「子育て」の視点から社会を変革する

基本方針

 子育てしやすい地域 ･
　　　　　　まちづくり

 安心して子育てできる
 雇用環境等の創出

子育てにやさしい風土づくり

■ 「きょうと子育て環境日本一サミット（仮称）」を設置し、子育て環境「共同声明」
を発信

■ 地域の子育て環境の充実度の数値化指標を「地域子育て充実度見える化システム」
として構築

■ 「子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言」の取組を進め、時間単位の年
休取得の導入等働きやすい職場環境づくり

■ 企業の意識改革「ワークチェンジ塾」を開設し、経営者・男性社員の意識改革等
を支援

■ 若者向けの「ライフデザインカレッジ」を創設し、多様なライフデザインの選択
を支援

□ 京都経済センターのテレビ会議システムによる「子育て支援セミナー」等の開催
□「 きょうと婚活応援センター」に府内の婚活情報を集約しＳＮＳで情報提供

施策体系図 ※主な重点・新規方策を■としています。
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●「住んでいる地域が、子どもが育つのに良い環境だと思う人の割合」を 90.0％に上昇
させて維持する

	 （京都府民の意識調査 (京都府 )：82.6％ (2019 年度 )）
●「子育てに喜びや楽しみを感じている親の割合」について 96.0％以上をめざす
（京都府民の意識調査 (京都府 )：96.0％ (2019 年度 )）
●「子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言を行った企業数」を 1,500 社にする
（2019年度から事業実施 (毎年度 300社を目標 )）
●「子育ての悩みを気軽に相談できる人がいる親の割合」について 90.0％以上をめざす
（京都府民の意識調査 (京都府 )：89.5％ (2019 年度 )）

到達目標

府民・地域・企業等と共に取組を進めたい事項
【府民・地域】
●	まちなかで子育て世代を「邪魔・迷惑扱い」しない
「やさしい社会」づくり
●	子育てに自然と手を差し伸べる雰囲気づくり
●	子育て中の若い世帯を孤立させない地域づくり
●	地域コミュニティ形成による子ども・親の交流促進
●	子育て支援を行う団体の活動への参画
●	子育ての悩みを気軽に身近で相談できる地域づくり

【企業・経営者】
●	男性も女性も育休が取りやすい雰囲気と環境づくり
●	経営者・社員の意識改革
●	時間休制度の創設や子育てに関する福利厚生の充実
●	新卒離職者に再チャレンジの機会として新卒同様に
採用

●	若い社員が孤立しないよう他社との同期連携など柔
軟なグループ形成

■ 府立医科大学附属病院にＮＩＣＵを増床するほ
か、「総合周産期母子医療センター」に指定し、
周産期医療ネットワークを拡充

□ 保育所・放課後児童クラブの整備
□ 府営住宅の子育て世代向け改修
□ 「コレクティブハウス」の支援
□ 児童虐待の未然防止・対応力強化

■ 「不妊治療総合支援システム」を
確立し、特定不妊治療に係る通院
交通費の負担軽減制度の創設等

□ 保育に係る費用の負担軽減
□「子育て支援団体」の認証
□「赤ちゃん応援隊」の活動支援

■ 新卒離職「３年の壁・再チャレンジプロジェクト」を創設し、ブランクを空けない就業復帰を支援し「安
定就業」を推進

■ 「地域の働く場創出・育成プロジェクト」を創設し、アクセラレーションプログラムのほか、地域資源
を生かした商品づくりや農家民宿等の仕事興し、「ＮＥＯ　ＫＯＵＧＥＩ」の製造など、地場産業の
成長を支援するとともに、「子育てにやさしい企業団地」の整備を促進し、企業立地を推進

■ 新しいビジネスモデルとして、「子育てにやさしい職場環境づくりサー
ビス」の創出を支援

■ 女性のＭ字カーブを解消するため、「ホップ・ステップ・ジャンプ型就
業プロジェクト」を創設し、子育て期からの仕事復帰を支援

□ 京都ジョブ博の開催等による企業とのマッチングサポート
□ 奨学金返済支援制度の普及促進

※到達目標については、　 基本計画の数値目標にも再掲しています。4
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■ 「生涯現役クリエイティブセンター（仮称）」
を設立し、高齢者に対し、仕事や生活・健康
増進に係る情報提供から相談・マッチング等、
トータルにコーディネート

■ 「地域別健康課題克服プロジェクト」を創設し、
ビッグデータ等から地域の健康課題等を明ら
かにし、市町村等とともに対策を推進

■ 道路や公園・河川などで、楽しく歩きたくな
るネットワークや健康プログラム等を提供す
る「歩きたくなる健康まちづくりプロジェク
ト」の推進

□ 京都ＳＫＹシニア大学の北部サテライト設置
□ 高齢者スポーツの裾野拡大

■ 「女性活躍応援塾（仮称）」を開設し、地域
で活躍する女性を総合的に支援

□ 女性アントレプレナーサポートチームによ
る起業支援

□ マザーズジョブカフェにおける多様な研修
プログラムの実施

□ 女子中高生の理系進路選択を支援
□ 男性の家事・育児への参画を進める、企業
における育休取得率向上等の推進

□ 性の多様性に対する啓発推進・相談体制の
確保

「府民躍動」
 きょうとチャレンジ

「府民躍動」
 きょうとチャレンジ

女性等の躍動高齢者の躍動

若者等の躍動

障害者の躍動

留学生 ･ 外国人の躍動

人生１００年時代を見据え、府民の誰もが生きがい
を感じることのできる共生社会づくりを進める

基本方針

施策体系図 ※主な重点・新規方策を■としています。
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■ 「スポーツのメッカづくりプロジェクト」を創設し、プロスポーツや国際的・全国的な試合、高校・大
学スポーツの決勝戦等の京都スタジアムへの誘致及び開催を行うとともに、京都スタジアムがボルダ
リングやニュースポーツ、ｅスポーツのメッカとなる取組の推進

□ トップアスリートマルチサポートシステム
□ 京のこどもダイヤモンドプロジェクト
□ 異文化交流グローバル人材育成プログラム
□ 大学生地域活動マッチングプロジェクト
□ 「脱ひきこもり早期支援特別チーム」による寄り添い支援

■ 「京都式農福連携・６次産業化プロジェクト」を創設し、６次産
業化やブランド化を支援

□ ＩＣＴ等を活用した就業支援の仕組みづくり
□ 文化芸術・スポーツ分野の活動・交流の場づくり

■ 「産学公連携海外人材活躍ネットワーク」を創設し、外国人が安心して暮
らせる受入体制の構築、インターナショナルスクールの誘致、居住環境面
の相談及び地域の多文化共生までをサポート

□ 府内企業に就職した留学生ＯＢとの交流会など、マッチングの促進
□ 日本語教室の充実など地域の受入環境の整備、多言語生活相談体制の整備

●「仕事をはじめ社会的な生活を営む上で、自分の持っている才能や知識、技量などが十
分に発揮できていると思う人の割合」を 70.0％に上昇させる.
（京都府民の意識調査 (京都府 )：52.2％ (2019 年度 )）

●「趣味や地域貢献活動など､ やりがいや生きがいを感じるものがある高齢者の割合｣ を
80.0％に上昇させる（京都府民の意識調査 (京都府 )：72.6％ (2019 年度 )）

●「高齢者の有業率」を全国１位の水準である 31.0％ (2022 年 ) に上昇させる.
（就業構造基本調査：25.9％ (2017 年・全国 10位 ) ／ 30.4％ ( 全国１位・長野県 )）

●「今の社会は、性別によってやりたいことが制限されていると思わない人の割合」を
70.0％に上昇させる（京都府民の意識調査 (京都府 )：49.1％ (2019 年度 )）

到達目標

府民と共に取組を進めたい事項
●	自らの能力を発揮できるキャリアデザインを描く
●	元気に歳を重ねることができるよう、自らの健康の
チェック

●	まちに出かけ、ウォーキングなど健康づくりへの取
組、様々なスポーツへのチャレンジ

●	企業での実践型実習や、農業分野での就労へのチャ
レンジ

●	ＩＣＴ等を活用した在宅就業などへのチャレンジ
●	文化芸術やスポーツ分野での活動・交流への参加

●	希望に応じた生き方・働き方を
通した、地域での活躍の場の発見

●	育休取得やワークシェアなど、働きやすい職場環境
づくり

●	｢留学先・学びのまち｣ 京都での夢の実現
●	京都での新たな文化・産業・技術の創出
●	外国人も日本人も、共に互いの文化を理解し尊重し
合える地域社会づくり

※到達目標については、　 基本計画の数値目標にも再掲しています。4
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■ 「文化財保存・活用促進プロジェクト」を創設し、
社寺等の文化財において地域の特色を生かした文
化に親しむ取組の支援など、文化財の「保存」と
「活用」の好循環を創出。文化財の公開等を支援
する文化財の専門知識を有した人材の養成、高精
細画像化等による文化財の観光・教育資源等への
活用、学研都市における、触れることのできるク
ローン文化財の展示・作製拠点の整備

■ 「地域文化継承プロジェクト」として、地域の祭
り等の担い手確保に向け、外部人材活用の仕組み
を創設

□ 史跡を巡るツアーの実施や、国宝等の文化財建造
物修理現場の公開

□ 「暫定登録文化財」制度等、文化財の適切な保存
によるまちづくりへの活用

■ 府内各地で「ミュージックキャンプ」を
開催し、その成果を「府民総合奏」とし
て京都スタジアムで発表

■ 「障害者アート創造・発信プロジェクト」
を創設し、障害者のアート作品の販売、
ポストカードとしての商品化を推進。新
しい作家の発掘を含め、その創作活動を
デジタルにより記録・保存し、国内外へ
発信するとともに、きょうと障害者文化
芸術推進機構と府内の芸術大学とのコラ
ボレーションによる作品展等を開催

□ 先端科学・産業技術研究者と文化芸術関係
者との知的創造のための交流の場の創出

□ クロスメディア産業育成のため、クリエイ
ターや研究者が交流できる環境の整備

□ 地域アートマネージャーによる文化を活
用した地域活性化

□ 伝統芸能や美術工芸など多分野の文化芸
術団体のネットワーク化

「文化創造」
 きょうとチャレンジ

「文化創造」
 きょうとチャレンジ

人材育成・活動拠点整備

新たな文化創造

観光・産業との融合

文化の保存 ･ 継承 ･ 活用

地域文化を大切にするとともに新しい文化が生まれ
続け、地域に活力を生み出す社会づくりを、文化庁
が本格移転する京都から進める

基本方針

施策体系図 ※主な重点・新規方策を■としています。
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■ 「堀川アート＆クラフトセンター（仮称）」を活用した、アート＆クラフトの創造・発信の強化
■ 様々な規模の劇場等が集積した「シアターコンプレックス」など、旧総合資料館跡地、植物園などの
整備

■ 府立高校で「京の文化継承・価値創造推進校」を指定し、京都
の本物の文化を次世代に継承

□ 世界で活躍できる京都アーティストの育成
□ 府立大学と連携した和食文化人材の育成
□ 文化芸術専門人材の確保と持続的な事業推進のための体制整備

■ 「京都国際アートフェア」を開催し、一流アーティストの作品や京都と世界のアートとクラフトを一堂
に鑑賞、販売できる機会を提供

■ 地域の文化資源を体験できる、「地域文化次世代情報発信・
体験拠点」の整備

□ もうひとつの京都など文化資源を生かした地域振興
□ 文化芸術作品の製作、発表から海外市場も含めた販売まで、
京都で一貫して行うことができる一連のサイクルの創出

●「府内のアートフェア等に参加する若手アーティスト (40 歳以下 ) の数」を基準値 108
人 (2018 年度 ) の 1.5 倍の 160人に増加させる.
（京都府による実態把握：108人 (2018 年度 )）

●「府内のアートフェア等における販売額」を 3億 3,000 万円に増加させる.
（京都府による実態把握：2,515 万円 (2018 年度 )）

	 ※アートフェア等が本格化する 2020年の販売目標 (1億 6,500 万円 ) の倍増

●「文化・芸術に関わりを持つ（鑑賞・体験含む）人の割合」を 70.0％に上昇させる.
（文化施策に関する府民意識調査 (京都府 )：57.8％ (2018 年度 )）

●「歴史的な文化遺産や文化財などが社会全体で守られ、活用されていると思う人の割合」
を 90.0％に上昇させる（京都府民の意識調査 (京都府 )：84.9％ (2019 年度 )）

到達目標

府民・地域や企業・大学、文化・芸術関係者等と共に取組を進めたい事項
【府民・地域】
●	地域に受け継がれてきた祭りや伝統芸能の保全と、
次世代への継承

●	誇るべき文化財や自然環境などが世界遺産や日本遺
産に登録されるための、草の根の取組

【企業・大学】
●	和食や文化芸術に携わる人材の育成とバックアップ
●	美術品や関連の商品・サービスなど「アート産業」の振興や、他分野との連携
●	芸術と融合した新しい商品・サービスの創出

【文化・芸術関係者】
●	創作活動と技術の継承
●	世界のアート関係者との交流や
ネットワークづくり

●	文化芸術の保全と国内外への発信
●	文化芸術の裾野拡大に向けた多様な体験の機会提供

※到達目標については、　 基本計画の数値目標にも再掲しています。4
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■ 「ＭａａＳ・α促進プロジェクト」を創設し、
「Ｍｏｂｉｌｉｔｙ」だけでなく、「Ｆａｃｔｏｒｙ
（工場）」などの分野においても、クラウドサー
ビスを活用し、新たなビジネスを創出

■ 「スマートアグリ・イノベーションセンター（仮
称）」を設立し、地域に応じてＡＩやＩｏＴを
活用した農林水産業の取組を本格化するとと
もに、ロボットを活用した生産活動の自動化
を推進

■ ビッグデータ活用・京都観光交流圏周遊プロ
ジェクト（再掲）

□ 大学やＡＩベンチャー企業と連携した小規模
事業者のＡＩ・ＩｏＴ活用支援

□ ロボット技術の研究開発（けいはんなロボッ
ト技術センター）

■ オール京都の「高度人材育成プログラム」
を策定し、ものづくりをはじめ各産業にお
ける研究開発人材を育成

■ 「課題解決型学習」等の機会の充実に向け、
産学連携型学習「京都『結（ゆい）』コンソー
シアム（仮称）」により官民一体の教育を
推進

■ ビッグデータ活用・京都観光交流圏周遊プ
ロジェクト（再掲）

□ 中小企業の事業承継支援
□ 農業・林業大学校におけるＡＩ、ロボット
技術等を活用したカリキュラムの開設

京都経済センター

「新産業創造・成長」
 きょうとチャレンジ

「新産業創造・成長」
 きょうとチャレンジ

成長支援・海外展開
ＡＩ･ＩｏＴ等の活用促進

承継・人材育成

スタートアップ支援

企業のスタートアップから成長、継承まで、イノ
ベーションが起こり続ける最適な事業環境の創造を
京都から進める

基本方針

施策体系図 ※主な重点・新規方策を■としています。
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■ ＶＲ・ＡＲ技術等について、企業活動の積極的な支援や「京都ＶＲ・ＡＲ拠点」の形成
■ サブスクリプション（定額）ビジネス分野も見据え、地域資源を生かした京都独自のビジネス展開を
「シェアリングエコノミー促進プロジェクト」として推進
■ 「ミニMICE 誘致促進プロジェクト」として、会議や招聘旅行等小規模なものや、農家民宿の活用等
地域資源を活用した多様なMICE を誘致

■ 「環境イノベーション創出プロジェクト」として、環境・経済・社会の好循環を生み出す取組の推進
■ 「ビッグデータ活用・京都観光交流圏周遊プロジェクト」を創設し、「京都市＋府域＋近隣府県」での
観光交流、観光客の府全域への周遊を促し、地域社会と観光とが共生できる社会づくり等を推進

□ 「京都海外ビジネスセンター」を設立し、｢Made in Kyoto｣ をコンセプトとしたブランドの構築
□ 「NEO KOUGEI」の展示・紹介及び商談機会の創出等を行う｢TANGO OPEN CENTER（仮称）」の整備
□ 世界博物館会議（ICOM）京都大会を契機とした「KYOTO KOUGEI WEEK」の開催
□ 海外需要拡大に向けた「宇治茶プレミアムブランド戦略」の推進

■ 「起業するなら京都・プロジェクト」を創設し、アクセラレーションプログラムの取組を推進し、世界中
から有能な人材や企業が集う仕組みを構築。多様なニーズに対応したインキュベート施設を供給すると
ともに、創業支援、経営革新、販路開拓などを中小企業応援センターでトータルサポート。小中学生が
ものづくり体験等に触れることのできる機会の提供や、高校生を対象にした「ベンチャー講座」の開設

□ 産業拠点のネットワーク化（京都経済センター、丹後 ･知恵のものづくりパーク、北部産業創造セン
ター、京都府産業支援センター、けいはんなオープンイノベーションセンター（ＫＩＣＫ）、けいは
んなプラザ（ラボ棟）等）

□ コンテンツ産業の育成と、観光など多様な分野とのコラボレーションによる新ビジネスの創出
□ 「農業ベンチャー・インキュベーションファーム」の開設

●「開業率」を全国 10位相当である 5.1％ (2021 年 ) に上昇させる.
（経済センサス (総務省 )：4.3％ (2016 年・全国 35位 )）

● ｢従業者1人当たりの付加価値額（製造業）｣を全国1位を上回る21,000千円に増加させる.
（工業統計調査 (経済産業省 )：15,168 千円 (2018 年・全国 9位 ) ／ 20,688 千円 ( 全
国 1位・山口県 )）

●「海外ビジネスセンターを通じ海外展開に取り組んだ企業数」を新たに100社増加させる　
（京都府による実態把握：10社 (2018 年度 )）

●「農林水産業の産出額」を 820億円に増加させる.
（生産農業所得統計＋漁業 ･養殖業生産統計＋京都府林業統計 過去 3年平均水準 786
億円）

到達目標

　　　　　　企業・農家、府民・地域等と共に取組を進めたい事項
【企業・農家】
●	異業種交流、産学公連携等を通じた商品開発や人づ
くり

●	後継者不足などにより事業継続が困難となる前の早
めの準備による事業承継

●	農商工連携や６次産業化への取組
●	ＤＭＯと連携した観光マーケティングや、地域資源
を生かした商品づくりなど、広域観光の取組

【府民・地域】
●	農家民宿の活用等地域資源を活用した多様なＭＩＣＥ
における地域のおもてなし

●	多様な主体（行政と結びつける中間組織など）と連携
した、環境・経済・社会の好循環への積極的な取組

●	スマートシティ、スマート農山漁村づくりと連携し
た、次世代型地域づくり

●	京都発ベンチャーなどが生み出す新たな商品やサー
ビスの積極的な利活用

※到達目標については、　 基本計画の数値目標にも再掲しています。4
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■ 危機管理センターを設置し、オペレーショ
ンルームの常設、総合防災情報システムの
整備、洪水氾濫状況等のリアルタイム配信
など、最先端の危機管理体制を構築

■ 「避難時声掛け体制」の確保、災害危険情
報の危険度の高いエリアに絞ったプッシュ
配信など、「逃げ遅れゼロ・プロジェクト」
として実施

■ 地形情報等をもとに早いタイミングで中小
河川の洪水を予測するＡＩ活用「氾濫早期
予測システム」を開発

□ ＤＭＡＴ ( 災害派遣医療チーム )、ＤＷＡ
Ｔ ( 災害派遣福祉チーム ) ほか専門チーム
の養成

□ 災害拠点病院における災害医療体制の強化
□ 府管理全河川の想定し得る最大規模の降雨
に対応した浸水想定区域図の公表

■ 桂川下流の国管理区間の整備促進、亀岡地区等の
霞堤の嵩上げ着手等、桂川改修の推進

■ 由良川の国管理区間の緊急治水対策の促進、府に
よる支川の改修等、内水対策を国と連携し推進

■ 大野ダムについて、事前放流目標水位の暫定的な
引き下げ。日吉ダム等、国及び水資源機構が管理
するダムについても、洪水調節機能の充実等に向
けた取組を促進

■ ため池の適切な維持管理と、防災重点ため池のハ
ザードマップ作成を推進                           

■ 「いろは呑龍トンネル」の南幹線及び呑龍ポンプ
場の整備推進や、貯留機能と流下機能を最大限に
発揮させる運用の確立

□ 「京都府豊かな森を育てる府民税」を活用した山
地災害の未然防止

□市街地で頻発する
内水被害軽減（市
町村雨水対策支援）

「災害・犯罪等からの安心・安全」
 きょうとチャレンジ

「災害・犯罪等からの
  安心・安全」
 きょうとチャレンジ

地域防犯力の向上

交通安全対策

防災基盤づくり

災害や犯罪等から府民の命と財産を守るため、ＡＩ
等の活用によりハード・ソフト一体となった最先端
の危機管理・安心安全体制を構築する

基本方針

防　災
防災体制・情報共有

いろは呑龍トンネルポンプ場

施策体系図 ※主な重点・新規方策を
　■としています。
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■ 「子どもの交通安全「安心空間」確保プロジェクト」を創設し、通
学路やお散歩コース等の路肩の拡幅やポール設置等の交通環境を整
備。車両運転者への対策として交通安全教室等の開催や、安全運転
サポート車や急発進抑制装置装着の普及を推進

■ ＧＩＳを活用した交通事故の発生原因等の分析に基づく、原因別に
重点を絞った交通事故防止対策の推進

□ 地域の実情に応じた高齢運転者の交通事故防止対策の推進
□ 交通事故防止、交通事故被害軽減に資する交通指導
□ 自転車運転に係る交通安全教室の実施や交通ルール遵守の呼びかけ

■ ＡＩ等を活用して犯罪防御システムを高度化し、先制的なパトロー
ル等犯罪抑止対策を推進

□ ＡＩ等の最新技術の活用による特殊詐欺等に対する防御力の強化
□ 高度化・巧妙化するサイバー犯罪やサイバー攻撃への的確な対処
□ 国際化や訪日外国人急増に伴う事件・事故､ 遺失拾得等の対応強化

●「災害時声掛け隊の人数」を新たに 500人養成する.
（2019年度から事業実施）

●「刑法犯認知件数」を 15,000 件に減少させる.
（京都府による実態把握：16,821 件 (2018 年 )）

●「年間の交通事故死者数」を 50人以下 (2020 年 )
に減少させる.
（京都府による実態把握：52人 (2018 年 )）

到達目標

企業・府民・地域等と共に取組を進めたい事項

【企業】
●	大規模広域災害時における企業のＢＣＰ（事業継
続計画）の策定

【府民・地域】
●	若手・女性など消防団への加入、ふるさとレス
キューや大学生消防防災サークルへの参加

●	住民による地域の災害リスクの把握や水害等避難
行動タイムラインの作成

防　災 防犯・交通安全 

防犯・交通安全 

【府民・地域】
●	府民協働防犯ステーションを核とした防犯ボラン
ティア活動への参加

●	思いやりのある運転の心がけ
●	交通安全ボランティア活動への参加
●	運転に不安を感じた場合等の、運転免許の返納の
検討

●	高齢者の歩行の安全等に資する反射材用品等の着
用推進

※到達目標については、　 基本計画の数値目標にも再掲しています。4
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５つのエリアについて、主なハード整備を中心に、整備施設の特徴・効果を生かすソフト施策も含め
て「エリア構想」として設定し、地域振興計画等との連動により、地域の個性ある魅力づくりや更な
る成長・発展につなげる

■ 北部グローカル構想
京都舞鶴港を拠点に海外（グ
ローバル）に開かれた交流と、
「誇れるふるさと」「住み続けら
れる地域づくり」「若者が戻っ
てくる地域づくり」（ローカル）
をコンセプトとした構想

■ 京都スタジアムを中核とするスポーツ＆ウェルネス構想
京都スタジアムを核に地域の医
療系大学や総合型地域スポーツ
クラブと連携し、アスリートス
ポーツから府民・健康スポーツ
やウェルネス運動まで、元気あ
ふれる交流の構想

基
本
方
針

構
　
想

京都舞鶴港

天橋立公園
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■ 北山「文化と憩い」の交流構想
旧総合資料館跡地等の活用や、京
都学・歴彩館、府立植物園、京都
コンサートホールなど京都が誇る
文化の集積を生かすとともに、Ｍ
ＩＣＥ機能の充実によって府民の
広域的な交流を促進する構想

■ 新名神を活かす「高次人流・物流」構想
新名神高速道路の全線開通とい
う新国土軸形成を生かし、西日
本最大級のアウトレットモール
や次世代物流拠点の誘致など、
人流・物流を核とした構想

■ スマートけいはんな広域連携構想
ＭａａＳを中心に超スマート社
会を先取りする次世代型の取組
に加え、相楽東部を「ゆとりの
生活空間・癒やしの空間」とし
てエリアに取り込む構想

構
　
想

城陽ＪＣＴ・ＩＣ（出典：ＮＥＸＣＯ西日本）

精華・西木津地区

府立植物園

京都学・歴彩館
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京丹後市

伊根町

与謝野町

宮津市

福知山市

舞鶴市

綾部市

京丹波町

南丹市

京都市

亀岡市

向日市向日市

長岡京市長岡京市

大山崎町大山崎町

八幡市八幡市

久御山町久御山町
宇治市宇治市

宇治田原町宇治田原町
城陽市城陽市

京田辺市京田辺市
井手町井手町

精華町精華町
木津川市

和束町

笠置町笠置町
南山城村南山城村

市

北部グローカル構想
■ 地域資源を生かした職住一体型生活圏の構築による魅力ある暮らしの実現

整備が進展する京都舞鶴港や高速道路網等の基盤を最大限に生かし、海外に開かれた交流と、
「誇れるふるさと」「住み続けられる地域づくり」「若者が戻ってくる地域づくり」をコンセプトに、
京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会と連携し、新たな産業拠点の形成と職住一体型生活圏
の構築を進めます。

阪神都市圏

南丹地域・京都都市圏

５Ｇ・ＩｏＴの高度無線
環境整備による医療､
教育､ 子育て､ 災害情
報等への活用

｢観光×ものづくり｣、
｢観光×農林水産業｣、
｢歴史・文化×ものづくり」
により新産業を創出

コウノトリ但馬空港

兵庫
鳥取

観光×ものづくり
丹後織物の拠点「TANGO 
OPEN CENTER（仮称）」
整備

山陰海岸ジオパーク

丹後・知恵の
ものづくりパーク

丹後王国
「食のみやこ」

キャッシュレスモデル
舞鶴エリア
宮津エリアちりめん街道

天橋立

綾部工業団地

京都舞鶴港

伊根の舟屋

長田野工業団地
アネックス三和等

福知山公立大学
京都工芸繊維大学
（福知山キャンパス）

北部産業創造センター

日本海国土軸の形成
山陰近畿自動車道の早期整備の促進
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京丹後市

伊根町

与謝野町

宮津市

福知山市

舞鶴市

綾部市

京丹波町

南丹市

京都市

亀岡市

向日市向日市

長岡京市長岡京市

大山崎町大山崎町

八幡市八幡市

久御山町久御山町
宇治市宇治市

宇治田原町宇治田原町
城陽市城陽市

京田辺市京田辺市
井手町井手町

精華町精華町
木津川市

和束町

笠置町笠置町
南山城村南山城村

市

主 要 な 取 組
● ＡＩ・ＩｏＴ等新技術による魅力ある職住一体型生活圏の構築

● ヘリ＆クルーズ等観光をベースとした新たな産業活性化の拠点づくり

● キャッシュレスモデルエリアの創設

｢半農半Ｘ｣、「二地域居住」など多様な
ライフスタイルの実現

「大学×ものづくり」によるイノベーションの
創造と人材育成

京のブランド水産物の構築
体験型観光「漁観連携」

大型クルーズ船の寄港増
による対岸交流のゲート
ウェイ機能強化

京都舞鶴港、天橋立、舟屋の里、丹後郷土資料館、夕日ヶ浦等の観光
拠点・地域資源について広域周遊ネットワーク化（ヘリ＆クルーズ観光）

天橋立の世界遺産登録
地域活性化拠点づくり

　丹後郷土資料館リニューアル
宿泊施設、ヘリポートの誘致・整備
宮津エネルギー研究所用地の活用

京都舞鶴港の整備
国際ふ頭Ⅱ期整備
第２ふ頭の岸壁整備
旅客ターミナル等整備
国道２７号（西舞鶴道路）
臨港道路上安久線　ほか

京都職業能力開発短期大学校

舞鶴工業高等専門学校

丹後王国「食のみやこ」

京都舞鶴港荷役状況（舞鶴国際ふ頭）

北部産業創造センター
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京丹後市

伊根町

与謝野町

宮津市

福知山市

舞鶴市

綾部市

京丹波町

南丹市

京都市

亀岡市

向日市向日市

長岡京市長岡京市

大山崎町大山崎町

八幡市八幡市

久御山町久御山町
宇治市宇治市

宇治田原町宇治田原町
城陽市城陽市

京田辺市京田辺市
井手町井手町

精華町精華町
木津川市

和束町

笠置町笠置町
南山城村南山城村

向日市向日市市市市

京都スタジアムを中核とするスポーツ＆ウェルネス構想
■ 京都スタジアムを核とした元気あふれる交流都市圏の形成
「京都スタジアム」の完成を契機に、大学や京都トレーニングセンター、府内スポーツ施設の連
携を進め、丹波高原や桂川・由良川もフィールドとして活用しながら、内外から人が集まる日本
有数のスポーツ・健康エリアとして、食やスポーツ科学と連携した地域づくりを進めます。

医療産業等と連携した京野菜等を
活用した商品・サービスの開発

丹波自然運動公園
京都トレーニングセンター
車いす競技専用練習コース

ワールドマスターズゲームズ２０２１関西
・南丹市（デュアスロン）

東京２０２０オリンピック・パラリンピックホストタウン
・亀岡市（オーストリア・空手）
ワールドマスターズゲームズ２０２１関西
・亀岡市（スポーツクライミング（オープン競技））

京都丹波高原国定公園
芦生の里

京都先端科学大学

京都医療科学大学

明治国際医療大学

湯の花温泉

森の京都　味夢の里
宿泊施設

各総合型地域スポーツクラブとの連携体制の構築

東京２０２０オリンピック・パラリンピックホストタウン
・京丹波町（ニュージーランド・ホッケー）
ワールドマスターズゲームズ２０２１関西
・丹波自然運動公園（ゲートボール）
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京丹後市

伊根町

与謝野町

宮津市

福知山市

舞鶴市

綾部市

京丹波町

南丹市

京都市

亀岡市

向日市向日市

長岡京市長岡京市

大山崎町大山崎町

八幡市八幡市

久御山町久御山町
宇治市宇治市

宇治田原町宇治田原町
城陽市城陽市

京田辺市京田辺市
井手町井手町

精華町精華町
木津川市

和束町

笠置町笠置町
南山城村南山城村

向日市向日市市市市

主 要 な 取 組
● トップアスリートの育成とスポーツのメッカづくり

● スポーツ、食や癒しによる健康づくりの先進モデル地域づくり

オーベルジュ、農家民宿、自然景観等をつなぐ、
体験型・キャッシュレス対応型周遊観光の環境整備

トップアスリート育成
国際競技大会の誘致

京都丹波地域におけるスポーツ施設や医療科学系大学等の立地
状況を生かし、競技スポーツ・生涯スポーツを両輪で進めると
ともに、温泉を生かした健康産業や自然環境を生かしたアク
ティビティ関連産業を創出

東京２０２０オリンピック・パラリンピックのホストタウンや
ワールドマスターズゲームズ２０２１関西の開催等を通じた国
際交流やインバウンド等への外国語対応を促進

京都スタジアム
・サッカーの国際試合などに対応（約２１，６００席）
・屋内クライミングウォール
・ｅスポーツ
・ミュージックキャンプ「府民総合奏」開催
・ＶＲ、ＡＲ等の技術を用いたスポーツ環境､ 観戦環境の提供
・中北部地域への人の流れを造る新たなゲートウェイ

京都トレーニングセンターでのトレーニング指導

京都美山サイクルロードレース
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京丹後市

伊根町

与謝野町

宮津市

福知山市

舞鶴市

綾部市

京丹波町

南丹市

京都市

向日市向日市

長岡京市長岡京市

大山崎町大山崎町

八幡市八幡市

久御山町久御山町
宇治市宇治市

宇治田原町宇治田原町

城陽市城陽市

京田辺市京田辺市

井手町井手町

精華町精華町

木津川市

和束町

笠置町笠置町

南山城村南山城村

町町

亀岡市

北山「文化と憩い」の交流構想
■ 京都が世界に誇る文化と憩いに包まれた交流エリアの形成

旧総合資料館跡地を活用した「シアターコンプレックス」や、開園１００周年を迎える府立植物
園など、芸術の発信や賑わい・交流機能を有する施設の整備に取り組むとともに、国際ＭＩＣＥ
を促進し、文化庁移転を契機として、国内外から人が集い、交流し、京都から新しい文化創造を
進めます。

大学や企業と連携した国際ＭＩＣＥ施設など
の基盤整備や既存施設の活用促進

府内博物館・美術館等ネットワークを活用した地域文化の振興
国際ＭＩＣＥを契機とした分科会、ツアー、エクスカーションなど

旧府立総合資料館（跡地活用）
・舞台芸術・視覚芸術が集積した創造・発
表の機能

・コンベンション、宿泊、飲食施設等の集
積や、魅力的なイベントの開催等、賑わ
い・交流機能

京都府立植物園１００周年未来構想
・ビジターセンター、ショップ、カフェ等を
備えた複合的な正門エントランスの整備
・ゾーン内に立地する各施設との垣根のな
い連携

劇場を中心に、創作ホール、展示空
間、練習場等を集積したシアターコン
プレックスを整備

府立医科大学､ 府立大学､ 京
都工芸繊維大学の共用体育館
機能を有したアリーナの整備
検討

シアターコンプレックス構想

アリーナの整備検討

京都学・歴彩館

京都コンサートホール

三大学教養教育共同棟

府立大学

京都学・歴彩館府立植物園
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京丹後市

伊根町

与謝野町

宮津市

福知山市

舞鶴市

綾部市

京丹波町

南丹市

京都市

向日市向日市

長岡京市長岡京市

大山崎町大山崎町

八幡市八幡市

久御山町久御山町
宇治市宇治市

宇治田原町宇治田原町

城陽市城陽市

京田辺市京田辺市

井手町井手町

精華町精華町

木津川市

和束町

笠置町笠置町

南山城村南山城村

町町

亀岡市

主 要 な 取 組
● 旧総合資料館跡地活用に伴う新たな文化芸術・交流発信拠点づくり

● アリーナの整備検討

文化庁移転を契機とした
新たな文化発信・交流促進

文化庁移転の促進
文化政策の対象拡大等
文化庁との連携強化

京都クロスメディアパーク
（太秦エリア）

国立京都国際会館

ロームシアター京都
京都市京セラ美術館

京都文化博物館

国際日本文化研究センター 京都国立博物館

京都国立近代美術館

京都パルスプラザ

関西文化学術研究都市
ＭＩＣＥ機能の充実、文化交流

府立植物園

京都文化博物館

堂本印象美術館
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京丹後市

伊根町

与謝野町

宮津市

福知山市

舞鶴市

綾部市

京丹波町

南丹市

京都市

亀岡市

向日市向日市

八幡市八幡市

宇治市宇治市

宇治田原町宇治田原町

城陽市城陽市

京田辺市京田辺市

精華町精華町 木津川市

和束町

笠置町笠置町 南山城村南山城村

井手町井手町

長岡京市長岡京市

大山崎町大山崎町 久御山町久御山町

新名神を活かす「高次人流・物流」構想
■ 関西の「へそ」となる人流・物流・産業の広域拠点づくり

新たな国土軸である新名神高速道路の全線開通のインパクトを生かした人流・物流・産業の拠
点形成に取り組むとともに、国際空港や港湾などとの連携も視野に入れた経済圏、良好な住環境
を備えた生活圏の形成を進めます。

大阪府
関西国際空港

乙訓ゲートウェイゾーン
・ＪＲ向日町駅等周辺整備の促進
・西山天王山駅ターミナル機能強化
・阪急京都線連続立体交差の促進
・京都市内・府中北部観光との連携強化など

京都南部産業立地等促進ゾーン
・久御山町新市街地整備
・淀川河川公園整備促進
・八幡京田辺ＪＣＴ・ＩＣ周辺整備促進など

新名神高速道路
２０２３年完成目途
・大津～城陽間
・八幡京田辺～高槻間

（都）東中央線の整備（城陽井手木津川バイパスとの接続）

阪急西山天王山駅
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京丹後市

伊根町

与謝野町

宮津市

福知山市

舞鶴市

綾部市

京丹波町

南丹市

京都市

亀岡市

向日市向日市

八幡市八幡市

宇治市宇治市

宇治田原町宇治田原町

城陽市城陽市

京田辺市京田辺市

精華町精華町 木津川市

和束町

笠置町笠置町 南山城村南山城村

井手町井手町

長岡京市長岡京市

大山崎町大山崎町 久御山町久御山町

主 要 な 取 組
● 西日本最大級のアウトレットモールの誘致

● 次世代型物流拠点の誘致

● 新たな産業エリアやインランドデポ（内陸型保税倉庫） 
　 の創設

府中北部
環日本海

奈良県

関西圏と中京圏を結ぶ一大連携拠点の形成

城陽市東部丘陵地ゾーン
・アウトレットモールの誘致
・次世代型物流拠点の誘致
・宿泊施設の誘致
・木津川運動公園北側エリア整備
・新たな産業エリアやインランドデポ
（内陸型保税倉庫）の創設

ＪＲ奈良線高速化・複線化
・第二期複線化整備促進
・駅舎の整備促進など

宇治茶実践型学舎の創設
・宇治茶のプレミアムブランド化

木津川右岸整備
・宇治木津線（国道２４号城陽井手木津川
バイパス）整備促進など

宇治田原ＩＣアクセス
・宇治田原山手線
・宇治木屋線（犬打峠）

関西文化学研都市
との連携強化

アウトレットモール（イメージ）

相楽東部未来づくりゾーン
・きづ川アクティビティパーク
・農家民宿や民泊の活用
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京丹後市

伊根町

与謝野町

宮津市

福知山市

舞鶴市

綾部市

京丹波町

南丹市

京都市

亀岡市

向日市向日市

八幡市八幡市

宇治市宇治市

宇治田原町宇治田原町
城陽市城陽市

京田辺市京田辺市

精華町精華町

田辺地区田辺地区

南田辺・狛田地区南田辺・狛田地区

精華・西木津地区精華・西木津地区

木津東地区木津東地区

平城・相楽地区平城・相楽地区

普賢寺地区普賢寺地区

木津川市

和束町

笠置町笠置町

奈良県奈良県

南山城村南山城村

井手町井手町

長岡京市長岡京市

大山崎町大山崎町

久御山町久御山町

八八

宇治市宇治御山町御山町

スマートけいはんな広域連携構想
■ 環境にやさしく持続可能な「次世代型スマートシティ」の実現

未来の「超スマート社会（Society5.0）」を見据えた利便性が高い都市モビリティや安心・快適
な生活環境等、スマートシティの実証を進めるとともに、「ゆとりの生活空間・癒やしの空間」で
ある相楽東部地域まで拡大し、広域的に次世代型スマートシティの実現を進めます。

２０２５年日本国際博覧会（略称「大阪・
関西万博」）の開催に合わせ、科学や文化
学術の体験型イベントを一体的に実施し、
暮らしの中で文化・学術・研究の成果を
感じられる機会を創出

学研都市×相楽東部の展開により
「次世代型スマートシティ」の実現をめざす

学研都市を中心とした南部地域の鉄道
ネットワークの充実強化

ＭａａＳシティの実現
・交通サービスを全て統合し、検索、予約、決済を一括
して行うことができるＭａａＳの「レベル４」を実現
・ＡＩやＩｏＴ、ロボット技術（けいはんなロボッ
ト技術センター）を活用し、バスロケーションシ
ステムやＥＶカーシェアの導入など、新たな交通
システムやサービスを展開

「ＭａａＳ・α」促進プロジェクト等
・ＭａａＳの取組について、「Communication（テレ
ビ会議､ Web 会議）」や「Factory（工場）」など
の分野においても、新たなビジネスの創造など、
柔軟なスマートシティを推進
・触れることのできるクローン文化財の展示・作製拠
点を整備し、アジアの文化財センターをめざす

関西文化学術研究都市
南田辺・狛田地区

・新産業創出を核とした「まちづくりビジョン」の策定
・企業誘致

大阪府
関西国際空港

連節バス

けいはんなロボット技術センター
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京丹後市

伊根町

与謝野町

宮津市

福知山市

舞鶴市

綾部市

京丹波町

南丹市

京都市

亀岡市

向日市向日市

八幡市八幡市

宇治市宇治市

宇治田原町宇治田原町
城陽市城陽市

京田辺市京田辺市

精華町精華町

田辺地区田辺地区

南田辺・狛田地区南田辺・狛田地区

精華・西木津地区精華・西木津地区

木津東地区木津東地区

平城・相楽地区平城・相楽地区

普賢寺地区普賢寺地区

木津川市

和束町

笠置町笠置町

奈良県奈良県

南山城村南山城村

井手町井手町

長岡京市長岡京市

大山崎町大山崎町

久御山町久御山町

八八

宇治市宇治御山町御山町

主 要 な 取 組
● 新交通システム等、ＭａａＳ (Mobility as a Service) の「レベル４（交通サービスの統合 

　 が進んだ状態の最高レベル）」の実現や、エネルギーの効率利用、農業のスマート化の推進

● 「グレーターけいはんな」相楽東部地域への展開

京大・府大附属農場を活用したグリーン
イノベーションの創出

「グレーターけいはんな」相楽東部への展開
・豊かな自然を活用したスモール＆スマート
　なレジデンスの創出
・ＭａａＳ実証から社会実装に向けた連携

相楽東部地区
・宿泊施設、サテライトオ
フィスなどの立地促進
・MaaS 社会実装に向けた生
活支援モビリティの構築

関西文化学術研究都市
木津東地区

・都市計画変更､ 早期事業化
笠置テラスと木津川

南山城村移住交流スペースやまんなか
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3 分野別基本施策
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【子育てに喜びを感じ子どもの声が地域に響きわたる社会】
●	妊娠・出産や子育てに不安や負担を感じることなく安心して子ども
を産み育て、子育ての喜びを実感でき、子どもの明るい声が地域に
響きわたる社会が実現しています。

【結婚を希望する者が希望を叶えられる社会】
●	多様なライフデザインが選択でき、結婚を希望する誰もがその希望
を叶えられる社会が実現しています。

【地域が子どもたちの成長を包み込んでいる社会】
●	地域でともに子育てを支え合い、学ぶ中で、子どもの可能性が最大
限に生かされ、健やかに育てることができる社会が実現しています。

【経済状況等にかかわらず希望の持てる社会】	
●	全ての子どもが親の経済状況など生まれ育つ環境に左右されること
なく、その将来に夢や希望を持って成長していける社会が実現して
います。

【児童虐待の未然防止が進んでいる社会】
●	児童相談所と市町村等関係機関のネットワークによる相談支援体制が強化され、児童虐待の未然防止が進んでい
る社会が実現しています。

① 希望あふれる子育て

20年後に実現したい姿

▼子育てに喜びを感じ子どもの声が地域に響きわたる社会

▼結婚を希望する者が希望を叶えられる社会

▼地域が子どもたちの成長を包み込んでいる社会

▼経済状況等にかかわらず希望の持てる社会

▼児童虐待の未然防止が進んでいる社会

子育て環境日本一に向けた職場づくり
行動宣言を行った企業数（累計）

目標数値
（2023年度）1,500 社

住んでいる地域が、子どもが育つのに
良い環境だと思う人の割合

目標数値
（2023年度）

基準値
（2019年度）

90.0 %

82.6 %

主な数値目標

４年間の
対応方向・具体方策

〜　  の方策	1 	28

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で取り組む
　きょうとチャレンジの重点・新規方策を再
掲しています。

1



57

地
域
振
興
計
画

将
来
構
想

基
本
計
画
分
野
別
基
本
施
策

現状分析・課題 

４年間の対応方向・具体方策 
子育てにやさしい風土づくりを進めます。

 ・	合計特殊出生率は平成元（１９８９）年の１．４６から平成３０（２０１８）年は１．２９に、出生数は
２４，８５５人から１７，９０９人へと減少しています。

 ・	平均初婚年齢や第一子出産年齢、５０歳時未婚率は、この２０年間でそれぞれ上昇しています。
 ・	２０歳から４４歳までの未婚の府民を対象とした意識調査によると、８割以上の方が結婚を希望しており、自分
に合う結婚相手を見つけられるような支援が必要です。

 ・	結婚するために必要なこととして、男性は「経済的余裕」、女性は「希望・条件を満たす相手にめぐり会う」をあ
げており、出会いを増やすとともに、就労支援等が必要です。

 ・	子どもを持つ場合の男女ともに高い条件の１位は「教育にお金がかからないこと」、２位は「保育にあまりお金が
かからないこと」、３位は「健康上の問題がないこと」となっています。この条件は、性別、未婚・既婚、子ども
の有無等によって異なっており、例えば、子どものいない既婚女性の条件では、「保育サービスの整備」が上位と
なっています。

 ・	自分の子どもを産むまでに一度も赤ちゃんを抱いたことがない人が約７割という調査結果もあり、若者が乳幼児
に接する機会を増やすことが必要です。

 ・	出産経験のない就業女性の約９割が、仕事と育児の両立に不安を感じているという民間の調査結果もあります。
 ・	不妊治療を受けた夫婦は約５，０００人で、出生数のおよそ９人に１人が不妊治療により生まれており、不妊治療
を望む方への支援が必要です。

 ・	不妊治療と仕事の両立について、「通院回数が多い」「仕事との日程調整が困難」などの理由により、両立ができずに、
約３割の方が不妊治療又は仕事を辞めています。

 ・	全国的に男性の育児休業取得率は上昇しているものの、依然として女性との差は著しく大きい状況です。
 ・	保育所・放課後児童クラブ等の待機児童が発生している市町村があり、地域の子育て環境の充実が必要です。	
 ・	子どもの健全育成を進める上で自然とのふれあいは大切ですが、学校以外の団体などが行う自然体験活動への参
加率は、平成２６（２０１４）年度と平成１８（２００６）年度を比べると約１５ポイント減少しています。

 ・	ひとり親家庭の世帯数は増加傾向にあり、特に母親と子どもの世帯の収入は低く、借家に居住する世帯が多いこ
とから、住まいに係る支援が必要です。

 ・	平成２８（２０１６）年の国民生活基礎調査によれば、子どもの相対的貧困率は１３．９％とピークだった平成
２４（２０１２）年（１６．３％）に比べると減少しています。

 ・	児童相談所の児童虐待相談受理件数は年々増えており、平成３０（２０１８）年度は２，１０４件と、５年前の２．
２倍に増加しており、虐待ゼロに向けた取組の強化が必要です。

	 1	 子育て環境日本一に向けて京都で活躍する有識者等で構成する「きょうと子育て環境日本一サミット ( 仮称 )」
を設置し、子育て環境「共同声明」を発信します。

	 2	 新たに地域の子育て環境の充実度を数値化する指標を「地域子育て充実度見える化システム」として構築し、そ
れを通じて自治会等の各地域がコミュニティで考え、各地域で自発的に行動する意識を高めます。

	 3	 「子育て企業サポートチーム」の企業訪問により、「子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言」の取組を
進め、時間単位の年休取得、不妊治療に係る休暇、短時間勤務等の柔軟な制度導入と、男女が共に働きやすい
職場環境づくりを進めます。
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	4	 子育てにやさしい職場づくりを進めるため「ワークチェンジ塾」を開設し、経営者・男性社員などを対象にし
た意識改革の合同研修会を開催するとともに、男性社員の育児休業取得促進やワーク・ライフ・バランスを考
慮した人事評価制度の導入を支援します。

	 5	 若者向けの「ライフデザインカレッジ」を創設し、ＳＮＳ等を活用し、結婚や子育てに関する支援制度等を発
信するとともに、若者が、就学、仕事、結婚、子育てなどのトータルの人生設計を早期に考え、多様なライフ
デザインを自ら選択することができるよう、ワークショップや仕事と子育ての両立体験インターンシップなど
の機会を提供します。

	 6	 企業等が地域の子育て支援活動に貢献できる仕組みづくりを進めます。	

	 7	 「京都経済センター」のテレビ会議システムを活用するなど企業経営者・管理職等に対する「子育て支援セミナー」
等を開催し、意識改革や働き方改革の取組を進めます。

	 8	 「きょうと婚活応援センター」に婚活情報を集約し、登録会員に対しＳＮＳを活用した情報提供を行うなど、情
報拠点としての体制を構築するとともに、市町村や経済団体等と連携した婚活支援の取組を進めます。

	 9	 市町村・地域・ＮＰＯ等と連携して小・中学校、高等学校等において児童生徒が乳幼児とふれあう機会を創出
します。

子育てしやすい地域・まちづくりを進めます。
	10	 府立医科大学附属病院においてＮＩＣＵ（新生児集中治療室）を増床するとともに、京都第一赤十字病院、京

都大学医学部附属病院に加えて「総合周産期母子医療センター」に指定するなど、周産期医療ネットワークを
拡充します。

	11	「不妊治療総合支援システム」を確立し、男性の不妊治療に係る支援の拡充など不妊治療に係る経済的負担の軽
減に加え、特定不妊治療に係る通院交通費の負担軽減制度を創設するとともに、企業等における不妊治療休暇
制度の導入を支援します。

	12	 妊産婦に対して心身のケアや育児ケア等を行う、「産婦健康診査」や「産後ケア事業」、「産前・産後サポート事業」
等の全市町村での実施を進めます。

	13	 子育て支援医療費助成や幼児教育・保育料の無償化、高校生の通学費補助等、子育て世帯の経済的負担を軽減
します。

	14	 子育て世代や新婚世帯を対象にした府営住宅への優先入居制度を拡充するとともに、公園や府営住宅の集会所
等を子どもが安心して集える場としての活用を促進します。

	15	 府営住宅について、子育て世代向けの改修を進めるとともに、大規模団地の建替えに当たっては、子育て支援
施設の併設を推進します。また、居住者同士が子育て等をお互いにサポートする暮らし方ができる「コレクティ
ブハウス」を拡充し、住環境面において子育てを支援します。

	16	 病児保育の広域受入・共同利用のため検討会を設置し、共同利用等の取組を支援します。	

	17	 保育所・放課後児童クラブ等における待機児童解消に向け、小規模保育や家庭的保育、幼稚園の２歳児受入れ
等を促進するとともに、市町村と連携して事業所内保育施設の共同設置等を進めます。

	18	 広域で活動する中核的なＮＰＯを「子育て支援認証団体」として認証し、それが核となり、地域で活動する小
規模サークルや自治会などをサポートし、その地域における活動の対応力を強化します。

	19	「赤ちゃん応援隊」など子育て経験者や高齢者等による乳幼児がいる家庭への訪問活動、一時預かり保育の充実
等、地域で子育て家庭を支援する仕組みを構築します。

	20	 子育てに係る悩みの相談や親子同士の交流の場である子育てひろば等、きょうと子育てピアサポートセンター
と市町村が連携して活動支援を強化し、子育ての不安・負担の軽減や親として学び成長する機会を拡充すると
ともに、地域コミュニティの再構築にもつなげていきます。
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	21	 市町村の子育て世代包括支援センターの立ち上げ・運営支援を行い、全市町村への拡大やネットワーク化など、
地域における妊娠から子育てまでの切れ目ない支援を実施します。

	22	 地域の身近な場所において、子どもたちの居場所として、安心・安全に集い、遊べる場や機会を全ての小学校
区に設置・創出します。

	23	 子どもが安心して集い、安全に遊べる児童公園等の整備について、配慮すべきことをまとめたガイドラインを
策定し、市町村等の環境づくりを進めます。

	24	 府立青少年海洋センターなど青少年健全育成施設を活用し、自然体験活動をはじめ地域や海外との交流を通じ
た多様な世代や価値観に触れる機会を創出します。	 	 	 	 	 	

	25	 貧困の連鎖を防止するため、学校をプラットフォームとして子どもの成長に応じた支援を推進するとともに、
「きょうとこどもの城」についてその開設や運営を支援し拡充を進めます。

	26	 児童虐待の未然防止のため、市町村の子育て包括支援センターを中心とした教育機関、医療機関等との連携体
制の構築を支援するとともに、児童相談所の児童福祉司の増員や市町村職員の受入れ、警察との情報共有等を
進めます。併せて、「１８９（イチハヤク：児童相談所全国共通ダイヤル）」の普及啓発などに努め、児童虐待
の早期発見、早期対応を進めます。

	27	 児童相談所において困難なケースへの対応や家庭裁判所との調整を適切に行うため、常時弁護士の助言・指導
を受けられる仕組みを構築し、法的対応力を強化します。

	28	 子どもの最善の利益が実現できるよう児童養護施設の専門機能を充実する取組を支援するとともに里親制度の
普及に努めます。
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20年後に実現したい姿
【「包み込まれているという感覚」が実感できる教育】
●	すべての子どもが「未来を展望し」、「人や社会とつながり」、「挑戦し続ける」意欲を高めることができるよう、
周囲から「包み込まれているという感覚」を実感でき、安心して受けたい教育を受けられる環境が実現しています。

【人権を基盤として次代の京都を支える人材が育成される教育】
●	人を思いやり、人権を基盤として共に助け合い、高い志とグローバルな視野を持ち、次代の京都を支える人材が
育成されています。

【超スマート社会において新たな価値が創造できる教育】
●	超スマート社会が到来し、ＩｏＴで人とモノがつながり様々な知識や情報が共有される未来社会において、情報
活用能力を基盤として、多様な他者と協働しながら新たな価値を創造する能力をはぐくむ教育が実現しています。

【京都の文化力を生かした教育】
●	地域のつながりや伝統・芸術など京都の文化力を生かした豊かな
感性をはぐくむ教育が実現しています。

② 夢を実現する教育

20年後に実現したい姿

▼「包み込まれているという感覚」が実感できる教育

▼人権を基盤として次代の京都を支える人材が
　育成される教育

▼超スマート社会において新たな価値が創造できる教育

▼京都の文化力を生かした教育

認知されたいじめの年度内解消率

英検準２級相当を取得している府立
高校生の割合

目標数値
（2023年度）

目標数値
（2023年度）

基準値
（2017年度）

基準値
（2018年度）

47.5 %

82.7 %

35.1 %

主な数値目標

増加させる

４年間の
対応方向・具体方策

〜　  の方策	1 	38

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で取り組む
　きょうとチャレンジの重点・新規方策を再
掲しています。

1
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現状分析・課題 

４年間の対応方向・具体方策 
新時代の到来を見据えた新しい学びを創造します。

伝統文化学習など京都ならではの教育を進め、豊かな人間性と
健やかな身体をはぐくみます。

 ・	「子どものための京都式少人数教育」や小・中学校、高等学校での振り返り学習などの取組により、全国学力・学
習状況調査の結果は全国と比較して高い水準にあります。

 ・	新学習指導要領に基づき導入される小学校での外国語教育やＩＣＴを活用した授業などの円滑な実施に向け、教
員の資質能力向上や教育環境の整備が求められています。

 ・	いわゆる過労死ラインの月８０時間以上残業している教員が、全国調査と比較しても相当多くなっています。そ
の主な要因は授業準備や部活動等であり、早急な改善が求められています。

 ・	不登校児童生徒数の出現率は、平成２４（２０１２）年度から６年連続で増加しています。学校におけるいじめ
の認知件数は、嫌な思いをしたなどの些細なトラブルもいじめの芽として積極的に認知する方針の下、全国平均
の３倍の高水準ではありますが、減少傾向にあります。

 ・	丹後や南丹地域では、児童生徒数の大幅な減少により、高校の小規模化が一層進行することが予測されます。
 ・	特別支援学校や特別支援学級に在籍している児童生徒や通級による指導の対象となる児童生徒が増加しています。
 ・	幼稚園から高等学校に至るまで私立学校の割合は全国と比較して高い水準にあります。

	 1	 めまぐるしく変化する未来社会を生き抜く力をはぐくむため、実社会という生きた教材から答えのない問いに
挑む「課題解決型学習」等の機会の充実に向けて、企業や大学等とともに構成する産学連携型学習「京都『結 (ゆ
い )』コンソーシアム（仮称）」により官民一体の教育を進めます。

	 2	 児童生徒が自ら課題を発見し解決する能力の向上をめざした「課題解決型学習」を実施するなど、知識や技能
などの認知能力だけでなく、意欲や粘り強さなどの非認知能力を一体的に育成します。

	 3	 新学習指導要領の全面実施を見据え、小学校に配置する英語教育推進教員の拡充や、「聞く」「読む」「話す」「書
く」の英語４技能教育の強化を進めます。

	 4	 学校のＩＣＴ環境を整備し、プログラミング教育をはじめＩＣＴを活用した学習活動を充実させることにより、
新しい学びの基盤としての情報活用能力の育成を図り、「主体的・対話的で深い学び」や「一人ひとりの能力や
特性に応じた学び」を実現します。

	 5	 「子どものための京都式少人数教育」や、小・中学校、高等学校での振り返り学習を充実させるなど、基礎・基
本を徹底する取組を進めます。

	 6	 府立高校において、「京の文化継承・価値創造推進校」を指定し、地域文化のフィールドワークや着物の着付け
などの体験活動に加え、ユネスコ無形文化遺産に登録された和食について学ぶ授業、留学生との交流における
宇治茶の呈茶、京野菜を使った新しいレシピの提案など、京都の本物の文化を次世代に継承し新たな価値を生
み出す取組を進めます。

	 7	 体験活動や地域活動、読書活動等を通じて、人を思いやり、尊重する心をはぐくみ、豊かな人間性を育成します。	

	 8	 児童生徒や教育を取り巻く状況の変化、多様化・複雑化する社会に対応した人権学習や道徳教育を実施します。	
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	 9	 ボランティア活動や奉仕活動などを通じて社会に貢献する心をはぐくむとともに、社会の一員として果たすべ
き役割と責任を自覚し、積極的に社会参画できる資質や能力を養うなど、より良い社会の構築に向けて行動で
きる人材を育成する主権者教育を進めます。

	10	 楽しく体を動かす習慣を身に付けさせながら、体力・運動能力の向上をめざすとともに、知育・徳育・体育の
基礎となる食育をはじめ、健康的な生活習慣を確立できる取組を進めます。

一人ひとりの能力や個性を伸ばし、新たな時代を豊かに生きる力の
育成に向けた魅力ある学校づくりを進めます。

いじめや不登校への早期対応、家庭や地域との連携協働を進めるなど、
安心・安全で充実した教育の環境を整備します。

	11	 高校生の海外留学への支援や留学生の受入れ、外国人との交流を充実するなど、豊かな語学力やコミュニケー
ション能力、異文化理解の精神等を身に付けてグローバル社会で活躍できる人材を育成します。

	12	 地域創生や地域連携に重点的に取り組む「地域創生推進校」の充実や、職業系専門学科における企業連携の強
化など、高い専門性と応用力を備えた地域のものづくり産業の担い手育成に取り組み、地域社会の発展に貢献
できる人材を育成します。

	13	 井手町に新設する特別支援学校を「地域とともに歩む学校」のモデルとし、共生社会の一役を担うとともに、
向日が丘支援学校について、教育と福祉の総合的な連携による切れ目ない支援の充実をめざし、改築整備を進
めます。

	14	 特別支援学校におけるＩＣＴ環境を整備し、社会的自立や企業就労につながる情報活用能力を育成します。	

	15	 少子化による高校の小規模化が及ぼす生徒への影響や高校が地域で果たすべき役割などを踏まえ、生徒にとっ
て教育環境の向上となるよう、魅力ある学校づくりを進めます。

	16	 新学習指導要領の下で身に付けるべき力を多面的・総合的に評価できる公立高校の入学者選抜を実施するなど、
生徒一人ひとりを大切にした魅力ある教育を進めます。

	17	 児童生徒一人ひとりが自らの進路を主体的に切り拓き、自己実現につなげることができるよう、地域と連携し
て体験的な学習やライフデザインを考える学習を進めるなど、発達の段階に応じたキャリア教育を進めます。

	18	 府立学校施設の長寿命化対策を推進するとともに、地域コミュニティ形成や防災拠点としての役割を踏まえ、
安心・安全で多様な人々の利用に配慮した環境整備を進めます。

	19	 小・中学校、高等学校における通級による指導を充実するため、特別支援教育の専門的な知識を持つ教員を育
成し、障害の特性を踏まえた学習上の配慮を行う多様な学びの場を整備します。

	20	 障害のある児童生徒だけではなく、特別な支援を必要とする児童生徒に対して、より理解しやすい授業の工夫
など、授業のユニバーサルデザイン化を進めます。

	21	 特別支援学校において、自立と社会参加へつなぐため、就職を希望する生徒の増加と希望進路の実現をめざし、
キャリア教育の充実と関係機関と連携した就労支援を進めます。

	22	 障害のある人もない人も共に楽しめるアダプテッドスポーツ等を通じ、高校生と特別支援学校の生徒との交流
活動を実施するなど、「心のバリアフリー」授業を展開します。

	23	 不登校児童生徒の学校復帰や社会的自立を支援する市町村の教育支援センター等を支援の拠点と位置付け、ス
クールカウンセラー等の専門家を配置するなど、機能を強化します。

	24	 教員や保育士のＯＢである家庭教育アドバイザーが、「子育て世代包括支援センター」等と連携し、家庭教育に
悩みや不安を抱える家庭を訪問するなど、幼児期から就学後まで、地域の力を活用した切れ目ない支援を行い
ます。
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	25	 幼児教育アドバイザーを配置し、幼児教育の質の向上を図り、幼稚園等から小学校への円滑な接続を実現する
とともに、府内の幼児教育の拠点となる幼児教育センターの設置を進めます。

	26	 全ての教職員がいじめの問題や小学校から中学校への進学など環境の変化に対して、その態様に応じた適切な
対処ができるよう、研修を充実させます。

	27	 ＳＮＳを活用した相談体制の調査研究を進めるとともに、２４時間対応の電話相談や「ネットいじめ通報サイト」
など、民間企業と連携したインターネット監視等を実施します。

	28	 不登校児童生徒の状況に応じた支援計画を策定するなど、一人ひとりの状況に応じたきめ細かな支援を充実さ
せます。

	29	 教員志望の大学生等の「学生ボランティア」や、地域住民の協力により学習支援を行う「地域未来塾」を府内
各地で実施し、全ての子どもが将来に夢や希望を持って成長していけるよう支援します。

	30	 高校生の通学費補助制度や「あんしん修学支援制度」など、高校生等に対する就・修学支援制度により、安心
して勉学に励むことができる環境をつくります。

	31	 学習補助や登下校安全指導、地域の祭りや農林水産業の体験などの郷土学習、異学年交流など、地域住民の協
力を得て子どもたちの学びや成長を支えるとともに、地域と学校が連携・協働した活動を通じて、地域の活性
化を図る取組を進めます。

	32	 学校の運営に地域住民の意見を反映させる「コミュニティ・スクール」の導入を全ての校種で促進し、「地域と
ともにある学校づくり」を進めます。

教職員の働き方改革を進めるとともに、教員の資質能力を向上させます。
	33	 教職員の働き方に関する意識改革を進めるとともに、「部活動指導員」や「スクール・サポート・スタッフ」等

外部人材の活用、学校や教員が担う役割の見直し・業務の明確化などにより、教員が授業や授業準備などに集
中できる環境を構築し、教育の質を高めます。

	34	 Ｗｅｂによる研修動画を活用した講座を開設し、勤務校での受講や育児休業中の教員等が自宅で受講できる動
画配信システムを充実させます。

	35	 民間企業・大学への長期研修やグローバルな視点を持つスペシャリストを育成するための海外派遣研修を実施
するとともに、自己啓発のための休暇取得を促進するなど、教員の資質能力を向上させます。

	36	 多様な課題を抱える児童生徒にきめ細かな指導ができるよう、スクールカウンセラーやソーシャルワークの視
点で支援を行うまなび・生活アドバイザーなど、教員以外の専門スタッフの配置拡充を進めます。

	37	 様々な教育改革や複雑化・多様化する教育課題に対応するために策定した「教員の資質能力向上プラン」に基
づき、教員が授業や研修でＩＣＴを活用できるよう環境を整備するなど、効果的・効率的に教員の資質能力向
上を図る取組を進めます。

	38	 私立学校と公立学校、南部地域校と北部地域校での教員の交流研修などを通じ、広い視野を持つ教員を育成し
ます。
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20年後に実現したい姿
【全ての地域で質の高い医療体制が確保】
●	府内のどの地域でも質の高い水準の医療を安心して受けることができる体制が確保されています。

【健康づくりへの意識が高まり健やかな生活が送れる社会】
●	府民一人ひとりの健康意識が向上し、自ら健康づくりや介護予防に取り組むことで健康で心豊かな生活を送れる
社会が実現しています。

【高齢になっても、能力を発揮でき住み慣れた地域で安心して暮らせる社会】
●	高齢になっても、経験や能力に応じて社会的な役割を担うことができる仕組みがあり、住み慣れた地域で安心し
て暮らすことができる社会が実現しています。

③ 安心できる健康・医療と人生100年時代

20年後に実現したい姿

▼全ての地域で質の高い医療体制が確保

▼健康づくりへの意識が高まり健やかな生活が送れる社会

▼高齢になっても、能力を発揮でき住み慣れた地域で
　安心して暮らせる社会

趣味や地域貢献活動など、やりがいや生
きがいを感じるものがある高齢者の割合

健康寿命

目標数値
（2023年度）

目標数値
（2023年度）

基準値
（2019年度）

基準値
（2013年度）

80.0 %

71.21 歳

74.11 歳

72.6 %

男性70.21 歳
女性73.11 歳

主な数値目標

女性

男性

４年間の対応方向・具体方策
〜　  の方策	1 	34

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で取り組むきょうとチャレ
ンジの重点・新規方策を再掲しています。

1
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現状分析・課題 

４年間の対応方向・具体方策 
府民全員が自らの健康は自ら守るとの意識を持ち、疾病の早期発見・治療に
つながるよう健康診断やがん検診を受診し、生活習慣の改善や健康づくりを
進め健康寿命を延伸します。

 ・	府民の平均寿命は、男女ともに全国平均を上回っているものの、いわゆる健康寿命の平均は、男女ともに全国平
均を下回っています。

 ・	人口１０万人当たりの医師数は、京都府全体では全国平均を大きく上回るものの、二次医療圏ごとに見ると偏在
があります。現在の二次医療圏を基本としながら、疾病によっては医療圏を越えた病院連携を行うなど、より柔
軟で適切な医療体制のあり方についての検討が必要です。

 ・	がん（全部位）の罹患数は年間約１９，５００人で、２０年後には約４，０００人増加すると推計されており対策
が必要です。

 ・	高齢者を対象とした意識調査において、「個人又は友人と、あるいはグループで自主的に行われている活動に参加
したい」と答えた人は約７割であり、高齢者の社会参加・活躍の場が求められています。

	 1	 「地域別健康課題克服プロジェクト」を創設し、３大生活習慣病である、がん・心疾患・脳血管疾患等を減少さ
せるため、健診データやレセプトデータ等のビッグデータなどから地域の健康課題や個人の健康阻害要因を明
らかにし、健康づくりから安心できる医療提供体制の構築まで、市町村等と共に対策を講じます。

	 2	 職場の健康づくりが企業価値を高め、人材定着につながるという好循環を生み出す「健康経営応援隊（仮称）」
を創設し、企業や健康サポート薬局等と連携した健康づくりを進めます。

	 3	 健康無関心層に対して、ＩｏＴ等を活用した食や運動の環境を整備し、健康づくりを支援します。	

	 4	 中学校、高等学校において、がんを含む健康教育を実施します。また、企業において健康づくりや健診の受診
奨励を行う「健康づくり（がん予防）推進員制度」を創設するとともに、労働局等とも連携し、仕事とがん治
療の両立を支援します。

	 5	 介護予防・日常生活支援の担い手となるＮＰＯやボランティア団体等の育成やスキルアップに取り組み、要支
援１、２の方など支援を必要とする高齢者一人ひとりが介護予防・生活支援ニーズに応じたサービスを受ける
ことができるよう、市町村を支援します。

	 6	 加齢に伴う筋力の衰えや活動の低下（フレイル）を予防するため、体操等の身体機能改善と栄養管理、口腔ケ
アを複合的に実施する「京都式介護予防総合プログラム」を含めた住民主体の介護予防の取組を推進し、高齢
者が自立した日常生活を送れる地域づくりを進めます。

	 7	 成人層の歯周病予防やオーラルフレイル（口腔機能の衰え）予防などの取組により、８０歳になっても自分の
歯を２０本以上保つ８０２０運動を強化します。

	 8	 薬物依存症につながる麻薬や大麻、向精神薬等の薬物乱用の防止について、府民、特に青少年が、より身近な
問題として感じられるよう医療施設見学会の開催やＳＮＳを活用した効果的な啓発を推進することで、健康被
害の拡大を防止します。

	 9	 改正健康増進法の趣旨を踏まえ、京都府受動喫煙防止憲章に基づき、受動喫煙ゼロや健康への影響が大きい子
どもや患者に特に配慮するなど府全体で取組を進めるとともに、禁煙治療を行う医療機関の増加など、禁煙し
やすい環境を充実させます。
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在宅医療から高度医療まで高い水準の医療体制を府内全域で整えます。
	10	 小児・産科や脳血管外科などの診療科の偏在について、医師確保対策の充実・強化や病院機能を明確化した新

たな医療体制ネットワークの構築を進めます。

	11	 道路交通網の整備による移動時間の短縮や遠隔医療等の発展を踏まえ、周産期医療や循環器系などの高度医療
に対応した柔軟性のある医療圏の構築を進めます。

	12	 保健所単位で設置している地域医療構想調整会議において地域の課題を明確化し、地域で必要な病床機能の確
保や在宅医療の提供体制を構築します。

	13	 入院患者のＱＯＬ（生活の質）を向上するため、府立医科大学附属病院において病棟の整備プランを策定し、
療養環境を整備します。

	14	 府立洛南病院の病棟再整備を進め、精神科救急の拠点機能を強化するほか、児童・思春期の心の診療、増加す
るうつ病やアルコール・薬物依存症など、多様化する精神科医療ニーズに対応します。

	15	 産学公連携により安心・安全な医薬品や医療機器等の開発支援等を行う「薬事支援センター（仮称）」を設け、
京都発の新たな支援体制を構築します。

	16	 二次医療圏に地域がん診療連携拠点病院等を整備し、地域の医療機関との連携体制の強化や人材育成・診療機
器整備を支援するとともに、がん総合相談支援センターの北部地域への巡回相談を強化して、府内のがん診療・
相談の均てん化を進めます。

	17	 府立医科大学附属病院をがんゲノム医療の拠点とする遺伝子解析に基づく治療や、永守記念最先端がん治療研
究センターを活用した陽子線治療等を提供するとともに、ＢＮＣＴ（中性子捕捉療法）研究施設の民間協働整
備を進めます。

	18	 府立医科大学附属北部医療センターに、がんの診断から治療までを一体的に行う「がん診療棟」を整備し、府
北部地域における高度がん医療体制を構築します。

	19	 小児がんの子どもについて、小児がん拠点病院と地域の医療機関や訪問看護ステーション等が連携し、晩期合
併症（治療終了後数年を経過して健康上の問題が生じること）への対応をはじめとする長期的なフォローアッ
プ体制を充実させます。

	20	 がんと診断されたときから適切な緩和ケアが提供できるよう、医師・看護師等に対する研修を実施するとともに、
患者や家族が安心して過ごすことができるよう、地域医療の連携を強化します。

	21	 小児救急電話相談（＃８０００）による子どもの病気に対する保護者の不安等の解消に加え、高齢者に対応す
る救急受診前相談など、医療相談を充実させます。

	22	 観光客や外国人がどこで体調を崩しても、安心して受診できる仕組みを関係機関と連携し構築します。	

	23	 府民や観光客、医療機関に対する迅速かつ的確な感染症情報の発信、適切な医療の提供など、グローバル化の
進展に伴う感染症への対応力を強化します。	

	24	 保健環境研究所について、京都市衛生環境研究所との庁舎合築を機に、感染症等健康危機事案に対する相互応
援体制を構築するとともに、開かれた研究所構想の下、健康危機への対応力を強化します。

	25	 難病患者が安心して療養生活が送れるよう、社会参加や就労、難病相談・支援センターの北部地域への巡回相
談など様々な支援を充実させるとともに、難病診療連携拠点病院の指定などの新たな難病医療提供体制を構築
し、難病相談・医療の均てん化を進めます。また、アレルギー疾患についても、医療提供体制や相談体制の整
備を進めます。

	26	 人工呼吸器を装着しながら在宅で療養する難病患者を支える支援者に対する技術研修やレスパイト対応病院の
増加を促進し、地域における重症難病患者の受入れの円滑化を進めます。
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府民の健康を守る医療の充実のため医療人材の育成・確保を進めます。
	27	 新専門医制度を踏まえ、医師確保困難地域での研修や定着に対するインセンティブ制度を充実させるとともに、

自治医科大学卒業医師や府立医科大学地域枠卒業医師の配置などにより医師偏在の解消を進めます。

	28	 ＡＩ・ＩＣＴを活用し、医師をはじめとする医療従事者の勤務環境改善に向けた取組を進め、ワーク・ライフ・
バランスを実現します。

	29	 短時間勤務や子育てサポート体制を充実し女性医師の離職を防ぐとともに、離職後の再就職を促進し女性医師
の確保につなげます。

	30	 看護師の確保・定着対策について、北部における新人の育成や現任者の生涯教育の拠点として府立看護学校の
整備及び教育体制を強化するとともに、高度な看護技能の取得のため、北部医療センターに府立医科大学看護
実践キャリア開発センターの北部拠点を設置しキャリア教育を進めます。

	31	 府立医科大学と連携し、リハビリテーションに対する専門性を高め、専門医等の養成・確保を進めます。

人生 100年時代を見据え、高齢者の社会参加を促進します。
	32	「生涯現役クリエイティブセンター（仮称）」を設立し、高齢者が年齢にかかわりなく、その技術や能力を農業

や商工業・福祉などの様々な分野で発揮できるよう、仕事や生活・健康増進に係る情報提供から相談・マッチ
ング、産業界や大学等と連携した研修・活躍の場づくりまでトータルにコーディネートします。

	33	 高齢者が住み慣れた地域において身近な事柄を楽しく学べる機会を創出するため、「京都ＳＫＹシニア大学」の
「北部サテライト」の設置など府域へ展開します。

	34	 高齢者の全国スポーツ大会である「ねんりんピック」の府内予選会の状況等をＳＮＳ等を活用して広く府民に
広報し、高齢者スポーツの裾野を拡大します。

薬物乱用防止啓発

高校生と地域の健康づくりに取り組む「清明ねんりんサロン」
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20年後に実現したい姿
【最適な介護が受けられる仕組みが全ての地域で構築】
●	介護が必要となっても地域で暮らし続けられるよう、互助・共助・公助により施設（住宅）・在宅の様々な選択肢
から最適な支援を受けられる仕組みが、全ての地域で構築されています。　

【認知症になっても地域で安心して暮らせる社会】
●	誰もが認知症を正しく理解し、地域でのサポートや適時・適切な医療・介護サービスが提供されることにより、
認知症になっても本人の意思が尊重され、住み慣れた地域で安心して暮らせる社会が実現しています。

【互いに支え合い誰もが生きがいをもって暮らせる社会】
●	誰もが地域社会の一員として互いに支え合い、それぞれの能力に応じた役割を担い、社会的・経済的な課題があっ
ても、生きがいをもって安定した生活を営むことができる社会が実現しています。

【ひとり親家庭が安心して暮らせる社会】	
●	ひとり親の家庭において、働きながら子育てできる
環境が整い、地域で安心して暮らせる社会が実現し
ています。

④ 安心できる介護・福祉の実現

20年後に実現したい姿

▼最適な介護が受けられる仕組みが全ての地域で構築

▼認知症になっても地域で安心して暮らせる社会

▼互いに支え合い誰もが生きがいをもって暮らせる社会

▼ひとり親家庭が安心して暮らせる社会

介護人材の確保（累計）

介護老人福祉施設・老人保健施設の
入所定員総数

目標数値
（2018〜
  2020 年度）

目標数値
（2020年度）

基準値
（2018年度）

基準値
（2018年度）

7,500 人

21,300人（床）

2,485人

20,386人（床）

主な数値目標

４年間の対応方向・具体方策
〜　  の方策	 1 	28
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現状分析・課題 
 ・	令和２２（２０４０）年の７５歳以上の高齢者は約４６万人と、総人口（約２２４万人）の２割を超え、要介護
認定者や認知症高齢者も増加すると見込まれています。また、高齢者単身世帯は約２０万世帯と、高齢者世帯の
４割を超える見込みです。

 ・	高齢者の健康に関する意識調査（内閣府）によると、半数以上の方が自宅で最期を迎えたいという結果ですが、
実際は７割以上の方が医療機関で最期を迎えています。

 ・	介護に携わる福祉人材は、現在、約４３，０００人ですが、今後の高齢者の増加や地域包括ケアの充実に向けて、
令和２２（２０４０）年度までに約６１，０００人の確保が必要と見込まれています。

 ・	高齢化の進展等により、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などのリハビリテーション専門職に従事する者の
確保・育成や関係機関等の連携が必要です。

 ・	近年の生活保護者数は微減となっていますが、高齢の生活保護受給世帯数は年々増加しています。経済的な困窮
状態に陥らないよう、青壮年期から適切かつ効果的な支援につなげていくことが求められています。

 ・	ひとり親家庭の世帯数は増加傾向ですが、平成２８（２０１６）年度に実施の全国ひとり親世帯等調査による
と、母子世帯の世帯平均収入は約３４８万円で、父子世帯は約５７３万円となっており、前回調査（平成２３
（２０１１）年度実施）に比べるといずれも増加しているものの、同調査による一般世帯（子育て世帯）の平均所
得を１００とすると母子世帯は４９．２、父子世帯は８１．０となっています。

 ・	平成２９（２０１７）年度に実施したひきこもり実態調査では、ひきこもり者数のうち約２８％が１０年以上の
ひきこもり期間があり、約３３％が４０歳以上です。ひきこもり者が地域で安心して暮らし、社会参加していけ
るよう、支援が必要です。

 ・	自殺者数は近年減少傾向にあり、平成３０（２０１８）年の自殺者数は過去２０年で最も少なく、自殺者数が最
も多かった平成１２（２０００）年の半数まで減少しています。しかし、４０～５０歳代の自殺者数は依然多く、
また、２０歳未満の若者も横ばいで推移しており、今後も自殺防止の対策が必要です。

 ・	アルコール依存症患者は２．２万人（平成２５（２０１３）年厚生労働科学研究からの推計値）、薬物依存症患者
は４４０人（平成２９（２０１７）年厚生労働省全国患者調査からの推計値）と見込まれています。

４年間の対応方向・具体方策 
高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、
医療・介護・福祉の連携による地域包括ケア体制を強化します。
	 1	 介護老人福祉施設・老人保健施設の整備を進めるとともに、サービス付き高齢者向け住宅や認知症グループホー

ムの整備、小規模多機能型居宅介護や２４時間対応の在宅サービスの充実など、施設・在宅サービスを車の両
輪として整備します。

	 2	 医療・介護ロボット等先進的なリハビリテーションを提供するためロボット・リハビリの拠点を設置するとと
もに、企業や機器導入病院・施設等と連携してロボット、ＩＣＴ等を活用したリハビリテーションの普及・啓
発を進めます。

	 3	 認知症初期集中支援チームの全市町村での展開を図り、地域での認知症カフェなどの居場所づくりや寄り添い
支援の充実、切れ目のない医療・介護の仕組みづくり、認知症ケアセンターの整備など認知症総合対策を進め
ます。

	 4	 金融機関、スーパー・コンビニ等高齢者や認知症の人に身近なサービスを提供する企業等を結集し、「“認知症
にやさしい”異業種連携共同宣言（仮称）」を発するなど、認知症になっても安心してサービスを利用できるま
ちづくりを進めます。

	 5	 要介護高齢者の長期療養の場となっている療養病床については、生活施設としての機能を兼ね備えた介護医療
院への転換を支援します。
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	 6	 入退院時における医療・介護連携を強化するため、入退院支援に係る病院の医療ソーシャルワーカー、ケアマ
ネジャーなどが活用する入退院情報共有ルール等の作成・普及により、在宅療養へのスムーズな移行を支援し
ます。

	 7	 高齢者が安心して在宅療養を続けることができるよう、体調不良時に登録した病院で早めの診断・治療が受け
られる「在宅療養あんしん病院登録システム」の利用を拡大します。

	 8	 訪問診療等地域の在宅療養医療を支える在宅療養支援病院・診療所、かかりつけ医、訪問看護師、かかりつけ
薬局薬剤師とケアマネジャーなど、多職種が連携し在宅医療を充実・強化します。

	 9	 在宅や施設における看取りを支える専門人材の養成等、状態や状況に応じて療養場所や医療・介護が柔軟に選
択できる体制づくりを進めます。

	10	 人生の最終段階における医療・ケアについて、自分自身で前もって考え、家族や医療・ケアチームと繰り返し
話し合い共有する取組（アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ））について普及・啓発を進めます。

	11	 総合リハビリテーションの体制整備に向け、地域リハビリテーション支援センターや市町村と協働して、医療・
介護・福祉等の連携体制を強化するとともに、病院から在宅までリハビリテーション提供体制の更なる充実や
北部リハビリテーション支援センターの体制を強化します。	

	12	 在宅におけるリハビリテーションの拡充に向け、高齢者や難病患者等が在宅で安心して生活できるよう多職種
に対応した研修等の充実、地域ケア会議や介護予防事業等へのリハ専門職の参画、訪問リハビリテーション事
業所の整備等を促進します。		

	13	 大規模な府営住宅の建替え等に当たっては、地域の社会福祉施設の立地状況や高齢化の状況を踏まえ、市町村
等と連携して社会福祉施設の併設等、地域需要に応じた施設の整備を進めます。	

地域の実情に応じた自立支援・重度化防止に積極的に取り組めるよう
市町村を支援します。
	14	 介護給付・要介護認定データ等を専門的な観点から分析・検証し、その結果を市町村に提供するとともに、デー

タ分析に係る研修会や助言を行うことにより、地域の課題に対応した自立支援・重度化防止に資する介護保険
サービスが提供できるよう支援します。

	15	 保健所の地域包括ケア推進ネットや共助型生活支援推進隊などが中心となって、専門職のスキルアップや基幹
型の地域包括支援センターへの支援など、市町村における地域包括ケアシステムの構築等を伴走支援します。

介護・福祉人材の確保、育成、定着支援の取組を展開します。
	16	「きょうと福祉人材育成認証制度」を推進し、若者等に対する働きがいのある職場づくり、人材育成や定着支援

に取り組む上位の認証の事業所の増加を進めます。

	17	 北部地域において、介護福祉人材養成校、実習センター等からなる福祉人材養成システムを活用し、福祉を学
ぶ環境を整えることで大学の北部実習誘致を進めます。併せて、フィールドワークを通して北部の人材確保・
定着を更に進めます。

	18	「きょうと介護・福祉ジョブネット」が行う介護・福祉職の魅力発信・社会的評価の向上や職場環境の改善など
の活動を支援し、将来を担う人材の確保・育成及び潜在的有資格者の現場復帰等につなげます。

	19	 外国人の介護分野への受入れについて、就労・研修に必要な日本語や介護に必要な専門知識・技術等の習得を
支援します。

	20	 介護リフトやロボットスーツ、ＩＣＴ化など介護者の負担を軽減する介護支援機器等の普及により、働きやす
い職場環境づくりを支援します。

	21	 修学資金の貸与やリハ就業フェア等の実施により、リハビリテーション専門職（理学療法士、作業療法士、言
語聴覚士）を確保・育成します。
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生活困窮者や依存症患者、ひとり親家庭、ひきこもり者など、課題を抱えて
も地域で安定した生活を営めるよう、きめ細かな支援体制をつくります。
	22	 生活困窮者の自立を促進するため、人材確保が課題となっている中小企業、福祉や農業等の事業者と連携し、

多様な就労訓練の機会の提供等一人ひとりの状況に応じた支援の仕組みを構築します。

	23	 アルコールや薬物などの依存症患者が地域で適切な医療を受けられるよう、依存症専門医療機関の選定を促進
するとともに、精神保健福祉総合センターを核に、地域におけるＮＰＯや自助グループとネットワークを構築
し、患者や家族の実態を把握するとともに、ニーズに対応した相談、社会的自立を支援します。

	24	 ひとり親家庭が安定した生活を送れるよう、子育てと仕事の両立支援や親の就労に係る相談、講習会の実施、
親と子どもが気軽に交流できる子どもの居場所の提供など、生活や学習を支援します。

	25	 脱ひきこもり支援センターの早期支援特別班を各教育局単位に配置し、学校等と連携した支援体制を構築する
ことで、不登校をきっかけとするひきこもりの未然防止や長期化を予防するための取組を進めます。

	26	 ひきこもりの方に対する身近な相談支援体制を構築するとともに、チーム絆を中心に市町村・民間の支援団体
などの関係機関との地域支援ネットワークづくりを進め、ひきこもり問題を相談できずにいる家族や本人の相
談意欲・行動意欲を喚起します。	

	27	 ＳＮＳを活用した自殺相談窓口の設置や、学校と連携した自殺予防教育・出前授業など、若者向けの対策を進
めます。

	28	「京都いのちの日（３月１日）」や大学と連携した参加型の「いのちのリレー講座」などにおいて、いのちの大
切さをメッセージとして発信し、自殺予防府民運動を展開するとともに、身近な地域の相談・支援体制を強化
します。
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20年後に実現したい姿

現状分析・課題 

【人権が尊重され誰もが自分らしく生きることのできる社会】
●	一人ひとりの尊厳と人権が尊重され、人権侵害がない、誰もが自
分らしく生き、参画することができる社会が実現しています。　

【ユニバーサルデザインが当たり前の社会】
●	ユニバーサルデザインのまちづくりが進み、誰もが安心・安全で、
生き生きと快適に暮らすことができる社会が実現しています。

 ・	部落差別や女性、子ども、高齢者、障害のある人、外国人等に対する差別など、様々な人権問題が依然として存
在しており、また、時代の変化に伴い、インターネット上の人権侵害など、人権に関わる新たな課題が顕在化し
てきています。

 ・	人権教育・啓発推進法をはじめ、部落差別解消法、ヘイトスピーチ解消法、障害者差別解消法など、いわゆる人
権三法（※）を踏まえ、教育現場・地域・職場等での相談体制を整備・充実するとともに、府民の人権啓発・研
修等への参加機会の拡大に取り組んでいます。

	 ※人権三法：平成２８（２０１６）年度に施行された人権に関する３つの法律を指す。
「部落差別の解消の推進に関する法律」（平成２８（２０１６）年１２月施行）	
「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」（平成２８（２０１６）年６月施行）	
「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成２８（２０１６）年４月施行）

⑤ 人権が尊重される社会

20年後に実現したい姿

▼人権が尊重され誰もが自分らしく生きることの
　できる社会

▼ユニバーサルデザインが当たり前の社会

ユニバーサルデザインを知っている人の割合

日々の生活の中で、身体の状況、性別、その
他について、差別、虐待、誹謗中傷などによ
る不快な思いをしたことのない人の割合

目標数値
（2023年度）

目標数値
（2023年度）

基準値
（2019年度）

基準値
（2019年度）

70.0 %

90.0 %

59.5 %

81.3 %

主な数値目標

４年間の対応方向・具体方策
〜　  の方策	 1 	12
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４年間の対応方向・具体方策 
府民が人権について学び、交流できる機会を拡充するとともに、
相談体制を充実します。
	 1	 部落差別やヘイトスピーチ、障害者差別、ＬＧＢＴ等性的少数者の問題など個別の人権課題に対して、憲法週

間（５月）、人権強調月間（８月）、人権週間（１２月）での街頭啓発、新聞、ラジオ、テレビ等メディアやスマー
トフォンを活用した各種啓発、京都ヒューマンフェスタや人権フォーラムの開催、市町村の実施する啓発事業
への支援などにより、効果的な啓発を進めます。

	 2	 人権侵害の解決へ向けて、法務局・人権擁護委員が行う人権相談と京都府が行う人権問題法律相談等との連携
により、相談者が最適な相談先を選択できる仕組みをつくるなど、相談・救済に係る関係機関の連携・協力関
係を強化します。

	 3	 性を男女２つの性別で画一的に捉えず、性的指向・性自認など性の多様性に対する府民の理解を深めるための
啓発を推進するとともに、相談体制の確保等に取り組みます。

	 4	 人権問題を身近に感じられるよう、学校、企業・職場、地域、家庭等あらゆる場を通じ、親しみやすいテーマ
の設定やアクティブラーニングの実施、人権啓発イメージソング等を活用したきっかけづくり、「人権情報ポー
タルサイト」を活用した若者向け学習機会の提供等地域の実情や様々な場面に応じた取組を進め、人権教育・
啓発に触れる機会の少ない人に対しても多様な教育・啓発を進めます。

	 5	 隣保館において、地元ＮＰＯ等との連携やＳＮＳの活用などによる、一層利用しやすい相談体制等の整備など、
身近な人権施策の拠点としての機能の充実を支援します。

	 6	 インターネット上の人権侵害と考えられる書き込みに対し、大学との連携による、自動検出システム及び目視
チェックによるモニタリングの実施や、市町村と連携した法務局等への削除要請体制を強化します。

	 7	 公益財団法人世界人権問題研究センターの調査・研究活動を支援し、研究成果を広く内外に発信・還元するこ
とにより、人権問題の解決につなげます。

	 8	 教職員・社会教育関係職員、医療関係者、保健福祉関係者、消防職員、警察職員、公務員、メディア関係者等
人権に特に関係する職業従事者が人権に配慮して業務を遂行できるよう、様々な研修を通じて人権教育・啓発
を重点的に進めます。

 ・	既存の建築物は、いわゆるバリアフリー法（※）や福祉のまちづくり条例の整備基準への適合が困難な場合が多
いですが、通路の拡幅や段差解消なども含め、子ども、高齢者、障害のある人をはじめ、誰もが健やかに暮らし、
スムーズに移動できるユニバーサルデザイン社会の実現に向けた取組が必要です。

	 ※「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平成１８（２００６）年１２月施行）

ユニバーサルデザインによるまちづくりを進めます。
	 9	 子どもや高齢者、障害のある人、外国人等全ての人に配慮したユニバーサルデザイン施設・設備などの情報発

信に取り組みます。また、利用者の意見を取り入れ改善を続けていく参加型のデザインの実施やユニバーサル
デザイン化などにより、誰もが安心して暮らせるまちづくりを進めます。

	10	 福祉のまちづくり条例に適合させることが困難な施設に対しては、いわゆるバリアフリー法等に基づく施設計
画に係る協議を行い、ハードとソフトを組み合わせた適正な施設整備を促進し、福祉のまちづくりを進めます。

	11	 誰もが安心・安全に利用できる道づくりをめざし、バリアフリー法に基づく歩道の新設、拡幅、段差解消及び
視覚障害者誘導ブロックの設置を進めます。

	12	 府営住宅のエレベーターの設置やバリアフリー化、浴室等の改善を進め、誰もが安心して暮らせる住宅整備を
進めます。
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20年後に実現したい姿

現状分析・課題 

【性別にかかわりなく誰もが社会参画できる社会】
●	男性も女性も誰もが、性別にかかわ
りなく自らの意思によって社会のあ
らゆる分野の活動に対等に参画し、
ともに責任を担うことができる社会
が実現しています。

 ・	京都府の自治会長に占める女性の割合は３．１％と、全国平均（５．７％）を下回っており、主体的な役割・責任
ある役割への女性の参画の拡大が必要です。

 ・	就職を希望する女性のうち無業者の割合（１２．６％）は、全国平均（１１．８％）をやや上回っており、将来の
労働力減少が懸念される中、自らが希望する働き方が選択でき能力を発揮できる職場環境づくりが必要です。

 ・	女性活躍推進法に基づき一般事業主行動計画策定が努力義務とされている約８６，０００社のうち、策定済み社数
は１５６社に止まっており、計画策定の促進が必要です。（令和元（２０１９）年６月末時点）

⑥ 男性も女性も誰もが活躍できる社会

20年後に実現したい姿

▼性別にかかわりなく誰もが社会参画できる社会

ワーク・ライフ・バランス認証企業数
（累計）

仕事をはじめ社会的な生活を営む上で、
自分の持っている才能や知識、技量など
が十分に発揮できていると思う人の割合

目標数値
（2023年度）

目標数値
（2023年度）

基準値
（2018年度）

基準値
（2019年度）

650 社

70.0 %

407 社

52.2 %

主な数値目標

第 7回京都女性起業家賞（アントレプレナー賞）授賞式

４年間の対応方向・具体方策
〜　  の方策	1 	11

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で取り組むきょうとチャレ
ンジの重点・新規方策を再掲しています。

1
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４年間の対応方向・具体方策 
男女が希望に応じた生き方・働き方を選択できるよう支援します。
	1	 「女性活躍応援塾（仮称）」を開設し、地域で活動する団体・個人の発掘・育成を行うほか、活動情報を一元化

して発信し、地域で活躍する女性を総合的に支援します。

	 2	 女性のＭ字カーブを解消するため、「在宅ワーク」「共同サテライトオフィス勤務」などを段階的に進め、企業
への就職につなげる新しいビジネスモデルとして、「ホップ・ステップ・ジャンプ型就業プロジェクト」を創設し、
子育て期からの仕事復帰を支援します。

	 3	 未来の女性研究者・技術者やそれらをめざす学生の育成・裾野拡大のため、大学との協働により、女子中高生
の理系進路選択を応援する交流イベントや進路相談を、中高生、その教諭及び保護者を対象に実施します。

	 4	 男性の家事・育児への参画を進めるため、企業における男性の育児休業の取得率向上に向けた意識改革など、
働きやすい職場環境づくりを進めます。

	 5	 経済団体を中心に京都府・京都市・京都労働局等の２２団体で構成する「輝く女性応援京都会議」の事務局で
ある「京都ウィメンズベース」を核として、女性の活躍を進めます。

	 6	 中小企業人材確保・多様な働き方推進センターが持つ各企業の人材ニーズに対応し、京都ジョブパークのマザー
ズジョブカフェにおいて、働きたい女性に対する多様な研修プログラムを実施します。

	 7	 女性活躍推進法に基づく事業主行動計画の策定や「京都モデルワーク・ライフ・バランス企業認証」取得の支
援により、男女がともに働きやすく、働きがいが感じられる職場環境づくりを進めます。	

	 8	 若手社員、管理職予備層、役員候補者層など女性社員のキャリアの各段階に対応し、企業横断型の研修を実施し、
人材育成を通じて女性の登用を進めるとともに希望に応じた働き方を支援します。

	 9	 離職等によりブランクのある働きたい女性のキャリア形成・再就職を支援するため、地域の課題や人材が不足
している分野など、社会のニーズにマッチするリカレント教育科目を設定する大学を支援するなど、女性活躍
を進めます。

	10	 女性の多様な働き方の一つとして、新たなビジネスにチャレンジする女性の起業を推進するため、「中小企業応
援隊」等と連携した「女性アントレプレナーサポートチーム」による起業支援を進めます。

	11	 府庁女性職員の管理職・役付職員への登用を引き続き進めます。

 ・	京都府内における女性正社員の割合を職階別にみると、正社員全体に占める割合が３３．６％であるのに対し、係
長相当職では２３．３％、課長相当職以上では１４．２％と、職階が上がるほど低くなっており、女性の登用が進
んでおらず、企業等における女性活躍を推進する必要があります。

 ・	京都府における夫の家事・育児・介護関連時間は一日平均６０分と、全国平均の８３分を下回っています。一方で、
第２子以降の出生率は夫の家事・育児時間が２時間未満の場合は約３０％ですが４時間以上の場合は約８０％と
なっており、夫の家事・育児時間が長いほど第２子以降の出生割合が高いという全国的な調査結果もあります。
少子化対策の点からも男性の働き方の見直しも必要です。

 ・	京都府の起業家に占める女性の割合は１７．２％と、全国平均の１９．３％を下回っており、起業に必要な専門知
識、経営に関する知識・ノウハウの習得など、女性に対する起業支援が必要です。
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20年後に実現したい姿
【障害のある人もない人も地域の担い手となり、地域で安心して暮らせる共生社会】
●	障害に対する理解が深まり、障害のある人もない人も地域の担い手となる共生社会が実現するとともに、障害の
ある人が地域で安心・安全に暮らす福祉サービスや施設が整っています。　

【希望に沿って働くことができる社会】
●	障害のある人がその特性に応じて能力を発揮できるよう、福祉的就労の充実や一般就労に向けた支援などの環境
が整い、自らの意思と希望に沿って生き生きと働くことができる社会が実現しています。

【文化芸術やスポーツなどの分野で能力を生かして活躍できる社会】
●	文化芸術やスポーツ、その他社会生活全般において、障害のある人もない人も共にその能力を生かして活躍でき
る社会が実現しています。

⑦ 障害者が暮らしやすい社会

20年後に実現したい姿

▼障害のある人もない人も地域の担い手となり、
　地域で安心して暮らせる共生社会

▼希望に沿って働くことができる社会

▼文化芸術やスポーツなどの分野で能力を生かして
　活躍できる社会

文化、芸術活動（府主催、後援等）への
障害のある人の延べ参画者数

農福連携事業所の工賃（賃金）支払総額

目標数値
（2023年度）

目標数値
（2023年度）

基準値
（2018年度）

基準値
（2017年度）

1,100 人

200,000 千円

812 人

114,096 千円

主な数値目標

４年間の対応方向・具体方策
〜　  の方策	 1 	25

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で取り組むきょうとチャレ
ンジの重点・新規方策を再掲しています。

1
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現状分析・課題 
 ・	近年、身体障害者手帳の所持者数はわずかに減少傾向ですが、療育手帳・精神保健福祉手帳所持者数は年々増加
しています。

 ・	福祉施設から地域生活へ移行している者の数は年間２０～３０人です。また、ここ数年の障害者雇用率や民間企
業の雇用障害者数は増加しており、障害者の生活支援や就労支援が重要です。

 ・	「京都とっておきの芸術祭」等の芸術活動には約４，０００人が、「全京都障害者スポーツ大会」等のスポーツ活動
には約８，５００人が毎年参加しており、それぞれの能力に応じて活躍できる機会を設けることが必要です。

 ・	年中児スクリーニング（５歳児健診）等により発達の遅れが疑われる場合に、心身の状態に応じて療育などの専
門的な支援に早期につなぐ必要があります。また、幼稚園や保育園でのきめ細かな対応や、障害のある子どもの
訓練や居場所の提供を行う放課後等デイサービスの利用など、地域での生活のための支援が必要です。

４年間の対応方向・具体方策 
障害児者が地域で安心して生活できるよう、医療・福祉サービス体制を
拡充します。
	 1	 発達障害児に対し、医療・福祉・相談をパッケージで提供できる「発達障害児支援拠点」を北・中・南部に整備し、

南部の「こども発達支援センター」を中核として人材育成研修を行い、市町村や教育機関と連携した支援体制
を構築します。

	 2	 高次脳機能障害者に対し、急性期医療から訓練・社会復帰まで切れ目のない必要な支援を実施するため、「北部
リハビリテーション支援センター」にコーディネーターを配置し、北部・南部における研修の共同開催や情報
共有、家族や支援団体の交流など関係機関によるネットワークを構築します。

	 3	 医療的ケアを必要とする障害児者について、保健・医療・福祉・保育・教育等関連分野が連携し、周産期医療
機関等から在宅に向けた治療・療養まで一貫した支援体制を構築し、家族に対するレスパイト対策の充実など、
福祉サービスを拡充します。

	 4	 医療的ケア児や発達障害児等、特別な支援を必要とする子どもやその保護者に対して、適切な支援が提供でき
る仕組みを構築します。

	 5	 医療的ケアを必要とする障害児への地域での生活支援について、医療・保健・福祉・教育等関係分野が連携し
てワンストップで対応できるよう、地域の相談支援事業所にコーディネーターを養成・配置します。

	 6	 児童発達支援センターについて、各市町村に１箇所以上の設置を促すとともに、発達障害児支援拠点とも連携
し、地域の中核的な療育支援施設として地域の事業所における療育の質が向上するよう支援します。

	 7	 利用ニーズが増大している放課後等デイサービスについて、療育施設からの技術的支援や研修実施、事例集作
成等を通じサービスの質の向上を進めます。

	 8	 重度心身障害児者について、各市町村に対応可能な通所事業所を拡大し、地域における生活が継続されるよう
支援します。

	 9	 障害のある方が安心、安全な地域生活を営むことができるよう、重度化・高齢化に対応するとともに、高齢者・
障害者を相互に受け入れる「共生型サービス」の推進やグループホームなどの施設の防災・減災、老朽化対策
を進めます。
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障害のある人が地域で自立して安心して暮らせるよう、福祉的就労における
工賃の向上、就労準備から企業とのマッチングなど、行政、福祉事業所、
企業、学校、ＮＰＯなどが連携した支援体制を充実します。

障害者が文化芸術・スポーツ分野で活躍できる機会や地域で障害のある人も
ない人も一緒になって活動・交流できる場を創出します。

	10	「京都式農福連携・６次産業化プロジェクト」を創設し、障害者の就農・就労人材を育成するチャレンジ・アグ
リ認証の上級課程を構築するとともに、農福連携製品の６次産業化やブランド化を支援し、京都式農福連携事
業を生かした農業分野での就労を促進します。

	11	 個々の企業ニーズと求職障害者をきめ細やかにマッチングさせた企業での実践型の実習を行い、就業・定着を
進めます。

	12	 精神障害者の就業を促進するため、ＩＣＴ等を活用した在宅起業の支援や就業の場の創出、就業継続の支援の
仕組みを構築します。

	13	 福祉事業所における新商品開発やブランド化へのサポート、共同発注の拡大、ＩＣＴの活用等による高付加価
値化や生産性向上を通じて福祉的就労における工賃向上を促進します。

	14	 府立高等技術専門校において、企業・求職者等のニーズをもとに、身体、知的、発達等の各障害特性や一人ひ
とりの状況に応じた職業訓練を実施し、はあとふるジョブカフェや福祉等関係機関と連携して就労・定着支援
を進めます。

	15	 支援を必要としていることが外見からは分かりにくい方が、周囲から援助や配慮を受けやすくなるよう、ヘル
プマークの普及を進めます。

	16	 手話通訳者やガイドヘルパー等の障害者の社会参加を支える支援者の養成に加え、手話が言語であること及び
多様なコミュニケーション手段があることの理解を深めるための「聞こえのサポーター」を養成します。

	17	 自らの経験を通して、障害のある人を理解できるピアサポーターを養成し、本人に寄り添った支援を行いま
す。	

	18	 障害のある人もない人も共に安心して生き生きと暮らしやすい社会づくりを推進するため、障害のある人や支
援団体との意見交換や相談の場を通じて、当事者のニーズや課題を常に共有し、解決に向けた取組を進めます。

	19	 精神障害による長期入院患者や措置入院患者が退院後、地域で安心して暮らせるよう、支援計画を作成し、保
健所を中心に市町村や関係機関が連携して退院後の支援を実施するとともに、本人を支えている家族等に対し
て、本人への接し方や必要な情報提供等の助言を行います。

	20	「障害者アート創造・発信プロジェクト」を創設し、
▷文化芸術活動を行う障害者のアート作品を様々な機会を活用して販売したりポストカードとして商品化する
などの取組を進めます。

▷障害者アートについて、新しい作家の発掘を含め、その創作活動とともにデジタルにより記録・保存し、広
く国内外に発信します。

	 	 ▷きょうと障害者文化芸術推進機構と府内の芸術大学とのコラボレーションによる作品展等を開催します。

	21	 全国車いす駅伝競走大会の実施に際し、出場資格を障害者のみでの編成に加え、障害者・健常者混成での編成
を導入し、スポーツ活動を通じて、障害のある人もない人も一緒に楽しむ機会を充実させます。

	22	 パラ・パワーリフティング競技のナショナルトレーニングセンターとして指定されている「サン・アビリティー
ズ城陽」やその他様々な体育施設で実施されるスポーツイベント等の機会を捉えて国内のトップ選手に触れる
機会を創出し、スポーツの裾野拡大、競技力を高めます。

	23	 地域で活動する障害者スポーツ指導員を増員し、府内各地で障害者がスポーツに親しめるよう支援します。ま
た、「障害者ふれあい広場」、「障害者スポーツのつどい」等、誰でも、いつでも参加できる取組を進めます。
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	24	 東京２０２０パラリンピックやワールドマスターズゲームズ２０２１関西の開催を通じて、障害者のスポーツ
参加やスポーツによる交流が継続される取組を進めます。

	25	 特別支援学校において、パラリンピック種目であるボッチャの大会等を通して、地域の学校やスポーツクラブ
との交流などを進めます。

art space co-jin 企画展
「Co-jin Collection No.3『描くこと』」

とっておきの芸術祭

農福連携（チャレンジアグリ）

農福連携製品の 6次産業化
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20年後に実現したい姿

現状分析・課題 

【国際交流が暮らしの中に根づいている社会】
●	行政、企業、地域、府民のあらゆるステージに
おいて、日常的な国際交流が実現しています。　

【多文化共生の社会】
●	外国人が地域の担い手・働き手として参画し、
様々な国籍や文化を持った府民が相互に理解を
深め、互いを尊重し合いながら暮らす多文化共
生社会が実現しています。

 ・	現在、ジョグジャカルタ特別区やケベック州など７州省と友好提携締結し、１９地域と京都の特性を生かした個
別分野での交流を進めています。親善的な交流から互いが具体的にメリットを享受できる交流へ、また、京都の
活力に結びつける新たな交流を進める必要があります。

 ・	在留外国人数は、年々増加しており、生活者としての外国人の日本語教育の充実や、多文化共生社会の実現に向
けた意識醸成等が必要です。また、留学生数や、府内での就職者数も増加していますが、留学生の６割が国内で
の就職を希望しながら、就職率は約３割に止まっています。

⑧ 留学生・外国人が生き生きと暮らせる社会

20年後に実現したい姿

▼国際交流が暮らしの中に根づいている社会

▼多文化共生の社会

府内の留学生の数

府内日本語教室の数

目標数値
（2023年）

目標数値
（2023年度）

基準値
（2018年）

基準値
（2018年度）

14,000 人

32 箇所

9,568 人

25 箇所

主な数値目標

４年間の対応方向・具体方策
〜　  の方策	 1 	 7
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４年間の対応方向・具体方策 
様々な地域との国際交流を進めます。

外国人が地域で住みやすい多文化共生のまちづくりを進めます。

世界中から京都の未来を担う留学生を誘致し、卒業・修了後の京都定着を
進めます。

	 1	 アメリカのマサチューセッツ州、イタリアのエミリア・ロマーニャ州などの新たな地域と、文化芸術やライフ
サイエンスなど新たな分野での交流を進めます。

	 2	 府と友好提携州省との交流関係を生かして、青少年の相互派遣、国際文化芸術公演、スマートシティ連携など
様々な分野での交流を進めます。

	 3	 インターナショナルスクールの誘致や日本語教室の空白地域解消、専門家の活用による外国人及びその子ども
たちの日本語教育の機会の増加と内容の充実、災害時支援体制の整備など、地域の受入環境を整えます。

	 4	 「京都府外国人住民総合相談窓口」をはじめとする、外国人に対する生活情報の提供・相談体制の充実を図ります。

	 5	 日本語学校に通う他府県在住の留学生や海外の学生を京都の大学等に誘致するため、国内外へのプロモーショ
ン活動や京都の大学等キャンパス体験ツアー等を実施します。

	 6	 京都の大学等を卒業し府内企業に就職した留学生ＯＢと留学生をつなぐＯＢ交流会の開催やＯＢ訪問を支援す
るなど、マッチングを促進します。

	 7	 大学、府、京都市、経済界等で設立した「留学生スタディ京都ネットワーク」及び京都ジョブパークを中心に、
留学生の誘致から就職までの総合的な支援を行います。

友好提携州省（インドネシア　ジョグジャカルタ特別区）

友好提携州省（カナダ　ケベック州）
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20年後に実現したい姿

現状分析・課題 

【人と人の絆、地域コミュニティが大切にされる社会】
●	人と人がつながり、地域コミュニティ相互あるいは行政・ＮＰＯ・企業等の多様な主
体との連携・協働により、温もりとやさしさにあふれる地域社会が実現しています。　

【移住したいまち京都府の実現】
●	移住希望者にとって、京都府が住んでみたいまちとなり、多くの方が京都府に移住し、移住者の中から地域コミュ
ニティを支えるリーダーが現れています。

【過疎・高齢集落等であっても地域資源の活用と交流により「キラリと光る」地域が創造】
●	過疎・高齢集落や農山漁村であっても、営農環境や集落活動、地域の行祭事などが維持されるとともに、観光事業
者や商店街などとの連携による地域ビジネス等により、希望と活力に満ちた「キラリと光る」地域となっています。

 ・	単独（単身）世帯の増加や高齢化が進展する一方で、内閣府が行う社会意識に関する世論調査における地域での
付き合いの程度を問う項目において、「現在の地域でよく付き合っている」と答えた人の割合は１８．３％にとど
まっており、地域のつながりが課題となっています。

 ・	内閣府の世論調査において、約６割の人が社会福祉活動など社会の一員として何か役に立ちたいと思っているという結
果が出ていますが、一方で、地域の様々な課題に対応する団体の活動に参画している人の割合が３割程度にとどまる調
査結果もあります。ＮＰＯや地域コミュニティ等の活動に対する理解や人材等の確保が課題となっています。

 ・	平成２７（２０１５）年度は２８８人だった府内への移住者数は、平成３０（２０１８）年度には６５８人となり、
近年大きく増加しています。今後定着に向けたフォローや更なる移住拡大、Ｕターンの促進に向け、移住希望者
のニーズを踏まえた対応が必要です。

 ・	過疎・高齢集落が直近５年間で１８０集落から３６０集落に倍増するなど、人口減少の波は農村部において特に
深刻です。今後、耕作放棄地の増加、地域商店の閉鎖といった生活機能の縮小など、農山漁村の活力低下や地域
コミュニティそのものの存在の危機が顕在化するおそれがあります。

 ・	１０年前と比較して、動物愛護センターにおける犬猫の引取数が減少し、譲渡割合は増加していることから、殺
処分数は大幅に減少しています。一方で、飼い主の自己都合を理由とした引取りがいまだ相当数あることから、
更に終生飼養や適正な繁殖を徹底することが必要です。

⑨ コミュニティが大切にされる社会

20年後に実現したい姿

▼人と人の絆、地域コミュニティが大切にされる社会

▼移住したいまち京都府の実現

▼過疎・高齢集落等であっても地域資源の活用と
　交流により「キラリと光る」地域が創造

地域の様々な課題に対応する団体（自治会、
ＮＰＯなど）の活動に参画している人の割合

農山漁村等への移住者数（累計）

目標数値
（2023年度）

目標数値
（2019～
  2023 年度）

基準値
（2019年度）

基準値
（2018年度）

40.0 %

6,160 人

28.5 %

658 人

主な数値目標

４年間の
対応方向・具体方策

〜　  の方策	 1 	13
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４年間の対応方向・具体方策 
多様な主体の連携・協働によりネットワークを構築し、地域の課題に対応した
住みやすい地域づくりを進めます。
	 1	 子育てや介護などの福祉分野や外国籍府民への対応等、行政と地域コミュニティが連携・協働することで、よ

り柔軟で効果的な施策展開が可能となる課題に対し、「地域交響プロジェクト」による助成や施策推進のための
プラットフォームを構築します。

	 2	 他府県に居住する京都府出身者や大学生などで京都ファンのネットワークを構築し、地域活動への参画や地場
産品の愛用等、地域を支える仕組みを構築します。

	 3	 地域活動に社員を参画させるなど地域課題の解決に寄与する企業を表彰し、地域と企業との連携を強化します。	

	 4	 小中学生をはじめ、それぞれの世代が地域をより良くするため、地域コミュニティの大切さに触れ、学ぶ機会
を創出します。

	 5	 大学生と地域活動団体とのマッチングを支援することにより、新たな地域活動の担い手を創出・拡大し、地域
コミュニティの再生と交流人口を拡大します。

	 6	 公共交通空白地の住民の移動手段の確保のため、住民組織やＮＰＯ
等が運営主体となる自家用有償旅客運送を支援します。

	 7	 京都動物愛護センター（京都市と共同設置・運営）や保健所において、
動物愛護フェスティバルや犬のしつけ方教室等を開催するとともに、
市町村や関係団体と連携し、犬・猫の所有者等に動物愛護や適正飼養、
終生飼養に関する普及啓発を実施します。

移住希望者に対して相談から定着までを一貫してサポートし、
多様な農山漁村を守る次代の担い手を確保します。

農山漁村における生活やなりわいを支え、将来にわたって持続させる
仕組みとして、多様な主体や人材と協働するコミュニティを構築します。

	 8	 市町村や関係機関・地域おこし協力隊と連携して「京都府移住推進プラットフォーム（仮称）」を構築し、二地
域居住者も含め住まいの確保を推進するとともに「半農半Ｘ」向けの生産活動への支援のほか、農家レストラ
ンやスモールオフィスの開業支援など、移住後の地域定着までの一貫サポート体制を強化します。

	 9	 移住者と地域とのミスマッチを防ぐため、地域が主体となって、地域の魅力や将来像などを地域自ら積極的に
発信する取組を進めます。

	10	 移住希望者の様々なニーズに合うよう生活の基本となる「住」への不安を解消するとともに、地元金融機関な
どとも連携し、府内産木材を活用した住まいづくりなど、更なる移住者の拡大を進めます。

	11	 地域商店の存続確保や生活交通等地域基盤の維持から、収益確保に向けた特産品開発・販売等のビジネスの実
施まで、トータルマネジメントを行う「持続可能な農山漁村コミュニティ（農村型ＣＭＯ等）」を府内各地に創
出します。

	12	 農山漁村が抱える様々な悩みや課題にきめ細かく対応できるよう、「里の仕事人」や「里の公共員」の伴走支援
に加え、都市住民、大学・企業など外部との連携により「関係人
口」を増やすなど、地域外の知識・スキル・人材・資金などをマッ
チングするサポート体制を構築します。

	13	 集落活動等へのＩＣＴ技術活用の実践を行い、高齢者向けの日々
の生活の見守りや買い物等の支援を進めるとともに、鳥獣被害対
策や農業生産基盤など集落基盤の維持・管理に必要不可欠な協働
作業の効率化を促進します。

大学生と地域住民との交流会

京都移住コンシェルジュによる個別相談
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20年後に実現したい姿

現状分析・課題 

【スポーツを通じて地域が固い絆で結ばれている社会】
●	誰もが地域の中でいつでも気軽にスポーツに触れ親しみ、ともに楽しみ
ながら健康に過ごし、スポーツを通じて地域が固い絆で結ばれています。　

【スポーツを通して府民の感動を呼び、夢とあこがれの持てる社会】
●	府内でプロスポーツをはじめトップアスリートのプレーが観戦でき、ス
ポーツを通して府民の感動を呼び、夢とあこがれの持てる社会が実現しています。

【京都府ゆかりのトップアスリートが世界で活躍する社会】
●	京都府ゆかりの多くのトップアスリートがオリンピック・パラリンピックをはじめ、世界で活躍しています。

 ・	成人が週１回以上の運動・スポーツを行う割合は約４９％であり、ほぼ全国（約５２％）並みとなっています。
 ・	運動・スポーツを行った理由は、「健康・体力つくり」、「運動不足を感じる」、「楽しみ・気晴らし」など様々です。
また、運動・スポーツをしなかった理由は、「年をとったから」、「仕事（家事・育児・介護等を含む）が忙しい」、「機
会がない」、「面倒だから」などとなっており、気軽に親しむスポーツの普及・定着が求められています。

 ・	２２市町村で６０の総合型地域スポーツクラブが活動しています（令和元（２０１９）年６月現在）が、その認
知は進んでいない状況にあります。

 ・	スポーツ施設数（公立施設のみ）は全国３５位であり、また、大規模大会等の開催が可能な施設が少ない状況に
あります。

 ・	府内の将来有望なジュニア選手をＪＯＣ強化選手につなげる取組（未来のメダリスト創生事業等）を実施しており、
国際舞台で活躍する京都府選手が増加しています。

⑩ 誰もが親しみ夢が広がるスポーツ

20年後に実現したい姿

▼スポーツを通じて地域が固い絆で結ばれている社会

▼スポーツを通して府民の感動を呼び、
　夢とあこがれの持てる社会

▼京都府ゆかりのトップアスリートが世界で活躍する社会

成人の週１回以上のスポーツ実施率

府立スポーツ施設（府立体育館、京都
トレーニングセンター、京都スタジア
ムなど）の利用者数（観客数を含む）

目標数値
（2022年度）

目標数値
（2023年度）

基準値
（2017年度）

基準値
（2018年度）

65.0 %

674 千人

48.7 %

271 千人

主な数値目標

４年間の
対応方向・具体方策

〜　  の方策	1 	12

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で取り組む
　きょうとチャレンジの重点・新規方策を再
掲しています。

1
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４年間の対応方向・具体方策 

将来のトップアスリートを発掘・育成するとともに、ジュニア世代からの
競技力を強化します。
	11	 本府を拠点に活躍するトップアスリートの育成に向けて、京都トレーニングセンターや京都府スポーツセンター

におけるスポーツ医・科学サポート機能の充実など、トップアスリートの活動を支えるマルチサポートシステ
ムを構築します。

	12	 タレント発掘・育成事業「京のこどもダイヤモンドプロジェクト」を実施し、将来トップアスリートとして国
際大会でのメダル獲得をめざすとともに、豊かで明るい社会の発展に貢献できる人材を育成します。

府立京都スタジアムを様々なスポーツの拠点とするとともに、
中北部地域の交流と観光のゲートウェイとなる取組を進めます。
	1	 「スポーツのメッカづくりプロジェクト」を創設し、

▷府立京都スタジアムにおいて、府民がハイレベルなスポーツを身近に体感でき、青少年の夢とあこがれの舞
台となるよう、プロスポーツのほか国際的、全国的な試合や高校、大学スポーツの決勝戦等を誘致・開催し
ます。

▷府立京都スタジアムや各地域がそれぞれのポテンシャルを生かして、様々なスポーツを行い、スポーツの裾
野を広げるとともに、ボルダリングやニュースポーツ、ｅスポーツなどのメッカとなる取組を進めます。

	 2	 府立京都スタジアムにおいて、音楽などの文化イベントや地域資源を活用したイベントを実施するほか、イベ
ント・観光情報を発信するなど、中北部地域における交流と観光のゲートウェイとなる取組を進めます。

スポーツを「する」「みる」「ささえる」ための取組を進めます。
	 3	 府立山城総合運動公園において、民間事業者と連携して通年型のアイススケート場の整備を推進するとともに、

府立木津川運動公園においても、府民が気軽に憩い、スポーツに親しむことができる施設等の整備を進めます。

	 4	 府立施設の充実をはじめ、広域的利用が見込まれる市町村スポーツ施設の機能高度化への支援とともに、企業・
大学のスポーツ施設が一般利用できる取組を進め、府民がスポーツに親しめる環境を充実させます。

	 5	 日常的にできる運動（通勤ウォーキングや階段エクササイズなど）の推進とともに、親しみやすいスポーツ・
レクリエーション活動やスポーツ以外の要素（音楽やファッション等）を取り入れた運動・スポーツの普及を
進めます。

	 6	 「スポーツごころ」を芽吹かせるために、幼少期からプロスポーツを気軽に観戦できる環境を整えるなど、スポー
ツへの関心を高めることによって、スポーツを見る人、スポーツをする人を増やし、スポーツを通じて豊かな
心をはぐくみます。

	 7	 京都八幡木津自転車道線などの自転車道のほか、ツアー・オブ・ジャパンのコース等、府民が身近に親しめる
サイクルネットワークを整備します。

	 8	 競技団体と連携し、プロスポーツをはじめトップアスリートのプレーが身近に観戦できる大会の誘致に取り組
みます。

	 9	 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会のホストタウンの支援や、ワールドマスターズゲームズ
２０２１関西の開催を通じて、気軽に親しめるスポーツに触れてもらい、また、大会終了後も、引き続き競技
団体やボランティアとも連携しながらスポーツを通じた地域の活性化、交流が継続されるよう取り組みます。

	10	 地域住民により自主的・主体的に運営されるスポーツクラブ（総合型クラブ）を核とした地域スポーツの充実や、
地域スポーツをコーディネートするスポーツリーダーの育成に取り組みます。
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⑪ 文化力による未来づくり

20年後に実現したい姿

▼誰もが文化に親しめる社会

▼文化が活力を生み出す社会

▼感性豊かで創造的な社会

▼暮らしの中に多様な文化が息づく社会

文化・芸術に関わりを持つ（鑑賞・体
験含む）人の割合

歴史的な文化遺産や文化財などが社会
全体で守られ、活用されていると思う
人の割合

目標数値
（2023年度）

目標数値
（2023年度）

基準値
（2018年度）

基準値
（2019年度）

70.0 %

90.0 %

57.8 %

84.9 %

主な数値目標

20年後に実現したい姿
【誰もが文化に親しめる社会】
●	誰もが、年齢、性別、障害の有無、経済的な状況、
居住する地域等にかかわらず等しく、多様な文化
に親しみ、参加し、文化を創造することができる
環境を整備することで、自らの文化的表現力を高
め続けられる社会が実現しています。　

【文化が活力を生み出す社会】
●	芸術や伝統芸能、生活文化等の多様な文化と、観
光、産業、福祉、教育など幅広い分野とが相互に
結びつき、刺激し合うことで、それぞれの魅力と
付加価値が高まり、各地域が活性化し、暮らしと経済の好循環が生み出されている社会が実現しています。

【感性豊かで創造的な社会】
●	伝統的な文化から先端技術を活用した現代アートまで、多彩な分野で活動する国内外の人々が、京都を舞台とし
て交流・協働し、その交わりから新しい文化が生まれ続ける社会が実現しています。

【暮らしの中に多様な文化が息づく社会】	
●	衣食住の生活文化をはじめとする文化が日常生活に息づき、日々の暮らしの中で、先人の積み重ねを実感できて
おり、地域文化の多様性が大切にされている社会が実現しています。

４年間の
対応方向・具体方策

〜　  の方策	1 	30

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で取り組む
　きょうとチャレンジの重点・新規方策を再
掲しています。

1
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現状分析・課題 
 ・	過疎・高齢化の進行により、市町村の文化協会の会員数等が減少するなど、地域の文化活動を支える力が弱くなっ
ています。

 ・	京都には多くの芸術系大学があり、文化芸術による地域づくりを支える人材として確保・育成することが求めら
れています。

 ・	文化庁の京都移転や「文化芸術基本法」の改正、アート市場の活性化等も含んだ「文化経済戦略」の策定など、
日本の文化行政は従来の文化芸術振興に止まらない、新しい局面を迎えています。

 ・	世界の美術市場規模（平成３０（２０１８）年）は、約７兆５，０００億円ですが、日本は２，４６１億円に止まっ
ています。

 ・	近年の情報通信技術の進展は目覚ましく、文化芸術の分野でも、ＡＲやＶＲ等の最先端技術を活用した新たな文
化の創造の可能性が拡大しています。

 ・	京都は、伝統産業、コンテンツ産業や食産業等の文化を基盤とした特色ある産業が盛んです。また、近年ＩＴや
先端産業の研究開発拠点の立地が進んでおり、産学公連携活動の実績も豊富です。

 ・	府内の国宝（２３４件）・重要文化財（２，１８７件（国宝を含む。））の件数は、いずれも全国２位となっています。
また、無形文化財も多数存在します。

 ・	府の独自制度として暫定登録文化財制度（平成３１（２０１９）年４月現在１，１４３件登録済み）を創設し、全
国に先駆けて、新たな文化財保存の仕組みをつくっています。

４年間の対応方向・具体方策 
切れ目のない、世代を超えた文化体験を充実し、文化に関わる（担う・支える・
楽しむ）人が増え、その裾野を広げる取組を進めます。
	1	 府内各地で「ミュージックキャンプ」を開催し、その成果を「府民総合奏」として府立京都スタジアムで発表し、

音楽の裾野を拡大します。

	 2	 京都に集まる世界のアート関係者と京都のアーティストをつなぐ機会を創出するなど、世界のマーケットで活
躍できる人材、文化を支える人材を育てます。

	 3	 府立大学和食文化学科等と連携した和食文化人材の育成や、茶道、華道、その他の生活文化を学ぶ機会を創出
します。

	 4	 小学校等に優れた芸術家・工芸家等を派遣し、体験活動を行う「京都式文化体験プログラム」を展開します。	

	 5	 高校生や歴史・建築を学ぶ大学生を対象に、文化財の保存や修理、職人の仕事に興味を持ってもらえるよう、
建造物修理現場の見学や職人体験事業を実施します。
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伝統文化、生活文化を継承するとともに、文化財の保存・継承・活用を
進めます。
	6	 「文化財保存・活用促進プロジェクト」を創設し、

▷文化財の価値や継承の大切さが広く地域の人々に伝わるよう、社寺等の文化財において地域の特色を生かし
た文化に親しむ取組を支援するなど、文化財に親しむ機会を増やすことで、保存に対する認識も高まるとい
う、文化財の「保存」と「活用」の好循環を生み出します。

▷文化財の公開等を支援する、文化財の専門知識を有した人材を養成します。

▷文化財の高精細画像化やＶＲ、ＡＲ等の利用を図り、観光・教育資源として活用するほか、関西文化学術研
究都市において、触れることのできるクローン文化財の展示・作製の拠点を整備し、アジアの文化財センター
をめざします。

	 7	 史跡を巡るツアーの実施や国宝等の文化財建造物修理現場の公開、府立郷土資料館の出前授業等により、世界
に誇る貴重な文化財を保存し活用する取組を進めます。

	 8	 府、京都市、宇治市、京都商工会議所等で設立した古典の日推進委員会を中心に、古典の日フォーラムなど古
典を広く根付かせるための取組を、文化庁とともに全国に広げ、朗読コンテストなどを実施します。

	 9	 華道や祇園祭、節句等の京都の暮らし・文化と密着した花材のニーズに応えるため、卸売市場や小売店、生産
者等と連携し、花きの供給体制を構築します。

	10	 文化財保存活用大綱において府内の文化財の適切な保存と活用を図るための基本方針を示すことにより、文化
財をまちづくりに生かしつつ、地域社会総がかりでその継承に取り組みます。

	11	 府内に多数存在する貴重な文化財の保護のため、「暫定登録文化財」制度により、緊急の保護対策を講じます。	

	12	「双京構想」の実現に向けて、伝統的な宮中行事の復活を含めた文化的な行事等により、皇室の方々が京都へお
越しいただく機会を増やすよう、京都市をはじめとする関係機関と連携して取り組みます。

多彩な交流の場を創出し、新たな文化を創造します。

地域における文化活動の振興を図り、観光、まちづくり施策との連携を
進めます。

	13	 京都経済センターやけいはんなオープンイノベーションセンター（ＫＩＣＫ）、北部産業創造センターなどにお
いて、先端科学・産業の技術研究者等と京都が持つ有形・無形の文化芸術関係者との知的創造のための交流の
場を創出します。

	14	 映像を核としたクロスメディア産業の育成を進めるため、コンテンツ関連企業の集積により、クリエイターや
研究者等が交流できる環境を整備します。

	15	 伝統芸能や美術工芸など多分野の文化芸術団体のネットワーク化と連携により文化創造を促進します。

	16	 文化庁と連携し、暮らしの中に息づく伝統文化や生活文化を守り伝えるため、「地域文化継承プロジェクト」と
して、地域の祭りや伝統芸能の担い手確保に向け、大学生など外部人材の活用の仕組みを創設します。

	17	 令和元（２０１９）年９月に開催する第２５回国際博物館会議京都大会を契機として立ち上げた、府内の博物館・
美術館等のネットワーク「京都府ミュージアムフォーラム」を活用するとともに、京都市内博物館施設連絡協
議会と連携し、相互に連携した地域文化講座・体験学習を実施します。

	18	 大学や文化団体、博物館等が実施する文化講座を、ネットを活用して配信できる仕組みを整えます。
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京都の文化の国内外への発信を進め、文化を通じた国際交流を進めます。

世界のマーケットを見据えた取組を進めるなど、文化関連産業の振興を
図るとともに、文化を生かした新たな産業の創造を促進します。

文化活動を支援するための専門人材等の確保を進め、文化活動拠点の整備を
進めます。

	23	 ＶＲ、ＡＲ等を活用した地域の文化資源を体験できる文化発信・観光まちづくりの拠点「地域文化次世代情報
発信・体験拠点」を整備します。

	24	 博物館などの文化施設の多言語対応やナイト鑑賞、多様な方法による情報発信等により、文化・芸術鑑賞等の
バリアフリー化を進めます。

	25	 留学生や海外への留学予定者に対し、京都文化を体験する取組を実施します。	

	26	 府、京都市及び京都商工会議所が立ち上げた「文化力プロジェクト２０１６－２０２０」の推進など、文化庁
や関係市町村、大学と連携し、文化が身近なものと感じられるよう文化の発信を進めます。

	19	「京都国際アートフェア」の開催により、世界で活躍する一流アーティストの作品や京都と世界のクラフトを一
堂に鑑賞、販売できる機会を提供し、日本の現代アートの価値向上やクラフトの世界展開を後押しします。

	20	 アート＆クラフトの拠点を形成するとともに、文化芸術作品の制作、発表から海外市場も含めた販売まで、京
都で一貫して行うことができる一連のサイクルを創出します。

	21	 東京オリンピック・パラリンピックなどのゴールデンスポーツイヤーズや２０２５年日本国際博覧会（略称「大
阪・関西万博」） を迎え、産業やスポーツツーリズムと文化芸術を融合させて観光や地域振興にも貢献するよう
取り組みます。

	22	 クリエイターの表彰制度等により、コンテンツ事業者を支援します。

	27	 府立文化芸術会館等、老朽化が進む既存文化施設の機能継承も踏まえ、様々な規模の劇場等が集積した「シア
ターコンプレックス」など、旧総合資料館跡地、植物園などの整備に取り組みます。

	28	 地域アートマネージャー等、文化芸術専門人材の配置によるシンクタンク機能や持続的な事業推進のための体
制を整備します。

	29	 北部地域の歴史、文化、観光の拠点施設となる博物館をめざし、府立丹後郷土資料館のリニューアルに取り組
みます。

	30	 府の整備する施設において、例えば整備費の１％相当をその施設に関連、付随する芸術・アートに活用します。

文化財建造物修理現場（本隆寺本堂）
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20年後に実現したい姿

現状分析・課題 

【世界のオンリーワン企業が輩出】
●	新たに創業した企業の中から「世界のオンリーワン企業」に成長する企業が輩出されるとともに、グローバル企業、
オンリーワン企業、スタートアップ企業及びそれらを支える関連企業等、多様な企業が集積しています。　

【「Ｍａｄｅ ｉｎ Ｋｙｏｔｏ」が世界ブランドとして確立】
●	伝統技術・素材を基礎に新しい技術と素材を融合して製造する工芸品（ＮＥＯ　ＫＯＵＧＥＩ）など、ジャンル
を超えたものづくりにより、京都産品のブランド化を進め「Ｍａｄｅ ｉｎ　Ｋｙｏｔｏ」が世界ブランドとして
確固たる地位を確立しています。

【関西文化学術研究都市が人類的課題の解決に大きく貢献】
●	関西文化学術研究都市において、トップレベルの研究者や優れたアイ
デア・技術が世界から集まり、新たな価値が創造される科学技術イノ
ベーションが生み出され、人類的課題の解決に大きく貢献する都市が
実現するとともに、その成果が府全域に広がっています。

【商店街が地域コミュニティの中核を構成】	
●	商店街が、地域経済活動の場であるだけでなく、地域の歴史・文化の
情報発信、観光や地域コミュニティの場となっています。

 ・	南部地域では、イノベーション創出拠点やＡＩ・ＩｏＴ関連企業が集積しつつありますが、中小企業と研究機関
や大学との連携を更に進める必要があります。

 ・	開業率（４．３％）が全国平均（５．０％）を下回っており、創業に向けたスタートアップ支援の強化が必要であ
るとともに、後継者の不在により増加している不本意廃業を減少させるため、多様な承継により事業継続を支援
する必要があります。

 ・	ＡＩやＩｏＴ関連技術が急速に進展しており、中小企業に一層普及させ経営革新を進める必要があります。

⑫ 産業の創出・成長・発展と継承

20年後に実現したい姿

▼世界のオンリーワン企業が輩出

▼「Ｍａｄｅ ｉｎ Ｋｙｏｔｏ」が世界ブランドとして確立

▼関西文化学術研究都市が人類的課題の解決に大きく貢献

▼商店街が地域コミュニティの中核を構成

従業者１人当たりの付加価値額（製造業）

開業率

目標数値
（2023年）

目標数値
（2021年）

基準値
（2018年）

基準値
（2016年）

21,000 千円

5.1 %

15,168 千円

4.3 %

主な数値目標

４年間の
対応方向・具体方策

〜　  の方策	1 	36

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で取り組む
　きょうとチャレンジの重点・新規方策を再
掲しています。

1
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４年間の対応方向・具体方策 
京都経済センターを核として、オール京都体制で中小企業の成長や
スタートアップ企業の育成を進めます。
	1	 「起業するなら京都・プロジェクト」を創設し、

▷スタートアップ企業が単独では実現困難なビジネスアイデアを実現するアクセラレーションプログラムの取
組（世界中の有能な人材が京都に３箇月程度滞在し、ピッチ会やアイデアソンの実施により投資を集める）
を推進し、世界中から有能な人材や企業が集う仕組みをつくります。

▷多様なニーズに対応したインキュベート施設を供給します。

▷創業支援、経営革新、販路開拓など、中小企業応援センターでトータルサポートします。

▷小中学生がものづくり体験や科学技術に身近に触れることのできる機会の提供や、高校生を対象にした「ベ
ンチャー講座」を開設します。

	 2	 今後、産業・教育分野において需要拡大が見込まれるＶＲ・ＡＲ技術等について、企業活動の積極的な支援や「京
都ＶＲ・ＡＲ拠点」の形成を行います。

	 3	 シェアリングエコノミーについて、音楽等のサービスから自動車、衣服など、物の利用サービスへと広がりつ
つあるサブスクリプション (定額）ビジネス分野も見据え、地域資源を生かした京都独自のビジネス展開を「シェ
アリングエコノミー促進プロジェクト」として、取組を進めます。

	 4	 オール京都の「高度人材育成プログラム」を策定し、ものづくりをはじめ各産業における研究開発人材などの
育成、新卒者から管理職、経営者までのシームレスな研修をオール京都体制で実施するとともに、中小企業大
学校と連携し、高度人材を育成します。

	 5	 「地域の働く場創出・育成プロジェクト」を創設し、アクセラレーションプログラムのほか、
▷地域資源を生かした商品づくりや農家民宿・農家レストランなどの小さな仕事興しをはじめ、伝統産業の商
品開発力向上に向けた「ＮＥＯ　ＫＯＵＧＥＩ」の製造など、地場産業の成長を支援します。

▷子どもが元気に遊び回れる公園や子育て中の方がテレワークできる機能を有した「子育てにやさしい企業団
地」の整備を促進し、企業立地を進めます。

	 6	 京都経済センターを核に、支援拠点や大学、関西文化学術研究都市の研究機関などをネットワーク化すること
で、世界的オンリーワン企業、国内外の多様な企業が有する知見を府域全域で共有するとともに、京都経済セ
ンター内のオープンイノベーションカフェの活用や「中小企業応援センター」に配置するコンシェルジュによ
る支援により、イノベーションが起こり続ける環境づくりを進めます。

 ・	物産展等により海外販路開拓は進んでいますが、更なる輸出拡大に向けた企業のチーム化、海外用商品開発の推
進、各支援組織の一体化が必要です。（平成 30（2018）年の物産展・展示会等販売・成約額は 1,051,800 千円）
また、丹後織物については、パリやニューヨークなど世界の有名ブランドや、首都圏小売店、百貨店バイヤーな
どに素材のクオリティーの高さが認められつつあります。（平成 30（2018）年の出荷額は 11,170 万円）

 ・	「西陣織帯地」、「京友禅・京小紋」及び「丹後ちりめん 白生地」等の生産高は、ピーク時の５％程度となっており、
生活に溶け込むことのできる商品の提供が少ない一方で、消費者ニーズを踏まえた「マーケットイン」型の生産
を意識している事例も出始めています。

 ・	関西文化学術研究都市において、新名神高速道路や北陸新幹線等、地域のポテンシャルを生かした新たなまちづ
くりを推進するため、線引きや用途地域等の見直し等、都市計画変更とアクセス向上のための鉄道等の整備が必
要です。

 ・	産業集積が進んだ結果、府域全域で工業団地の用地や、京都市内のオフィス不足の傾向が見られ、更なる集積の
阻害要因となっています。（活用可能事業用地は４５．１ｈａ（令和元（２０１９）年５月末現在）

 ・	Ｅコマースの進展で購買方法が多様化する一方、経営者の高齢化や後継者不足などにより魅力的な店舗が減少し、
消費者の商店街離れが進んでおり、４２％の商店街が店舗数及び来街者数が減少している状態が長期間続き、地
域コミュニティ維持の面からも課題となっています。
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	 7	 ＡＩ・ＩｏＴ等を活用して様々な課題を解決するため、支援機関のＩＴリテラシーを向上させるとともに、小
規模事業者についても、ＡＩ・ＩｏＴを活用した経営革新が進められるよう、大学やＡＩベンチャー等の事業者、
支援機関と連携して、伴走支援を行います。

	 8	 中高年経営者に対する多様な事業承継セミナーを開催し、後継者不在等により、事業継続が困難となる前に早
めの準備を意識付ける「プレ承継」を進めるとともに、創業希望者と後継者不在企業とのマッチングのほか、
Ｍ＆Ａ手法の活用などにより、中小企業の事業承継を支援します。

	 9	 ジェトロ京都とともに「京都海外ビジネスセンター」を設立し、「Ｍａｄｅ　ｉｎ　Ｋｙｏｔｏ」をコンセプト
としたブランドを構築することにより、越境ＥＣ・「京もの」海外常設店の民営による永続的な展開を促進する
とともに、事業者、商社、職人、支援機関等が幅広く参加するネットワーキング交流会を開催するなど、海外
ビジネスに進出しやすい環境を整備し、輸出拡大を進めます。

	10	 京都先端科学大学等の高等教育機関や企業との産学公連携により、次世代モビリティなどの研究開発・実証実
験を促進します。

	11	 北部産業創造センターにおいて、技術の高度化に対応するための ｢ネットワーク型設計開発支援システム（Ｃ
ＡＥ）｣ などのデジタル開発支援ツールの活用や、産学公の連携による人材育成などを通じて、中小企業の開発
試作の高速化や新事業展開を進めます。

	12	 丹後・知恵のものづくりパークにおいて、ものづくり産業での就労者数が少ない女性やものづくりの未経験者、
企業の新任者などに対して、ＶＲ技術を活用した効率的な先端的疑似操作体験研修などによる人材確保・育成
を行うとともに、新産業の創出に向けたオープンイノベーションを促進し、地域の中小企業が持つ課題解決や
技術の高度化を進めます。

	13	 中小企業と理化学研究所等研究機関や関西文化学術研究都市に立地する企業との連携や、中小企業技術センター
等への計画的な最先端機器の導入等による機能強化により、中小企業の基礎研究力向上を支援します。

	14	 企業が機械のデータ、技術、ヒト、組織など様々なものとつながることで、新たな付加価値の創出や社会課題
の解決をめざす「Ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ」を実現します。

	15	「知恵の経営」実践モデル企業認証制度により、企業が持つ強みである知的財産等を生かした事業展開を支援す
るとともに、京都ならではの伝統産業の振興と先端産業の融合や新産業の創出など、日本のモデルとなる京都
産業の育成を進めます。

	16	 映画・映像、ゲーム、ｅスポーツ、マンガ、アニメなどのコンテンツ産業を育成するとともに、産学公で設置
した「京都クロスメディアパーク推進会議」を活用し、観光など、多様な分野とのコラボレーションにより、
新しいビジネスを創出します。

	17	 留学生をモニターとした「京都産商品技術品評会」を開催するなど、海外
消費者ニーズを踏まえた商品開発を支援します。

	18	 ジェトロ海外事務所等を活用し、海外の主要企業とのネットワーク化を進
め、外国企業のＲ＆Ｄ拠点を誘致します。

	19	 府立図書館において、ビジネス支援等多様な生涯学習支援活動を進めます。

伝統産業について質の高い「ＮＥＯ　ＫＯＵＧＥＩ」を製造する
マーケットイン型の生産を進めます。
	20	「堀川アート＆クラフトセンター（仮称）」を活用したクオリティーの高い多様なイベントの展開により、アー

ト＆クラフトの創造・発信を強化します。

	21	 令和元（２０１９）年９月に開催される第２５回国際博物館会議京都大会を契機に、従来の伝統的な技術・素
材により製造する工芸品や「ＮＥＯ　ＫＯＵＧＥＩ」をはじめとするものづくり関係者が、相互交流を行う「Ｋ
ＹＯＴＯ　ＫＯＵＧＥＩ　ＷＥＥＫ」を開催し、新商品開発や商談会、工房ツアーなどを実施します。

	22	 丹後織物について、丹後テキスタイル等「ＮＥＯ　ＫＯＵＧＥＩ」の展示・紹介及び商談機会の創出や、プロ
ダクトマネージャーの育成等を行うために織物関係事業者がめざす「ＴＡＮＧＯ ＯＰＥＮ ＣＥＮＴＥＲ（仮称）」
の整備に向けた取組を支援します。

	23	 商品プロデュース力養成研修により、質の高い商品開発や商談ができる人材を育成します。

海外展示会（フランス）
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府内総生産を向上させるため、事業用地の確保と活力、魅力あふれた
産業集積を進めます。

関西文化学術研究都市について、「研究開発・産業の推進」「文化・学術・芸術・
教育の振興」等を行い、「超快適スマート社会」の実現による持続可能な発展
をめざす都市づくりを進めます。

	33	「京都府用地バンク」の活用による民有地の紹介機能の強化や市町村と連携した土地利用計画の見直しなどによ
り、新たな事業用地を創出し、魅力ある企業の立地を進めます。

	34	 高速道路網の整備が進展している府南部地域に、ＩｏＴ等の先端技術を活用した物流の効率化・高度化に資す
る新たな物流産業集積拠点を形成するとともに、北部地域においても京都舞鶴港を核として、物流関連企業の
誘致を促進します。

	24	「ＭａａＳ・α促進プロジェクト」を創設し、クラウドサービスの新たな展開について「Ｍｏｂｉｌｉｔｙ ( 交
通利用のスマート化 )」だけでなく、「Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ（テレビ・Ｗｅｂ会議）」や「Ｆａｃｔｏｒ
ｙ（工場）」などのあらゆる分野においても、こうしたサービスを活用し、新たなビジネスを創出します。

	25	「けいはんなロボット技術センター」等を活用し、次世代ロボット技術の研究開発を推進するとともに、研究機
関や大学等との連携により、ＡＩ・ＩｏＴ、ｉＰＳ等先端技術を活用して、健康・医療、環境・エネルギー、スマー
ト農業等、新産業創出や中小企業の支援を強化します。

	26	 ＡＩやＩｏＴを活用し、都市内の移動交通の利便性、快適性を一層高めるため、デジタルサイネージを活用し
たバスロケーションシステムの充実やＥＶカーシェアの導入など、新たな交通システムやサービスを展開し、
スマートな暮らしの実現に向けた取組を進めます。

	27	 ２０２５年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」）の開催に合わせ、科学や文化学術の体験型イベントを一
体的に実施し、暮らしの中で文化・学術・研究の成果を感じられる機会を創出します。

	28	 けいはんなオープンイノベーションセンター（ＫＩＣＫ）において、国家戦略特区の中核として、関西文化学
術研究都市の研究開発・社会実証フィールドとしてのポテンシャルを生かした産学公連携によるオープンイノ
ベーションの取組を進めます。

	29	 関西文化学術研究都市の主要駅からの二次交通や近隣都市、関西国際空港とを結ぶ公共交通サービスを充実さ
せます。

	30	 関西文化学術研究都市に立地する大学や学術研究機関等が連携し、外国人研究者との交流など、様々な学術分
野の融合などを通じて、新たな学術領域を生み出します。

	31	 京都大学附属農場における自然エネルギー利用型農業モデルの構築や府立大学精華キャンパスにおけるエコタ
イプ次世代植物工場など、グリーンイノベーションの取組を進めます。

	32	 南田辺・狛田地区、木津東地区等の都市計画変更を行い、早期に事業化を図り、海外企業も含めた新たな研究
機関や企業等の立地を進めます。

地域、福祉団体、企業、大学生など多様な主体のネットワーク化により、
商店街やコミュニティ等の活性化を進めます。
	35	 商店街と地域活性化やまちづくりに関わる団体、企業及び大学生等との連携による個々の商店街の強みを生か

したオーダーメイド型の伴走支援を行うとともに、ＥコマースやＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術の導入、高齢者・
子育て家庭への支援等、独自の取組を行う商店街を支援します。

	36	 地域の資源を生かした、そこにしかない商品・サービスを温かみのある対面販売で提供する商店街を支援する
とともに、話題性や集客力のある店舗を商店街が自ら空き店舗に誘致する取組を支援します。
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20年後に実現したい姿
【一人一人のニーズに合致した満足度の高い観光が実現】
●	「モノからコトへ（消費から体験へ）」、更には「今だけ・ここだけ体験」など、世界最先端の観光時流を的確に捉え、
世界有数の体験型観光のモデルになるとともに、外国人を含めた京都市内を訪れる観光客に、府域の観光情報が
適切に伝わり、「京都市＋府域＋近隣府県」という周遊・滞在型観光が、京都府観光の定番として定着しています。　

【観光を入り口とした地域経済の活性化と京都産業全体の好循環が創出】
●	観光客にとって魅力的な観光コンテンツが次々に創出され、地域で活躍する小規模な観光事業者やガイドも含め、
観光産業が若者にとって人気の業界であり続けているとともに、観光産業の発展が、地域の経済・雇用・文化・
環境など様々な分野の好循環を生み出しています。

【観光と地域社会との共生】
●	京都の生活文化自体が観光のキラーコンテンツとなる
ような「訪れてよし」の京都の魅力の創造と、観光に
よる渋滞の抑制、環境への配慮など、地域社会と観光
の共生により、暮らしやすい「住んでよし」の環境が
つくられ、サスティナビリティ（持続可能性）が高く
観光客・住民双方の満足度が向上しています。

⑬ 魅力ある観光

20年後に実現したい姿

▼一人一人のニーズに合致した満足度の高い観光が実現

▼観光を入り口とした地域経済の活性化と京都産業全体の
　好循環が創出

▼観光と地域社会との共生

京都府域（京都市除く）の観光消費額

京都府域の観光入込客数

目標数値
（2023年）

目標数値
（2023年）

基準値
（2018年）

基準値
（2018年）

1,095 億円

4,560 万人

619 億円 

3,230 万人 

主な数値目標

４年間の
対応方向・具体方策

〜　  の方策	1 	27

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で
取り組む　きょうとチャレンジの
重点・新規方策を再掲しています。

1

サイクルツーリズム
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現状分析・課題 
 ・	平成３０（２０１８）年の観光入込客数は約８，５０５万人と過去４番目、京都市域を除いた観光入込客数は約３，
２３０万人と、全体に占める割合は約３８％であり、府域への周遊に至っていない状況です。

 ・	平成３０（２０１８）年の観光消費額は約１兆３，７０１億円となり、６年連続で過去最高を更新したものの、京
都市域を除いた観光消費額は約６１９億円と、全体に占める割合は約５％に止まっています。（一人当たり単価は、
府域は１，９１７円と京都市域（２４，８００円）の１０分の１以下）

 ・	平成３０（２０１８）年の観光入込客のうち、宿泊の傾向を見ると、京都市域を訪れる観光客のうち、約３０％
が宿泊客であるのに対し、府域への観光客のうち、宿泊客は約６％となっており、大半は日帰り客が占めています。

 ・	外国人宿泊客は東日本大震災が発生した平成２３（２０１１）年は５２９，１１６人でしたが、全国的な外国人観
光客数の増加に伴い、平成３０（２０１８）年には約９倍の４，５９４，８６２人に急増しています。そのうち約
９８％は京都市域で宿泊しており、府域で宿泊する外国人観光客は全体の約２％に止まっています。

 ・	観光関連産業は繁忙期・閑散期の波が大きく、他産業と比べて正規雇用率が低い（約２０％）特徴があり、安定
的な人材確保のための正規雇用の拡大が課題となっています。

４年間の対応方向・具体方策 
「京都観光交流圏」における周遊・滞在型観光を進めます。

観光関連産業を支える人材を確保・育成します。

	 1	 「ビッグデータ活用・京都観光交流圏周遊プロジェクト（以下「観光プロジェクト」という。）」を創設し、「京
都市＋府域＋近隣府県」で相互に人が行きかう観光交流により、観光客の府全域への分散・周遊を促し、地域
社会と観光とが共生できる社会づくりを進めます。

	 2	 「京の七夕」、「京都・花灯路」等の認知度の高いイベントの府域開催や、ナイトカルチャーの創出等、府域への
広域周遊を促進します。

	 3	 京都市、(公社 ) 京都市観光協会との連携による、寺社、自然、美術館・博物館、動物園・植物園など、同じテー
マで、京都市と府域が持つ異なる魅力を組み合わせた旅行商品造成やプロモーションを展開します。

	 4	 ２０２０年ＮＨＫ大河ドラマ「麒麟がくる」推進協議会をはじめ、大丹波連携推進協議会、関係機関等との連
携による広域的なプロモーションや観光地域づくりの展開により、府域観光の魅力を発信します。

	 5	 京都総合観光案内所（京なび）、京都府観光案内所・東京（ＴＩＣ　ＴＯＫＹＯ）及び府内の観光案内所等との
広域ネットワークにより、情報発信を強化します。

	 6	 鉄道事業者や兵庫県と連携した「近畿のキタだよ、北近畿キャンペーン」の展開や、鳥取県・兵庫県と連携し
た山陰海岸ジオパークでの英語表記付き観光案内板や休憩施設の整備による観光客の受入体制の強化など、府
県を越えた広域連携により魅力を発信します。

	 7	 山城地域に隣接する府県や交通事業者等との連携による広域エリアの魅力を発信します。

	 8	 「観光プロジェクト」を創設し、観光関連企業や行政、大学が参画する「京都ビッグデータ活用プラットフォーム」
から提供されるデータの活用や、大学連携によるスキルアップセミナーの実施等により、新たな観光需要に対
応できる高い経営マネジメント力を有する高度観光人材を育成します。

	 9	 一定の語学力や京都府観光の専門知識を有するなど、外国人観光客等の多様なニーズに対応できる有償ガイド
の育成や、中学生や高校生等がボランティアガイドとして活躍できるよう支援します。
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文化資源を生かした地域振興と新しい文化の創出により、持続的な発展に
つなげます。
	10	 国宝等文化財建造物の保存修理現場の特別公開と府域の観光コンテンツを組み合わせた観光ツアーの造成や、

丹後・山城郷土資料館、京都文化博物館、京都府立植物園、美術館などを観光拠点施設として活用する「カル
チャーツーリズム」や「アートツーリズム」の普及を進めるとともに、地域の歴史伝統文化から着想したデジ
タルアートの展示等を実施します。

	11	 料理人同士の交流・学び合いや、京野菜など地元の食材を活用したガストロノミーツーリズムの普及を進めます。	

	12	 古くからの地域の人々と外部の様々な専門知識を持った事業者等が一体となって、保存・活用価値の高い歴史
的資源（伝統的建造物・古民家等）を核とした宿泊施設群を整備します。

観光を入り口にした多様な交流により、産業と地域を振興します。

観光を支える宿泊施設等の基盤整備を進めます。

	13	 大学や企業と連携した国際ＭＩＣＥ施設などの基盤整備や既存施設の活用促進による、府域へのＭＩＣＥの誘
致を促進するとともに、こうした学会等大規模なものだけでなく、「ミニＭＩＣＥ誘致促進プロジェクト」として、
会議や招聘旅行等小規模なものや、農家民宿の活用等地域資源を活用した多様なＭＩＣＥを京都府域へ誘致し
ます。

	14	 工場や伝統工房、野菜の収穫等農業・農山漁村体験、アウトドアスポーツ等、多様な地域資源を観光に活用す
ることで交流を活性化し、産業振興につなげます。

	15	 海外企業視察の誘致、受入れ及び調整を一体的に行う共通窓口の設置と、確実にビジネスマッチングにつなげ
る拠点を創設します。

	16	「観光プロジェクト」を創設し、観光関連事業者でのキャッシュレス・モバイル電子決済環境の導入を支援します。	

	17	 高級ホテル、オーベルジュ、古民家等歴史的資源を活用した宿泊施設など、地域の状況に応じた立地を促進す
るとともに、既存施設の改修を支援します。

	18	 農山漁村が有する地域資源を活用した魅力ある観光コンテンツを磨き上げ、地域丸ごと滞在施設化するなど、「農
泊」を特徴的なコミュニティビジネスとして展開します。

	19	 いわゆる民泊（住宅宿泊事業の届出施設・簡易宿所）の指導又は助言を強化するとともに、小規模な宿泊施設
と地域の観光資源との連携を強化します。

	20	 関西国際空港・伊丹空港、京都駅、京都舞鶴港、その他関西地域の交通の拠点と、府域の主要な観光地とを結
ぶ交通基盤の整備や、交通系ＩＣカードの導入促進など、観光客にとって利便性の高い交通環境を整備しま
す。	

	21	 国内外から全ての観光客が安心して快適に滞在でき、高い満足度が得られるよう、ユニバーサルデザインに対
応した環境を整備します。

	22	 宿泊施設や交通機関での災害情報や観光関連施設情報の周知・案内を徹底します。	

	23	 外国人観光客が安心して受診できる医療施設等の情報提供や、多言語対応等の医療環境を整備します。	

	24	 観光地を自転車で巡ることができるよう誘導ラインの整備のほか、近隣府県とも連携したより広域的な自転車
道整備、交通事業者と連携したサイクルトレインの実施などにより、サイクルツーリズムの普及を進めます。
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マーケティングに基づく誘客活動を進めます。
	25	「観光プロジェクト」を創設し、観光関連ビッグデータや公的統計、民間調査等を総合的に調査・分析するとと

もに、明確なターゲティングとニーズ把握の下、ＤＭＯ等と連携した国内外へのプロモーションを強化します。

	26	「欧米豪市場」について新たに重点市場を選定し、関西直行便が就航している市場への集中的プロモーションな
ど、費用対効果の高いアプローチを実施するとともに、ラグジュアリー層へのＰＲを広域連携ネットワークに
より展開します。

	27	 ＳＮＳやＷｅｂ広告等のデジタル媒体を活用し、「旅マエ」・「旅ナカ」・「旅アト」の旅行シーン別のアプローチ
を強化します。

※観光施策として重要な「もうひとつの京都」の取組については、別途「⑳もうひとつの京都の推進と地域連携」の中で記載
しています。

野菜寿司体験

伊根湾漁船タクシー
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現状分析・課題 

【労働の需給バランスが確保され誰もが充実した職業生活が送れる社会】
●	労働需給のバランスが確保され、安定した多様な働き方が実現しています。　

●	若者、中高年齢者、女性、障害者、外国人労働者など
の誰もが意欲的に働くことができる魅力ある職場づく
りが進み、充実した職業生活が実現しています。

 ・	有効求人倍率は、平成２１（２００９）年度には０．５１と最も低くなりましたが、平成３０（２０１８）年度は
1．５８と高水準であり、ＡＩやＩｏＴの導入による生産性の向上や働き方改革により、人材確保を進める必要が
あります。

 ・	非正規雇用者の割合と人数は増加傾向ですが、不本意非正規雇用者割合は１割程度と全国並となっています。
 ・	新規就職者の３年以内離職率は、高卒は４０．８％、大卒は３２．２％（ともに全国）と高止まりしており、企業
にとっても、また離職者にとっても、その再就職の支援が求められています。

 ・	府内では大学生数が多いにもかかわらず、府内大学生の府内での就職率は低く、人材確保の取組を強化する必要
があります。

⑭ 雇用の安定・確保と人材育成

20年後に実現したい姿

▼労働の需給バランスが確保され誰もが充実した職業生活
　が送れる社会

府内大学生の府内就職割合

不本意非正規雇用者の割合

目標数値
（2023年度）

目標数値
（2022年）

基準値
（2017年度）

基準値
（2017年）

25.0 %

10.7 %

19.4 %

11.7 %

主な数値目標

４年間の対応方向・具体方策
〜　  の方策	1 	18

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で
取り組む　きょうとチャレンジの
重点・新規方策を再掲しています。

1
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４年間の対応方向・具体方策 
雇用の確保・就業の支援により、労働の需給バランスが整った環境づくりを
進めます。
	1	 新卒離職「３年の壁・再チャレンジプロジェクト」を創設し、新卒３年以内の離職など早期離職者について、

インターンシップの実施や研修会の開催など、ブランクを空けない就業復帰を支援することで「安定就業」を
進めます。

	 2	 採用力 ･定着力の向上や就労環境整備、多様な働き方制度の導入など、中小企業の雇用の安定に向けた取組を
進めます。また、高度人材の確保に向け、ＡＩやＩｏＴの活用等により、「京都お仕事マッチング診断ジョブこ
ねっと（ジョブこねっと）」に登録された求職者に対して、企業から積極的にアプローチするなど、マッチング
機能を強化します。

	 3	 正規雇用を希望しながら非正規で働く方へ、必要に応じたスキルアップを支援するとともに、中小企業の経営
者の意識改革や働き方改革を支援し、正規雇用に向け、京都ジョブ博の開催等により、求職者と企業とのマッ
チング等のサポートを行います。

	 4	 中小企業の人材確保と従業員の定着及び奨学金を返済する働く若者の負担軽減を図るため、中小企業応援隊や
経済団体をはじめとした関係機関と連携し、奨学金返済支援制度の普及を促進します。また、制度導入企業を「京
都ジョブナビ」に掲載するなど、企業の魅力発信を支援します。

	 5	 「京都ジョブナビ」や「ジョブこねっと」等各種サイトを活用した企業の情報発信の強化や、「中小企業人材確
保推進機構」において、企業と求職者の出会いの場を創出するなど、中小企業の人材確保を進めます。

	 6	 ひきこもりからの自立を促進するため、脱ひきこもり
支援センターを中心に、市町村や民間支援団体、京都
ジョブパークと協働・連携し、早期支援体制の構築、
訪問・相談支援の実施、また、中間的就労から一般就
労へ段階的かつきめ細かな就労支援など、社会的自立
支援を実施します。

 ・	京都府若者の就職等の支援に関する条例に基づき、ひきこもり等就職の難しい若者を対象に行った支援について
は、平成２７（２０１５）年度から平成３０（２０１８）年度までの４年間で、２８５人であり、うち２２１人
が就職に結び付いていますが、就職困難な若者は依然として多数存在しています。

 ・	人口に対する後期高齢者の割合は、平成２７（２０１５）年の１２．９％が令和２２（２０４０）年には２０．６％と、
５人に１人が後期高齢者となる見込みであることから、多様な働き方を進めるとともに、高齢者のスキルや能力
を生かしたマッチングを行う必要があります。

 ・	民間企業における障害者実雇用率は、平成２９（２０１７）年で法定雇用率２．０％を上回る２．０７％でしたが、
法定雇用率が平成３０（２０１８）年４月１日から２．２％に、更にその後３年以内には２．３％へ引上げられる
ことから、障害者実雇用率の増加に向けた企業への積極的なアプローチや、就労環境の改善が必要となっていま
す。

 ・	出入国管理及び難民認定法の改正（平成３１（２０１９）年４月１日施行）に伴い、新たな在留資格（特定技能）
が創設され、特定技能による在留資格の認定を見据えた外国人技能実習生の増加が見込まれることから、技能検
定試験受験者の増加を見据えた体制を整える必要があります。

若者就職・定着総合応援事業　訓練風景
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就労環境の改善・整備により、多様な人々が柔軟で働きやすい環境づくりを
進めるとともに人材育成を強化します。
	7	 子育てにやさしい職場環境づくりを提供するビジネスモデルとして、「子育てにやさしい職場環境づくりサービ

ス」の創出を支援します。

	 8	 「産学公連携海外人材活躍ネットワーク」を創設し、研究者等の高度外国人材や介護・農業など特定技能者等の
外国人、留学生が安心して活動し暮らせるための受入体制を構築し、海外ネットワークを生かした人材確保か
ら、インターナショナルスクールの誘致や居住環境面の相談、地域の多文化共生まで、オール京都でサポート
します。

	 9	 若者、中高年齢者、女性、外国人及び障害者等、一人ひとりがその意思や能力などの個々の事情に応じた多様
で柔軟な働き方を選択できるよう、サテライトオフィスやテレワーク、短時間正社員制度の導入支援等、働き
やすい環境づくりを支援します。

	10	 ブラック企業、ブラックバイトの根絶に向け、中小企業等を対象に、事業所に出向いて経営者や従業員に向け
たワークルールや多様な働き方等の理解を促進する、セミオーダー型の「誰もが働きやすい職場づくりに向け
た出前セミナー（仮称）」を開催します。

	11	 インターンシップやＩＣＴ活用現場見学会の実施により、建設産業の魅力を発信し、建設産業の担い手を確保
するとともに、ＩＣＴの活用等により働き方改革を進めます。

	12	 職場におけるハラスメント対策の周知啓発や、多様性を受け入れる環境整備等についての理解を促進します。	

	13	 首都圏・近畿圏・府内大学と締結した就職支援協定に基づき、京都産業や京都企業の魅力を大学へ発信するこ
とにより、中小企業への就職を促進します。	

	14	 障害者の法定雇用率未達成の企業に対し、京都障害者雇用企業サポートセンターが企業の取組状況に応じ、業
務の切り出しや職場環境改善、障害者雇用の好事例を広く紹介するなど、関係機関との連携により一貫した伴
走支援をオーダーメイド型で展開します。	

	15	「はあとふる企業」として認証している障害者雇用に熱心な企業の好事例や、業務手順の可視化・簡略化などが、
他の社員も含めた労働環境の工夫につながることを広く紹介し、認証企業の価値を向上させ、障害者雇用への
理解を促進します。

	16	 府庁職員・学校の教職員への障害者の雇用を進めます。	

	17	 ＡＩやＩｏＴ等を活用した超スマート社会の到来など社会経済情勢の変化を踏まえ、府立大学を「知（地）の拠点」
にふさわしい新生府立大学として教育研究環境を更に充実・整備し、地域・産業界と連携して、地方創生を担
う人材育成に取り組みます。

	18	 府立高等技術専門校において、ＩｏＴ技術等の習得による産業構造の転換に即した職業訓練を通じて、人材育
成を強化します。

京都ジョブ博
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20年後に実現したい姿
【京都の農林水産業が魅力ある職業として確立】
●	京都の農林水産業が、新規就業を志す者にとって“農
林水産業をはじめるなら「京都府」で”とあこがれ
の地になるとともに、次代を担う若者にとって魅力
ある職業となっています。　

【京都産農林水産物が世界ブランドとして確立】
●	京都産農林水産物が、府内や首都圏だけでなく、京
都を訪れる多くの外国人をはじめ世界から愛される
ブランドとなり、日本・京都が誇る「和食」ととも
に世界のフードシーンで確固たる地位を築いています。

【中山間地域における営農環境が次世代に継承】
●	中山間地域における営農環境や集落活動が維持され、南北に細長く多様な気候と地形がもたらす多様性ある京都
府の農業が、次世代に着実に引き継がれています。

【森林が適正に管理され府内で利用される木材の大半が府内産に移行】	
●	森林が適切に管理されるとともに、ＣＬＴなど多様な木材需要が創出され、府内で利用される木材の大半が府内
産木材となっています。

【食の安心・安全が確保され食文化が浸透した暮らしが実現】	
●	府民や府内を訪れる国内外からの観光客が、常に安全な食品や食事を安心して選択できるとともに、府民が府内
産の食材や長い歴史の中で培われた京都の食文化に愛着と誇りを持ち、食を大切にする気持ちが育まれています。

⑮ 農林水産業の成長産業化

20年後に実現したい姿

▼京都の農林水産業が魅力ある職業として確立

▼京都産農林水産物が世界ブランドとして確立

▼中山間地域における営農環境が次世代に継承

▼森林が適正に管理され府内で利用される木材の大半が
　府内産に移行

▼食の安心・安全が確保され食文化が浸透した暮らしが実現

適正に経営管理されている人工林面積

農林水産業の産出額

目標数値
（2023年度）

目標数値
（2023年）

基準値
（2018年度）

基準値
（※）

37,400 ha

820 億円

29,000 ha

786億円

主な数値目標

※２０１３年～２０１７年の５年間における
　最大最小を除いた３年平均

４年間の
対応方向・具体方策

〜　  の方策	1 	40

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で
取り組む　きょうとチャレンジの
重点・新規方策を再掲しています。

1
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現状分析・課題 
 ・	京都府では、中山間地域が約６５％を占め全国と比べても経営規模の拡大が困難であるため、これまで京野菜の
生産とブランド化を継続的かつ重点的に振興し、野菜が農業産出額の第１位（約３７％）を占め、米を大きく上
回る品目として発展しており、近年増加傾向にある中食・外食等実需との連携や６次産業化等、新規需要の創出
が必要となっています。

 ・	人口減少による国内の食市場の縮小を見据え、人口の拡大が続く世界市場への展開が必要です。	
（農林水産物・食品の輸出額５，５０５億円（平成２５（２０１３）年）→９，０６８億円（平成３０（２０１８）年 ））

 ・	抹茶ブームに伴い、てん茶へのシフトが加速する宇治茶については、他産地との競争激化や茶園面積の減少を踏ま
え、将来を見据えた生産戦略の構築が必要です。	
荒茶生産額（Ｈ２０（２００８）年→Ｈ３０（２０１８）年：てん茶：約 34億円→約 51億円、煎茶：約 22億円
→約 11億円）	
荒茶生産量の割合（Ｈ２０（２００８）年→Ｈ３０（２０１８）年：てん茶：約 24％→約 59％、煎茶：約 30％
→約 14％）

 ・	農林水産業の従事者は減少傾向にあり、収益力の向上、意欲ある担い手の確保・育成などにより持続可能な農林
水産業を確立する必要があります。

 ・	森林資源は、毎年の木材利用可能量が約５０万㎥増加するものの施業による十分な収益が見込めないため、伐採・
搬出され利用されるのは約１５万㎥程度にとどまっており、森林資源を適切に循環させる必要があります。また、
こうした循環は森林の持つ災害防止機能の維持向上にも寄与するものです。

 ・	朝食を食べない子どもの増加など食生活の乱れへの対応や、増加する食品ロスの削減に向けた食育の強化が必要
です。	
（朝食を食べない子ども：平成２６（２０１４）年小学生１３．４％、中学生１８．８％→令和元（２０１９）年小
学生１４．７％、中学生２０．３％）

 ・	食品衛生法に基づき、令和３（２０２１）年までに対応することが義務化されているＨＡＣＣＰ（国際標準に整
合した衛生管理の手法）について、全ての中小食品事業者が適切に対応できるよう技術的な支援が必要です。

４年間の対応方向・具体方策 
ＩＣＴ等先端技術の実装による生産性の向上、異業種連携等の推進、
マーケットニーズに応じた経営多角化などを通じて、農林水産業の収益力を
向上させます。
	1	 企業や大学等の研究機関と連携した「スマートアグリ・イノベーションセンター（仮称）」を設立し、地域の実情に

応じてＡＩやＩｏＴによるセンシングデータに基づく農業、漁業、養殖業及び家畜の生産管理や、森林の境界情報
及び木材情報の見える化等の取組を本格化させるとともに、ロボットを活用した生産活動の自動化を進めます。

	 2	 農業・林業大学校や海の民学舎等において、ＡＩやロボット技術等を活用した生産や、データに基づく経営管
理を学ぶ講座の開設など、カリキュラム改革を進めるとともに、若手農林漁業者と若手企業人材等との交流に
より、キャリア意識を醸成します。

	 3	 地元漁協と連携し、旺盛な需要のある丹後とり貝、岩がき等の養殖区画を拡大するとともに、観光需要等に対
応したマダイやブリ類などについては、地元事業者の規模拡大や経営支援、新規参入の推進に加え、新しい研
究を進めるなど、質・量の両面から養殖生産力を強化します。

	 4	 農林水産技術センターの機能を強化し、農業改良普及センターとの一体的展開やそのための体制づくりのほか、
農業現場や企業、大学及び国と連携し、研究開発から現場普及まで一気通貫で進めます。

	 5	 卸売市場において、コールドチェーンへの対応をはじめとする品質管理水準の向上や、パッキング、カットな
どの１次加工処理機能を強化し、産地での選別調製作業を集約化することにより、農家が京野菜等の生産に集
中できる体制を構築し、府内外の旺盛な需要や輸出拡大に対応可能な生産力を確保します。
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	 6	 新「京都府農業会議」が、担い手と農地のマッチングを進める司令塔として、地域の課題解決や貸付希望農地
の掘り起こしを促進するとともに、土地改良事業と連携して農地集積・農作業受委託を進めることにより、経
営規模を拡大させます。

	 7	 多様な機能を有する都市農業を次代に継承するため、都市型農地バンクの創設や体験農園等の開設支援など、
生産緑地地区を中心として、農地を多面的に活用し、都市農業を振興します。

	 8	 肉用牛農家の繁殖・肥育の一貫経営化を進めるとともに、稲ＷＣＳの生産・利用の拡大など「耕畜連携」を進め、
子牛価格や配合飼料価格に左右されにくい強固な生産基盤を構築します。

	 9	 豪雨災害等に対応するため、被害情報の収集と分析を行い、園芸ハウス等の効果的な被害防止に向けた技術指
導を行うとともに、被害を受けた際の負担を軽減するため、農業共済制度や収入保険などセーフティネットへ
の加入を進めます。

	10	 近畿初のＣＬＴ加工施設の整備を推進し、京都府の公共建築物をはじめ中高層建築物等への活用などで将来的
な需要を喚起します。また、非住宅向けの建材、木質バイオマスやボイラーの燃料などの木材需要を生み出す
施設・産業の誘致を進めます。

	11	 地籍調査を進めるとともに、所有者不明農地については、関連法令に基づく「不明所有者のみなし同意」制度
の活用により、適正な農地の相続・管理を促します。また、再生可能な農地については、農地中間管理機構へ
の貸付に誘導し、農地を再生するとともに担い手へ集積します。

首都圏やアジア諸国等への販路拡大に向け、京都産農林水産物の
ブランド戦略を強化します。
	12	「京のブランド産品」について、流通・消費事情等を踏まえて、需要にマッチしたブランドの分類、包装規格の

多様化及び新たな産品の認証など、国や市町村とも連携して京都府産農林水産物全体のブランド戦略を強化し
ます。

	13	 開発を進めている新たな「京都ブランド米」を早期に市場に投入し、京料理人等と連携しながら京都ならでは
のストーリーを意識したＰＲ戦略や生産支援により、ブランド力向上につなげます。また、ピラフやおにぎり
などの業務用向けに多収米を安定的に生産・供給するなどにより、所得を向上させます。

	14	 丹後とり貝、岩がきについて、身入り状況を加味した出荷規格を設定するなど、京のブランド水産物を構築す
るとともに、旬の魚介類を活用した漁港めしや漁船による海上タクシー、「アユやアマゴ等の特色ある漁場」づ
くりなど、ＤＭＯとも連携した「漁観連携」による観光との一体的な展開を強化します。

	15	 京都府産和牛のインバウンド・国内向けブランドの基準の統一やＰＲを強化し、国内トップブランドとして確
立させ、「京都ぽーく」、「京地どり」など、京都の畜産物全体のブランド力を引き上げるとともに、乳製品や牛
肉の加工・販売、乳搾り体験など、畜産・酪農の６次産業化を進めます。

	16	 海外の日本食レストラン、海外シェフやグルメブロガーなどに対し、和食をコンセプトに米、日本酒、宇治茶、
京野菜及び牛肉等をセットで海外に発信するとともに、「京もの提供店」を拡大し、京都ブランドの世界的な認
知度向上や輸出拡大につなげます。

	17	 宇治茶については、「京都府宇治茶普及促進条例」を踏まえ、宇治茶の有料ドリンクメニュー化など、「宇治茶
プレミアムブランド戦略」を推進し、観光客も含め、普及を促進します。また、海外においても愛飲されるよう、
海外の残留農薬基準に適合する生産方法を産地ぐるみで普及・拡大させるとともに、高品質な茶生産を支える
ため、茶業研究所を核として「宇治茶実践型学舎」を創設し、高い技術を持つ担い手を育成します。

	18	 ＧＡＰやオーガニック、ハラル等の世界的なニーズの高まりに応じた取組など、国際水準での生産や品質を管
理する取組を進めます。

	19	「１００％メイドイン京都の地ビール」の商品化など、生産から加工、提供まで一貫した１００％メイドイン京
都ブランド商品の開発を支援するとともに、中食・外食等の実需と結びついた契約栽培や農商工連携、６次産
業化を進め、京都府農業の魅力を国内外に発信します。

	20	 高齢社会や健康志向の高まりを見据え、京野菜や宇治茶等の健康機能性に着目して、大学、食品・医療産業及
び病院との連携を進め、京野菜等を活用した商品やサービスの開発等を促し、新たな需要を創出します。
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魅力ある農林水産業の実現に向け、次代を担う人材の確保・育成を
強化します。
	25	「京の農産物等輸出サポート隊」の仕組みを強化し、農業者の海外ビジネスの立上げや、グループ化をサポート

するとともに、京の農業応援隊と中小企業応援隊の連携により産地と実需の連携体制を強化することで輸出拡
大の本格化をめざす農業経営者を支援し、「京都アグリビジネスグローバル人材」として養成するなど、輸出を
担う人材の裾野を拡大します。

	26	 ベンチャーマインドを持ってＩＣＴ技術等先進的な農業経営にチャレンジする若者を育成するため「農業ベン
チャー・インキュベーション・ファーム」を開設します。

	27	 家畜保健衛生所と畜産センターを核として「京の畜産応援隊（仮称）」を新たに結成し、後継者のいない畜産農
家の法人化の推進や外部人材登用による後継者確保を進めます。

	28	「新たな森林管理システム」を円滑に運用するため、取組の中核となる市町村への技術的なアドバイスを行う相
談窓口を設置するとともに、林業大学校において職員向けの研修を実施するなど、市町村の人材育成を支援し
ます。

	29	 企業との連携を強化するなど「京の農林女子ネットワーク」の取組を拡大し、京都府農業を牽引する農業経営
者として将来多くの女性が活躍できるよう「アグリウーマン・アワード（仮称）」を設けます。

	30	 農業等法人について、給与体系や勤務形態、経営状況等の「見える化」や「働き方改革」を進め、就業希望者
とのミスマッチ解消や、キャリアパスの仕組みの導入など、人材の確保・育成を強化します。

	31	 定年者の就農や半農半Ｘの実践等を促すため、移住セミナー等と連携した情報発信を強化するとともに、技術
習得や小型の機械整備などを支援するほか、ＩＣＴ技術を活用した地域の除草作業など、シニア世代でも取り
組めるビジネス展開を進め、農業・農村の担い手の裾野を拡大します。	

	32	「漁業塾」を開設し、ＡＩ・ＩＣＴ技術等も活用した新技術や、活締めや神経締めなど高品質化のための処理など、
漁業者のスキルアップを図り、新鮮で安全な「京の水産物」の流通を拡大します。

	21	 丹波くり、京たけのこ等を活用した商品開発や北山杉、竹、漆及びみつまたなどを歴史的ストーリーと組み合
わせて内外に発信し観光と結び付けるなど、京都ならではのコンテンツを生かして新たなマーケットを開拓し
ます。

	22	 若年層も気軽に食べやすい「ファストフィッシュ商材」の開発を進め、学校給食等における魚食普及を拡大し、
水産物の消費拡大につなげます。

	23	 有害鳥獣による被害を更に軽減させるため、捕獲の担い手の確保、ＩＣＴ技術を活用した効率的な捕獲や生息
域把握、京都ジビエのブランド展開を本格化させる販売促進活動など、総合的な対策を講じます。

	24	 家畜伝染病防疫体制を確保し、対策を徹底するとともに、豚コレラ、鳥インフルエンザ及び口蹄疫等の正しい
知識の普及・啓発を推進します。

京野菜（出典：京のふるさと産品協会）
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農山漁村を将来にわたって持続させるため、小規模農家等のなりわいの創出
や農地を維持するとともに、森林を適正に管理する仕組みを作ります。

大学や企業等との連携により、子どもたちや若者など次世代が食の大切さや
京都の食文化を大切にする気持ちをはぐくみます。

	33	 集落営農等の法人化・組織化を推進するとともに、小規模水稲栽培が中心で、経営が厳しく後継者不足も深刻
な中北部等の集落営農組織が、農業法人と連携して行う京野菜生産の導入による経営基盤の強化や、将来の労
働力確保に向けた地元企業等との協働などの取組を支援します。また、小規模産地でも需要に応えられる産地
間リレー生産・出荷体制を強化するとともに、生産者と消費者の交流拠点である農林水産物直売所を核とした
地産地消の取組を進めます。

	34	「京都府森林経営管理サポートセンター（仮称）」を設置し、市町村が実施する森林整備の企画や実施を受託す
ることなどにより森林管理の仕組みを確立させます。

	35	 森林施業にＩＣＴ等の先端技術を活用するとともに、素材生産者等の林業経営体による施業の集約化を進め、
収益性の高い林業経営の実現をめざすなど、林業振興に向けた総合的施策を講じることにより、適切に管理さ
れ、循環利用される森林を拡大します。

	36	 若者世代を対象に「食育体験講座」を開設するとともに、大学生を中心とする「食の安心・安全ヤングサポーター
（仮称）」登録制度を創設し、将来を担う若者の食に対する意識を向上させます。

	37	 幼稚園・保育所等における調理体験などの体験型食育や、「きょうとこどもの城」等と連携した地域で行う食育
を進めます。

	38	 中小食品事業者がＨＡＣＣＰに取り組めるよう個別相談会や研修会等を開催し、導入手法や技術を普及させる
とともに、府内で製造された流通食品の規格基準の適合性を抽出検査し、府民の食の安心・安全を確保します。

	39	「京都府食べ残しゼロ推進店舗」について、紹介マップの作成や飲食店検索サイトとの連携等により拡大させる
ほか、フードバンクとの協働、府民向けの研修会開催やインターネット講座の開設による情報発信などにより、
事業者、消費者及び地域と一体となって食品ロスの削減に取り組むなど、食育活動を進めます。

	40	 宗教上の食の慣習等がある国内外の観光客や留学生等が、安心して京都の食を味わえるよう、使用している食
材情報等を外国語等で発信する飲食店等を拡大します。
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【ハード・ソフト一体的な防災・減災対策で被害の最小化が実現】
●	ハード・ソフト一体となった総合的な防災・減災対策が進み、災害時の被害や社会生活、経済活動への影響が最
小限に抑えられています。

【迅速かつきめ細やかな災害対応と復旧・復興体制が構築】
●	災害発生時においては、人命の救助、被災者の状況等に応じた適切な情報や生活必需品の提供、医療体制の確保
及び高齢者や障害者などの要配慮者支援など、迅速かつきめ細やかな災害対応が行われるとともに、電気・ガス・
上下水道などのライフラインの早期復旧・確保や被災者の生活再建など、復旧・復興体制が構築されています。

【広域ガスパイプライン等エネルギー供給のリダンダンシーが確保】
●	ＬＮＧ基地整備や日本海側から太平洋側への広域ガスパイプラインの整備により、大規模広域災害時のエネルギー
供給に係るリダンダンシーが確保されています。

⑯ しなやかで災害に強い地域

20 年後に実現したい姿

▼ハード・ソフト一体的な防災・減災対策で被害の最小化
　が実現

▼迅速かつきめ細やかな災害対応と復旧・復興体制が構築

▼広域ガスパイプライン等エネルギー供給の
　リダンダンシーが確保

災害時声掛け隊の人数（累計）

河川整備計画策定済み河川の改修延
長（累計）

目標数値
（2023年度）

目標数値
（2023年度）

基準値
（2018年度）

500 人

30.5 km

19.2 km

主な数値目標

４年間の
対応方向・具体方策

〜　  の方策	 1 	48

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で
取り組む　きょうとチャレンジの
重点・新規方策を再掲しています。

1
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現状分析・課題 
 ・	京都府が管理している河川延長約１，８００ｋｍのうち、改修が必要な延長は約１，４００ｋｍであり、そのうち、
時間雨量５０ｍｍに対応できる河川整備が完了した区間は約５００ｋｍ（約３６％）となっており、引き続き、
河川改修等を進めるとともに、市街地等における内水対策を進める必要があります。

 ・	農業用ため池について、近年の被害状況から決壊による被害発生も懸念されることから、ため池機能の適切な維
持・管理を行うとともに、緊急時の迅速な避難行動につなげる浸水想定区域図や、ため池ハザードマップの作成
を進める必要があります。

 ・	約１７，０００箇所ある土砂災害警戒区域のうち、区域内に避難所、病院等の要配慮者利用施設等がある土砂災害
要対策箇所は約５，５００箇所であり、そのうち対策工事が完了した箇所は約７５０箇所（約１４％）となっており、
引き続き、土砂災害対策を進める必要があります。

 ・	約５，０００箇所ある「山地災害危険地区」のうち、防災対策に着手している箇所は約１，６００箇所（３２％）
に止まっており、今後、最も危険度の高い地区約４００箇所から優先的かつ計画的に山地災害の未然防止に向け
た対策を進めるとともに、倒木や土砂流出等が発生した箇所については、早期に対策を講じることが必要です。

 ・	京都府内に影響を及ぼす地震として、南海トラフ地震や２２の断層による内陸直下型地震が予測されており、橋
りょう、緊急輸送道路、鉄道等の構造物や建築物等の耐震化を進める必要があります。

 ・	全住宅の耐震化率は８３％（平成２７（２０１５）年）に止まっており、特に木造住宅の耐震化率は約７２％と低く、
木造住宅の耐震化の促進が課題となっています。

 ・	丹後沿岸では、約３１５ｋｍの海岸線を有しており、護岸等の海岸保全施設や港湾、漁港施設等における津波、
高潮、海岸侵食等の対策が必要となっています。

 ・	平成３０年７月豪雨では、避難勧告・避難指示（緊急）の対象者は、それぞれ最大で約６２万人でしたが、実避
難者は、約４，２００人に止まっており、避難勧告等が発令されても、危険が迫っていることを住民が十分に認識
できていないことが課題となっています。

 ・	河川防災情報については、雨量計、水位計及び河川防災カメラを設置し、府民への情報提供を行っていますが、
未設置となっている鞍馬川や善峰川、吉野川等の約１２０河川についても、洪水時の水位観測に特化した危機管
理型水位計を計画的に設置することにより、水位観測網を充実させています。なお、土砂災害警戒情報については、
スマートフォンでも情報提供しています。

 ・	上下水道施設の老朽化が進み、施設更新費が必要となる一方で、人口減少により水道料金及び下水道使用料収入
の減少が見込まれ、上下水道事業の経営状況は更に厳しくなることから、持続的な経営が求められています。

 ・	上下水道施設の管路について、上水道（市町含む）の基幹管路の耐震適合率は、３６．４％（平成２９（２０１７）
年度末時点）と全国平均（３９．３％）を下回っています。法定耐用年数である４０年を超過する管路は１６．０％（全
国平均１４．８％）となっています。また、下水道（市町含む）の重要な幹線等の耐震化率は３２．９％（平成
２９（２０１７）年度末時点）と全国平均（４６％：平成２６（２０１４）年度末時点）を下回っています。	

 ・	富山県から山口県までの日本海側及び日本海側と太平洋側をつなぐガスパイプラインが未整備となっており、南
海トラフ地震等へのリダンダンシーの確保が課題です。

４年間の対応方向・具体方策 
国や市町村と連携し、河川改修や貯留施設の整備等、総合的な治水対策及び
砂防・急傾斜地における土砂災害対策等を進めます。
	 1	 桂川改修について、嵐山地区等、下流の国管理区間においては、昭和２８年台風１３号洪水に対応した整備を

促進するとともに、上流の亀岡地区等、府管理区間においても、霞堤の嵩上げ着手等、河川整備計画に掲げた
改修を推進します。

	 2	 由良川改修について、国管理区間の河道掘削、堤防整備、宅地嵩上げ等、緊急治水対策を促進するとともに、
府においても支川の河川改修、内水対策を国と連携し推進します。

	 3	 京都府が管理する大野ダムについて、洪水調節機能を高めるため、事前放流目標水位の暫定的な引下げ等、効
果的な管理を行います。また、日吉ダム等、国及び水資源機構が管理するダムについても、洪水調節機能の充
実等に向けた取組を促進します。
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	 4	 老朽化したため池の適切な維持管理を行うとともに、防災重点ため池について、浸水想定区域図の公表を進め、
ため池ハザードマップの作成を進めます。

	 5	 桂川右岸流域下水道事業「いろは呑龍トンネル」について、令和２（２０２０）年度の暫定供用・令和５（２０２３）
年度の完成に向け、南幹線及び呑龍ポンプ場の整備を進めるとともに、流入量・貯留量の予測精度を上げ、よ
り正確な浸水予測情報を発信し、貯留機能と流下機能を最大限に発揮させる運用を確立します。

	 6	 宇治川の天ヶ瀬ダム再開発事業や堤防補強、木津川の川上ダム建設事業や堤防補強等について、国と連携し促
進します。

	 7	 河川整備計画に基づき、鴨川、福田川、伊佐津川、高野川、園部川、古川、弘法川、法川等や、京都市と協調
して進めている四宮川、安祥寺川、ＪＲ奈良線複線化に合わせた戦川や新田川、水害リスクの高い天井川の切
下げ等の整備を推進します。

	 8	 避難所や要配慮者利用施設がある土砂災害警戒区域内の土砂災害対策を推進するとともに、「京都府豊かな森を
育てる府民税」を活用した防災事業により、荒廃した森林の整備や倒木除去による流木防止等予防的な対策を
強化し、山地災害を未然に防止します。

	 9	 市街地で頻発する内水被害を軽減するため、下水道事業による市町村の雨水対策を支援します。	

	10	 土木事務所に配備した排水ポンプ車の効果的な運用を行うとともに、国や市町村との連携により、配備を充実
させます。	

	11	 道路の法面対策等を進めるとともに、異常気象時通行規制の基準を見直します。	

	12	 河川氾濫時の救援活動を支える、木津川沿川（国道１６３号）や由良川沿川（国道１７５号、舞鶴福知山線、
舞鶴綾部福知山線等）の整備を進めます。

道路・鉄道等のインフラ、公共施設、建築物等の耐震化、避難体制や
備蓄など、地震対策を進めます。
	13	 緊急輸送道路上の橋りょうについて、大地震など災害発生時においても軽微な損傷に止まり、速やかな機能回

復が可能となる耐震対策や、沿道建築物の耐震化、無電柱化を進めます。

	14	 南海トラフ地震等大規模広域災害に備え、京都舞鶴港でのＬＮＧ基地、日本海側と太平洋側を結ぶ広域ガスパ
イプラインの整備や、日本海沖でのメタンハイドレートの開発などを促進します。

	15	 国の活断層評価の再評価を踏まえ、最新の科学的知見に基づいた活断層ごとの被害想定の見直しを行い、これ
に備えた地震防災対策を講じます。

	16	 府有施設の耐震化を進めるとともに、耐震性が不足する住宅及び耐震診断が義務化された大規模建築物につい
て、府及び市町村による耐震フェアの開催や、建築関係団体等の協力を得て実施する耐震改修に関する技術的
支援により、耐震化（除却、建替含む）を促進します。

	17	 丹後沿岸の海岸保全施設について、津波、高潮及び海岸侵食等の対策を推進するとともに、護岸整備や海岸保
全施設の長寿命化を図ります。

	18	 原子力災害発生時における広域避難計画の実効性を高めるため、国、関係府県及び関係機関と連携し、ＰＡＺ
地域（５ｋｍ圏）が存在していることを踏まえた訓練を実施するとともに、避難道路や放射線防護施設、避難
退域時検査等に必要な資機材を計画的に整備します。

	19	 常時監視体制だけでなく、原子力災害の発災時等の緊急時モニタリング体制について、放射線測定所等の通信
設備や電源の多重化、実践型モニタリング訓練の実施等により強化します。

	20	 京都舞鶴港に、災害時にも利用可能な太陽光などの再生可能エネルギー設備の導入と、再生可能エネルギー発
電施設の誘致を推進します。
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	21	 動物救護対策マニュアルに基づく被災動物の保護及び餌の確保等、体制を整備し、市町村に同行避難を受け入
れるための技術的指導・支援を行うとともに、動物の飼養者に対し平常時から準備しておくことの重要性を広
く啓発します。

	22	 大規模災害発生時等において、府が備蓄している約２８万人分の備蓄物資のほか、関西広域連合や全国からの
救援物資を円滑かつ迅速に被災者に供給できるよう、平時から市町村や物流事業者その他関係団体との連携を
強化します。

府・市町村の危機管理体制を充実し、災害発生時の対応力及び災害から
立ち直れる力を強化します。
	23	 危機管理センターを設置し、オペレーションルームの常設、国等の応援機関の専用スペース・リエゾン室の確保、

４振興局へのサブセンターの設置等、京都市及び府内市町村対策本部とのネットワークを強化します。また、府・
市町村の災害発生時対応業務について、図表等を用いて視覚的にも分かりやすく標準化するとともに、総合防
災情報システムの整備、国のＩＳＵＴ（災害時情報集約支援チーム）との連携体制の確立、備蓄管理システム
の整備、防災情報の多言語発信、洪水氾濫状況等のリアルタイム配信など、最先端の危機管理体制を構築します。

	24	 府内全ての自主防災組織における水害等避難行動タイムラインの策定と「避難時声掛け体制」を確保するとと
もに、災害危険情報の対象エリアを精緻化し、危険度の高いエリアに絞ってプッシュ配信することにより、情
報の信頼性を向上させるなど、「逃げ遅れゼロ・プロジェクト」として取り組みます。

	25	 降雨情報（Ｘ－Ｒａｉｎ）とミクロな地形情報、実績水位をもとに早いタイミングで中小河川の洪水を予測す
るＡＩ活用「氾濫早期予測システム」を開発します。

	26	 府管理全３７７河川について、想定し得る最大規模の降雨に対応した浸水想定区域図を公表し、自主防災組織
の避難行動タイムライン作成を促進します。

	27	 大規模な災害が想定される地域について、市町村とともに特定地域防災協議会を設け、地域住民と国・府・市
町村が一体となった防災対策を円滑かつ効果的に実施します。

	28	 今後想定される大規模災害からの迅速かつ円滑な復興に向け、あらかじめ復興計画の策定手順を定めておくな
ど、事前の準備に取り組みます。

	29	 災害廃棄物対策を強化するため、市町村や関係団体参加による「災害廃棄物処理連絡協議会（仮称）」を広域振
興局ごとに設置し、大規模災害発生時の仮置き場の確保等について、シミュレーションを行います。

	30	 自然災害やテロ、武力攻撃事態などの国民保護事案の発生等を想定した関係機関との合同・実践的訓練による
対処能力の向上や、装備・資機材の整備・拡充により、危機管理体制を強化します。

	31	 府市の消防学校が、消防職員の初任教育等を共同で実施し、教育訓練内容の充実と災害時の消防本部相互の連
携した活動を進めるほか、消防業務の共同化や救急救助に係る相互応援を通して、効果的な消防防災体制を推
進します。

	32	 大規模災害発生時等において、被災状況の把握、被害の拡大防止、被災地の応急復旧等が円滑かつ迅速に行わ
れるよう、平時から、自衛隊、第八管区海上保安本部、国土交通省の緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）
及び京都府建設業協会等との連携を強化します。

	33	 消防団の活動力の強化と団員確保に資するよう、学生や女性等の加入促進やＯＢ団員の登録制度を拡充するな
ど、消防団の活動環境改善に取り組むとともに、大規模広域災害時に孤立する危険のある中山間地における「ふ
るさとレスキュー」の取組地域を拡充します。

	34	 災害発生直後から応急復旧期に至るまで、災害フェーズに応じた適切な支援体制の充実に向けて、ＤＭＡＴ（災
害派遣医療チーム）、保健師チーム、ＤＷＡＴ（災害派遣福祉チーム）、ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）、
ＤＨＥＡＴ（災害時健康危機管理支援チーム）などの専門性の高い災害派遣チームの養成・育成を進めるとと
もに、災害の種類・規模や被災者の状況に応じた適切な支援が行えるよう、訓練を実施します。

	35	 災害拠点病院における大規模地震や豪雨災害等への災害医療体制を強化します。また、病院・社会福祉施設の
優先復旧等、業務継続を支援する仕組みを構築するとともに、京都府災害時要配慮者避難支援センターにおい
て、原子力災害等の発生時における入院患者、社会福祉施設入所者、在宅要配慮者の避難・受入の仕組みづく
りを進めます。
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	36	 要配慮者の避難を円滑に行うため、市町村における個別避難支援計画の作成を促進します。	

	37	 避難所等の生活支援のため、福祉避難サポートリーダー、通訳ボランティアを養成するとともに、在宅の高齢者、
障害者、難病者、妊産婦・乳幼児、外国人、ＬＧＢＴ等へのきめ細やかな配慮がなされるよう市町村と連携し
て対応を進めます。

	38	 市町村災害ボランティアセンターの充実に向けて、府災害ボランティアセンターの初動支援チームの養成及び
訓練を実施するなど、体制を強化します。

	39	 災害対応や除雪など地域の安心・安全を支えるため、建設関連産業の担い手の確保・育成を進めます。	

	40	 災害時には、ＩＣＴ技術等を活用し、迅速な情報の収集・発信を行うとともに、市町村や防災関係機関と連携し、
地域ＦＭ局などの報道機関を活用することにより、正確な情報を確実に府民に伝達します。

	41	 大規模広域災害時等において京都の活力を維持・向上させるため、京都ＢＣＰ行動指針に基づき、個別企業の
ＢＣＰ策定を促進するとともに、経済団体やライフライン事業者等と連携して、応急・復旧対策を行う連携型
ＢＣＰの取組を推進します。

上下水道事業の安定的・持続的な事業運営を進めます。
	42	 京都水道グランドデザインに基づき、市町村の水道施設について、耐震化計画による重要給水施設への供給ラ

インの耐震化や中長期的財政収支に基づいた計画的な更新を進めるとともに、３つの圏域（北部、中部、南部）
ごとに広域連携の取組を進め、水道事業の経営基盤を強化します。

	43	 流域下水道施設について、計画的に耐震化・老朽化対策を推進するとともに、平成３１（２０１９）年４月か
ら導入した公営企業会計を生かし、持続的・効率的な事業運営を行います。

	44	 府と全市町村が連携して汚水処理の広域化・共同化の取組を進め、府全体の持続的な汚水処理事業の運営体制
を確立します。

	45	 新名神高速道路開通に伴う新規企業の立地や、関西文化学術研究都市関連の開発などに対応するため、市町村
の上水道施設の整備と連携を行うほか、木津川流域下水道洛南浄化センターの水処理施設を増設します。

	46	 府営水道において、宇治系送水管を耐震化するとともに、乙訓浄水場に未整備の非常用自家発電設備を導入し
ます。

	47	 桂川右岸流域下水道洛西浄化センター・木津川流域下水道洛南浄化センターの機械・電気施設等を更新すると
ともに、宮津湾流域下水道の幹線管渠の強靱化を進めます。

	48	 市町村がそれぞれの状況を踏まえて実施する水道未普及地域対策事業に対し、必要となる支援・助言を行うと
ともに、下水道、浄化槽などその地域に応じた最適な汚水処理施設の整備により、汚水処理未普及地域の解消
を進めます。
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20 年後に実現したい姿
【犯罪や交通事故を生じさせない安心・安全な社会】
●	ソフト・ハード両面での交通安全対策、進化するサイバー犯罪や技術革新に伴い発生する新たな犯罪への迅速な
対応が図られ、地域の防犯力の向上と再犯防止の取組により、犯罪や交通事故による被害者も加害者も出さない
安心・安全な社会が実現しています。

【消費者被害の発生がない社会】
●	消費者被害が防止され、安全な商品・サービスが安心して消費できる社会が実現しています。

【ＤＶを許さない社会】
●	ＤＶは許さないという意識が醸成され、ＤＶ被害者も加害者も出さない安心して暮らせる社会が実現しています。

⑰ 犯罪や事故のない暮らし

20 年後に実現したい姿

▼犯罪や交通事故を生じさせない安心・安全な社会

▼消費者被害の発生がない社会

▼ＤＶを許さない社会

年間の交通事故死者数

刑法犯認知件数

目標数値
（2020年）

目標数値
（2023年）

基準値
（2018年）

基準値
（2018年）

50 人以下

15,000 件

52 人

16,821 件

主な数値目標

４年間の
対応方向・具体方策

〜　  の方策	 1 	28

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で
取り組む　きょうとチャレンジの
重点・新規方策を再掲しています。

1



115

地
域
振
興
計
画

将
来
構
想

基
本
計
画
分
野
別
基
本
施
策

現状分析・課題 
 ・	刑法犯認知件数は、平成３０（２０１８）年に統計史上最少の件数となりましたが、近年は特殊詐欺等の被害
が深刻です。さらに、子どもの安全を脅かす事案が数多く発生しているほか、再犯者数は横ばいで、平成３０
（２０１８）年の再犯者率は約５割に至っています。犯罪のない安心・安全なまちづくりの更なる推進に向けて、
民間の支援団体等との連携を強化し、犯罪被害防止や再犯を防止する取組が必要です。

 ・	平成３０（２０１８）年の交通事故発生件数は、１４年連続で減少し、死者数は、統計の残る昭和２３（１９４８）
年以降、最少となりましたが、近年、高齢者が被害者や加害者となる交通事故が高い割合を占めていることや自
転車利用者による、いわゆる「ながらスマホ」等危険な運転が依然として見受けられ、高齢者対策や自転車運転
のマナーアップと自転車保険への加入の徹底に向けた取組が必要です。

 ・	京都府の消費生活相談窓口に寄せられた相談件数は、ここ数年５，０００件台で推移しています。そのうち約３割
が６５歳以上の高齢者からの相談となっており、詐欺的な手口に関する相談が増加しています。令和４（２０２２）
年４月から成年年齢が１８歳に引き下げられることに伴い、１８・１９歳の未成年者取消権がなくなるため、若
者への消費者教育が必要です。

 ・	ＤＶ、性暴力被害の相談件数は、近年、増加傾向にあります。被害を未然に防止するための啓発や、被害に対す
る相談及び自立支援の体制を整え、被害を減少させる必要があります。 

 ・	青少年のスマートフォン等の所有・利用の増加に伴い、平成３０（２０１８）年度のＳＮＳに起因する事犯の被
害児童数（１８歳未満）は５年前の１．４倍に増加しています。

４年間の対応方向・具体方策 
府民の防犯・交通安全意識の向上や地域防犯力の向上等により、
犯罪・交通事故の起きにくい社会づくりを進めます。
	 1	 犯罪の発生情報を集約、ＡＩ等を活用して情報の分析機能を強化するなど、犯罪防御システムの高度化を図り、

先制的なパトロールや効果的な情報発信等により、更なる犯罪抑止対策を推進します。

	 2	 「子どもの交通安全「安心空間」確保プロジェクト」を創設し、
▷通学路やお散歩コース等の園外活動における交通事故防止のため、路肩の拡幅やポールを設置するとともに、
地域、保育所・認定こども園・幼稚園、学校、行政、警察等が連携して、子どもが安心して通行できる交通
環境の整備を推進します。

▷車両運転者への対策として、交通安全教室等あらゆる機会を活用するとともに、安全運転サポート車や急発
進抑制装置装着の技術開発や普及を進めます。

	 3	 ＧＩＳを活用した交通事故の発生原因等の多角的な分析に基づき、原因別に重点を絞った街頭活動の展開や自
転車通行帯等の道路交通環境の整備等、地域の交通実態に即した交通事故防止対策を進めます。

	 4	 高齢者の消費者被害を防止する見守り人材を養成し、官民一体となって特殊詐欺等を発生させない社会気運を
醸成するとともに、ＡＩ等の最新技術を被害抑止に活用するなど、社会全体の特殊詐欺等に対する防御力を強
化します。また、金融機関等に対して、特殊詐欺等の被害の未然・拡大防止に有効な各種システムの開発・導
入を働きかけるなど、水際対策を強化します。

	 5	 学生防犯ボランティア等と連携した大学生対象の自転車盗被害防止啓発活動を強化するとともに、防犯まちづ
くり賞に学生部門（ユースボランティア大賞（仮称））を設けて活動を活性化します。

	 6	 刑事司法関係機関、市町村、医療・福祉関係機関等が参画する「再犯防止推進ネットワーク会議（仮称）」を設置し、
地域の実情に応じた就労や生活支援等の取組に向けた連携を強化し、併せて、再犯防止等への府民の関心と理
解を深めるための重点的な広報啓発を行います。

	 7	 犯罪捜査の高度化を進め、特殊詐欺や性犯罪等の府民に不安を与える犯罪を撲滅します。また、暴力団をはじ
めとする反社会的勢力の弱体化、壊滅に向け、官民一体となった組織犯罪対策を推進するとともに、薬物密売
組織の壊滅と末端乱用者に対する取締りを徹底します。
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	 8	 警察署等の再編整備及び建替整備を推進し、各種事件・事故、災害等への対応能力の高い警察署等を構築する
とともに、地域の防犯活動の拠点となる交番・駐在所の建替整備を進め、機能を充実・強化します。

	 9	 サイバー犯罪やサイバー攻撃からの被害防止に向け、府民への啓発活動や事業者等に対する個別訪問を実施す
るとともに、高度化・巧妙化するサイバー犯罪等に的確に対処できる人材の育成や資機材の整備等を進めます。

	10	 警察官の語学力強化等、国際化や訪日外国人急増に伴う事件や事故、遺失拾得、地理案内などの事象へ的確に
対応します。

	11	 学校等の関係機関が連携し、「こども１１０番のいえ」の整備や地域住民、事業者等の協力を得た「ながら見守り」
の推進、歩道整備等のハード整備など、通学路等における子どもの安全対策を強化します。

	12	 府民協働防犯ステーションを核とした防犯ボランティア活動への支援を進めるとともに、学生や社会人、事業
所（法人）など幅広い層の防犯ボランティア活動を促進し、地域防犯力を高めます。

	13	 日常生活の中で防犯活動への参加機会を増やすため、ペットの散歩やジョギング等の中で行う「ながら防犯パ
トロール」を推進します。

	14	 運転免許証の自主返納促進に向けた取組等、高齢者の生活環境を踏まえ、地域の実情に応じた高齢運転者の交
通事故防止対策を推進します。また、高齢者宅訪問による個別指導や反射材用品等の着用促進により、高齢歩
行者の交通事故防止対策を進めます。

	15	 交通事故防止及び交通事故被害軽減に資する交通指導取締りのほか、無免許運転や飲酒運転、あおり運転等を
行う悪質・危険な運転者の取締りを強化します。

	16	 全ての小・中学校等において自転車運転の危険性を認識させる手法も含めた参加・体験型等の自転車交通安全
教室を開催します。また、訪日外国人も含め、自転車利用の交通ルール遵守を呼びかけるとともに、悪質・危
険な交通違反に対する指導・取締りを強化するなど、自転車の安全利用を促進します。

	17	 テロの未然防止に向け「京都テロ対策ネットワーク」を活用した官民一体のテロ対策や関係機関と連携した水
際対策を推進します。また、広報啓発活動を強化し、テロ未然防止気運を高めます。

	18	 団体・ボランティア等と協働して少年非行の未然防止活動を実施するためのネットワークの構築やスクールサ
ポーターを増員し、非行防止教室や薬物乱用防止教室を充実させます。また、インターネット上における非行
防止を目的としたサイバーパトロールやサイバー補導の強化、立ち直り支援チーム（ユース・アシスト）によ
る寄り添い型支援など、非行・再非行を防止します。

若年者の消費者被害・ネット取引被害、青少年のインターネット利用による
性犯罪・児童ポルノ被害等、被害の未然防止に向け、工夫を凝らした啓発活動
を進めます。
	19	 ＳＮＳをはじめ急激に変化するインターネット環境の中にあって、青少年が被害に遭うことを未然に防止する

ため、青少年関係団体や事業者等と連携して青少年が自らを守る意識を醸成するとともに、保護者等へ向けた
啓発活動を強化します。

	20	 若年者の消費者被害を未然に防止するため、成年年齢引下げに係る啓発活動を実施するとともに、教員研修や
高校生に対する消費者教育を実施します。

	21	 ネット取引被害を未然に防止するため、ＳＮＳやメールマガジン、ホームページ等でセキュリティ対策やＩＤ
等の不正利用の実態等を情報発信します。

	22	 新手の手口による被害の大量発生につながるようなケースについて、警戒情報を発する仕組みを構築し、被害
の拡大を招かないよう市町村や地域、関係団体等と連携して広報するとともに、大学生消費者リーダーも増員
養成し、早期の情報提供を進めます。
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犯罪被害者等への総合的な支援を行うとともに、ＤＶ、性暴力被害の潜在化
の防止やストーカー事案、ＤＶ事案等に迅速・的確に対処し、被害者等の安全
を確保し、社会的自立に向け支援します。
	23	 ＤＶ被害者支援の一環として、加害者の抱える個別の背景等を踏まえ、加害者自らが加害に気づき、加害を繰

り返さないための更生プログラムを実施します。

	24	 デートＤＶも含め暴力を許さない意識づくりなど、あらゆる世代に応じた啓発を進めるとともに、多様なケー
スの相談に対応できるよう市町村、ＤＶ相談支援センター職員等に対し、より専門的な研修を実施します。また、
面前ＤＶが子どもに及ぼす影響について、啓発等を実施します。

	25	 ＤＶ被害者が地域の中で社会的に自立し安心して生活できるよう、関係機関が連携して被害者一人ひとりのニー
ズに合わせた切れ目ない支援を行います。

	26	 ストーカー相談支援センターに臨床心理士を配置するなど、カウンセリング機能を強化します。	

	27	 京都性暴力被害者ワンストップ相談支援センター「京都ＳＡＲＡ（サラ）」において、若年層への性暴力に対す
る普及啓発等の取組や相談体制を充実し、性暴力被害の潜在化を防止するとともに、被害を未然に防止します。

	28	 関係団体と連携して犯罪被害者等の個々の事情に応じた支援を行います。また、京都犯罪被害者支援センター
に対し古本の売却益を寄附することができる「ホンデリング」について、古本の回収ボックスを府内全市町村
に設置するなど、犯罪被害者支援に対する府民の理解を高めます。
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20 年後に実現したい姿
【温室効果ガス排出実質ゼロへの挑戦】
●	令和１２（２０３０）年度までに温室効果ガス総排出量の平
成２（１９９０）年度比マイナス４０％を達成し、パリ協定
が目標とする今世紀後半でのＣＯ２等の温室効果ガス排出実
質ゼロ（脱炭素社会の実現）に向けた社会の仕組みが構築さ
れています。

【環境×経済の好循環型の社会】
●	ＡＩ・ＩｏＴ技術の活用などにより、環境配慮活動が地域経
済の活性化、人や暮らしにもやさしい好循環を生み出す住み
良い社会が実現しています。

【自立分散型のスマートな社会】
●	徹底した省エネルギー（以下「省エネ」という。）化と再生可能エネルギーの最大限の導入、エネルギーの地産地
消の推進により、原子力発電に依存しない自立分散型のスマートな社会が実現しています。

【ゼロエミッションな社会】
●	環境負荷のより少ない商品・サービスの選択が当たり前になるとともに、プラスチックごみをはじめとする廃棄
物の発生抑制（リデュース＝ｒｅｄｕｃｅ）、再使用（リユース＝ｒｅｕｓｅ）の２Ｒの取組がより進む社会シス
テムが構築され、廃棄物が限りなく削減されたゼロエミッション社会が実現しています。

【人々の暮らしと自然との共生社会】
●	生物多様性の継承・保全と地域資源の利活用が進められ、人々の暮らしと自然が共生する地域社会が実現してい
ます。

⑱ 脱炭素社会へのチャレンジ

20 年後に実現したい姿

▼温室効果ガス排出実質ゼロへの挑戦

▼環境×経済の好循環型の社会

▼自立分散型のスマートな社会

▼ゼロエミッションな社会

▼人々の暮らしと自然との共生社会

府内総電力需要に占める再生可能
エネルギー導入量の割合

温室効果ガス排出量削減率
（１９９０年度比）

目標数値
（2020年度）

目標数値
（2020年度）

基準値
（2018年度）

基準値
（2017年度）

12.0 %

25.0 %

9.2 %

18.3 %

主な数値目標

再エネ設備を設置した住宅

４年間の
対応方向・具体方策

〜　  の方策	 1 	26

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で取り組む
　きょうとチャレンジの重点・新規方策を再
掲しています。

1
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現状分析・課題 
 ・	ＩＰＣＣ（国連気候変動に関する政府間パネル）の１．５℃特別報告書によると、世界の気温は工業化以前の水準
よりも約１℃温暖化していると推定されており、既に気候変動の影響（気温の上昇や、大雨の増加、漁獲される
魚種の変化、熱中症リスクの増加等）が府内にも現れています。

 ・	府内の温室効果ガスの排出量（以下「ＣＯ２排出量」という。）は、省エネ設備への更新等により全体として減少し、
部門別では産業部門及び運輸部門において大きく減少しているものの、家庭部門は増加しています。（平成２９
（２０１７）年度の平成２（１９９０）年度比：産業部門４４．７％減、運輸部門１９．１％減、家庭部門１．６％増、
業務部門６．３％減）

 ・	平成３０（２０１８）年度の府内総電力需要に占める再生可能エネルギー発電量の比率は９．２％で、そのエネル
ギー発電出力の約９割を太陽光発電が占めていることから、太陽光発電以外の多様な再生可能エネルギーの導入
が求められるとともに、更なる導入量の拡大が課題となっています。

 ・	産業廃棄物の最終処分量は近年横ばいで推移していますが、今後、排出量の増大が見込まれる建設廃棄物や、国
際的問題になっているプラスチックごみの対策が求められています。 

 ・	絶滅のおそれのある野生生物の種が増加しているほか、伝統行催事や京料理に用いる植物や川魚などの数が減り、
京都の伝統や文化の継承にも影響が出ています。

４年間の対応方向・具体方策 
最先端技術やエネルギーマネジメントの活用等によるＣＯ２排出量の削減や、
環境にやさしいライフスタイルの普及、気候変動への適応策を進めます。
	 1	 「環境イノベーション創出プロジェクト」として、環境・経済・社会の好循環を生み出す取組を進めます。

▷ＩｏＥ（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　ｏｆ　Ｅｎｅｒｇｙ）を利用したエネルギー需給を最適化します。

▷産学公連携プラットフォームを構築し、再生可能エネルギーでつくった水素の産業・家庭における利用を促
進します。

▷産学公連携による、気候変動に適応するための新たなビジネスを育成します。

	 2	 省エネ機器導入時の初期費用の負担低減に資する新たな販売・リース方法等の開発を支援するとともに、省エ
ネ性能評価・表示制度の充実などにより、健康で快適に暮らせる断熱性能の高い建築物の普及を促進します。

	 3	 運輸部門からのＣＯ２排出量を削減するため、宅配便の受取方法の多様化による再配達削減をはじめとする物
流の効率化を進めます。

	 4	 サイクルシェアなど移動手段の共有（ムーブシェア）やクールスポットなど空間の共有（クールシェア・ウォー
ムシェア）の取組を拡大させるなど、シェアリングエコノミーを進めます。

	 5	 中小企業も取り組めるＳＢＴ（企業版２℃目標）やＲＥ１００（事業運営に必要なエネルギーを１００％再生
可能エネルギーで調達）などの目標達成に向けたＣＯ２排出量削減行動の支援や、ＣＯ２削減計画作成義務付
け事業者制度の充実を図るとともに、府庁自らが、公共施設等への再生可能エネルギー・省エネ設備の導入や
環境に配慮した電力調達を行います。

	 6	 京都市や大学等研究機関と連携して、地域気候変動適応センター機能を整備し、気候変動情報に係る情報収集
及び調査・研究により科学的知見の蓄積を図り、防災、健康、自然生態系、農林水産業等の各分野の取組に活
用します。

	 7	 脱炭素社会の実現を推進するため、中間組織（行政と府民を結びつける組織）との連携を強化するとともに、
地球温暖化防止活動推進員や府民・ＮＰＯ・企業等と協力して地域ぐるみでの環境配慮活動の普及・啓発を行
います。
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	 8	 効果的・効率的な省エネサービスの導入促進に加え、新たな技術による環境にやさしい商品開発や販路開拓等
により、ＣＯ２排出量を削減するとともに、地域産業を育成します。

	 9	 電気自動車等の次世代自動車（ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ等）の普及を促進するとともに、交通手段の転換（モー
ダルシフト）やエコドライブ（環境にやさしい運転）を推進することにより、運輸部門からのＣＯ２排出量を
削減します。

	10	 府営水道事業や流域下水道事業において、省エネ型設備の導入や効率的な運転管理を更に進めるとともに、下
水汚泥の固形燃料化などエネルギーの有効利用を図り、ＣＯ２排出量を削減します。

再生可能エネルギーを活用し、府内のエネルギー自給率の向上や、
エネルギーの地産地消を進めます。

ＡＩやＩｏＴ、ロボット技術などを活用し、廃棄物の発生抑制（リデュース
＝ｒｅｄｕｃｅ）、再使用（リユース＝ｒｅｕｓｅ）の２Ｒの取組の強化と
再生利用（リサイクル＝ｒｅｃｙｃｌｅ）を進めます。

	11	 京都版ＲＥ１００認証制度の創設や認証企業への支援など、再生可能エネルギー導入量の拡大に向けた取組を
支援します。

	12	 バイオマスや風力等の再生可能エネルギー発電施設の誘致や、小水力、太陽熱等を含めた多様な再生可能エネ
ルギーの導入を促進するとともに、地域の再生可能エネルギーを地域に供給する地産地消の取組を進めます。

	13	 家電店・工務店の方などを「京都再エネコンシェルジュ」として認証し、府民が身近で気軽に相談できる体制
を構築するとともに、市町村と連携した普及・啓発を実施し、家庭における再生可能エネルギー設備の導入を
促進します。併せて、事業者向け自立型再生可能エネルギー設備の導入を支援します。

	14	 大学や環境ＮＰＯと連携した子どもたちを対象とする環境学習プログラムの実施や、若者を環境リーダーとし
て養成しその活動を支援することなどにより、次代を担う環境人材を育成します。

	15	 スマートセンサー等、ＡＩ・ＩｏＴ技術を活用した産業廃棄物の効率的回収・監視システムの実用化や、新た
な技術開発、建設廃棄物処理への選別ロボットの整備・導入等を支援するとともに、最新の産業廃棄物処理情
報の集約化を行うプラットフォームを設置します。

	16	 企業や大学とともにオール京都で徹底的な資源循環を推進するため、３Ｒセンターの研究・開発支援制度や体
制を拡充・強化するとともに、プラスチックごみの３Ｒ施設の整備や、代替プラスチックなどの３Ｒが容易な
製品の開発・普及を支援します。

	17	 市町村等と連携して、「もったいない」の精神やエシカル消費の概念の普及を図り、環境価値の高い商品の優先
購入など環境にやさしい取組を進めます。

	18	 海岸漂着物の回収や処理対策等を支援するとともに、市町村と連携し内陸部も含めた流域が一体となって、海
岸漂着物の発生抑制に向けた新たな取組を進めます。

	19	 不法投棄を撲滅するため、休日も含めた監視指導体制を強化し、早期発見・未然防止に努めるとともに、広域
的な不法投棄に対応するため、関係府県とのネットワークを構築します。
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外来生物対策や里地里山の利活用によって生物多様性を保全・継承すると
ともに、優れたまちなみや景観、自然環境、生活環境を保全・創出します。
	20	 野生生物の情報を収集・データベース化し、ＮＰＯ等と連携し、里地里山の保全と利活用をマッチングするプ

ラットフォームを構築するとともに、生物多様性の保全・継承を推進する生物多様性センター機能を整備します。

	21	 環境ＤＮＡ（水中、土壌中等の環境中に放出された生物由来のＤＮＡ）解析等を活用して生物の生息状況を把
握し、効果的な希少生物の保全対策を進めます。

	22	 チマキザサや川魚など京都の文化（和食、祭礼等）を支えてきた動植物や希少種の保全・育成に取り組みます。	

	23	 府、関係行政機関、専門家、事業者、保全団体等で構成する「侵入特定外来生物バスターズ」を臨機応変に編
成することにより、新たに侵入する特定外来生物を初期段階で徹底防除します。	

	24	 山陰海岸ジオパークや自然公園等の自然風景地を保全し、ガイドツアーやビジターセンター等により地域の魅
力を発信することで利活用を進めます。

	25	 水質や大気、騒音等の環境モニタリング体制を強化するとともに、事業所等の監視・指導を的確に行います。	

	26	 里山整備や木材利用など人と森をつなぐ取組を、府民参加の森づくり活動をはじめとする「京都モデルフォレ
スト運動」により地域の特色を生かしながら進めます。

燃料電池自動車 (FCV)MIRAI から給電デモを行い災害時の非常用電源としての有用性をＰＲ

〈けいはんな学研都市のスマートシティの取組〉より
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20 年後に実現したい姿

【スーパー・メガリージョンの形成により新たなイノベーションが創出】
●	リニア中央新幹線や北陸新幹線により、京都と全国の拠点都市が新たな国土軸
で結ばれ、三大都市圏が約１時間で結ばれるスーパー・メガリージョンが形成され、産業立地、広域交流が進む
ことにより、京都の持つ文化、技術を生かした新たなイノベーションや価値が生み出されています。

【道路ネットワークの整備と道路交通の技術革新により産業が成長】
●	高速道路を中心とする広域幹線道路網の整備と自動運転をはじめとする道路交通の技術革新が進むことにより、
高速・省人化された物流サービスが産業拠点と全国各地を結び、府域への投資が促進され、産業が成長しています。

【京都舞鶴港が日本海側のゲートウェイとして確立】
●	京都舞鶴港が、物流・人流の双方において、関西経済圏における日本海側ゲートウェイとして確立しています。

【情報通信基盤の整備により新たな人や地域のつながりが創出】
●	より多くの情報を発信・共有できる情報通信基盤が府内全域に張り巡らされ、ＡＩ・ＩｏＴ等の新しい技術の活
用で、スマートなライフスタイルや地域コミュニティの維持、新たな人や地域とのつながりが生まれています。

⑲ 成長・交流・情報・暮らしの基盤づくり

20 年後に実現したい姿
成長と交流の基盤づくり

▼スーパー・メガリージョン
の形成により新たなイノ
ベーションが創出

▼道路ネットワークの整備と
道路交通の技術革新により
産業が成長

▼ 京都舞鶴港が日本海側の
ゲートウェイとして確立

情報と暮らしの基盤づくり

▼情報通信基盤の整備により
新たな人や地域のつながり
が創出

▼アセットマネジメントの推
進によるインフラ施設の持
続的な安心・安全が確保

▼地域交通網の整備により新
たなライフスタイルが確立

京都舞鶴港コンテナ取扱量
（空コンテナ含む）

府域における鉄道（ＪＲ在来線）の
複線延長（累計）

目標数値
（2023年）

目標数値
（2022年度）

基準値
（2018年）

基準値
（2018年度）

25,000 TEU

94.6 km

18,623 TEU

80.6 km 

主な数値目標

 成長と交流の基盤づくり

 情報と暮らしの基盤づくり

４年間の対応方向・具体方策
〜　  の方策	 1 	32

※色付き 　 の方策は、 　府民協働で取り組むきょうとチャレ
ンジの重点・新規方策を再掲しています。

1
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現状分析・課題 
 ・	京都縦貫自動車道等の全線開通、新名神高速道路の一部開通により、京都府の南北を直結する１４０ｋｍが高速
道路で結ばれ、様々なストック効果が現れてきているものの、高速道路のミッシングリンク解消や４車線化等の
機能強化等、いまだ課題が残されています。

 ・	新名神高速道路の全線開通が令和５（２０２３）年度に予定されており、その整備効果を府域全体に波及させる
ため、アクセス道路等の道路ネットワークの整備が必要です。

 ・	物流における人材不足が深刻化しており、車両の大型化や自動運転技術の活用など物流の生産性向上に向けた新
たな取組が進んでいます。

 ・	平成２９（２０１７）年の京都舞鶴港のコンテナ取扱量は、約２万ＴＥＵと過去最高を記録、平成３０（２０１８）
年も同程度で推移し、クルーズ船寄港回数も急増する中、更なる増加に対応できる荷役機械、貨物ヤード等の整
備が必要です。

 ・	光ネットワーク及び携帯電話網は府内ほぼ全域の世帯において利用可能となりましたが、引き続き情報格差の解
消のための基盤整備を進めるとともに、あらゆるモノがネットワークにつながる社会を見据え、より高速・低遅延・
多数同時接続可能な情報通信基盤の整備が必要です。

 ・	道路、河川等のインフラ施設について、建設後５０年以上経過した橋りょうは平成３０（２０１８）年度末では
約３割ですが、約２０年後には７割以上となるなど、老朽化が急速に進展しており、インフラ長寿命化のための
計画的な点検、補修等が課題となっています。

 ・	ＪＲ山陰本線、片町線、奈良線、関西本線、京都丹後鉄道等、鉄道ネットワークの一層の利便性、速達性の向上
に向けた府域における鉄道の早期整備のほか、高齢者や障害者、外国人観光客等誰もが利用しやすい鉄道駅舎の
整備により、公共交通の更なる利便性向上が必要です。

 ・	各地域の幹線道路に未整備区間がいまだ存在しており、引き続き、安全で快適な道路整備が必要です。
 ・	１日の利用者数３，０００人以上の駅について、バリアフリー化が進められていますが、それ以外の駅への整備は
進んでいません。また、ＩＣカードについては、ＪＲの北近畿エリアで拡大される予定ですが、ＪＲ山陰本線（船
岡駅～上夜久野駅）、舞鶴線、小浜線、関西本線（笠置駅～月ヶ瀬口駅）と京都丹後鉄道の全駅（計５４駅）に整
備されていません。

 ・	乗合バスは、過疎地域等では利用者数の減少、都市部では運転手不足により、バス路線の維持が深刻な課題となっ
ています。

【アセットマネジメントの推進によるインフラ施設の持続的な安心・安全が確保】
●	ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット等、新技術を活用したインフラ施設のモニタリングと効果的なアセッ
トマネジメントにより、持続的にインフラ施設を安心・安全に利用することができます。

【地域交通網の整備により新たなライフスタイルが確立】
●	ＪＲ山陰本線・奈良線・片町線・関西本線等の複線化、近鉄けいはんな新線の延伸等の鉄道路線網の拡充や地域
間を結ぶ幹線道路網の整備により、生活圏や通勤圏・交流圏が拡大しています。　

●	地域と交通結節点、医療、教育、福祉、商業施設等の生活拠点を結ぶ地域公共交通の確保とともに、自動運転や
小型、低速のモビリティやシェアリング、ＭａａＳ等、府全域で利用者の多様な移動ニーズに対応した持続可能
な交通サービスが確立しています。　

●	全駅のユニバーサルデザイン化やキャッシュレス化が進むとともに、駅前広場整備によるアクセス性の向上等に
より、誰もが利用しやすく、安全で人にやさしい、スマートな鉄道環境が整い、公共交通を中心とした、安心・
安全でエコな生活スタイルが確立しています。

 成長と交流の基盤づくり

道路網の整備等により、地域振興・産業観光振興につなげます。
	 1	 新名神高速道路の令和５（２０２３）年度全線開通に向け整備を促進するとともに、山陰近畿自動車道の兵庫

県境までのルート選定等、ミッシングリンクの解消を進めます。

４年間の対応方向・具体方策 
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ＡＩ、ＩｏＴなど最新技術を活用し、豊かな地域づくりを進めます。

公共インフラ施設について、計画的な予防保全型維持管理による
長寿命化を進めます。

京都舞鶴港の整備を進め、関西圏唯一の日本海側ゲートウェイとして、
コンテナ、フェリー、クルーズ機能を強化します。

	11	 自動運転など新しいサービスの基盤となりうる、携帯電話の次世代通信規格である５Ｇへの基地局の移行を進
めます。

	12	 自動運転による新たな移動ツールの導入、自動配送による物流効率化等の成果を、府内に広げます。	

	13	 ＩｏＴの活用拡大に不可欠な５ＧやＬＰＷＡ（低電力で広範囲の無線通信技術）のネットワーク整備を促進し、
防災、農業、インフラ管理等、様々な分野での活用を進めます。

	14	 施設ごとに策定した橋りょう、トンネル、河川護岸 ･堤防等の個別施設計画に基づき、計画的な点検、記録、
補修工事等を実施するとともに、施設情報を一元管理するデータベースの構築等により、メンテナンスサイク
ルを確立させます。

	15	 大学や研究機関と連携し、画像計測や非破壊検査等の新技術を活用したモニタリング及びセンシングにより、
効率的なインフラメンテナンスの取組を進めます。

	 8	 取扱貨物量の増加や航路の拡充を見据えた舞鶴国際ふ頭の整備や、クルーズ船寄港回数の増加や大型クルーズ
船の寄港に対応できる第２ふ頭の岸壁整備などを進めます。

	 9	 京都舞鶴港から高速道路へのアクセス機能強化のため、国道２７号（西舞鶴道路）、臨港道路上安久線等の道路
整備を促進します。

	10	 前島ふ頭の整備や、日韓露
国際フェリー航路の利用拡
大を進め、航路の直行化を
めざします。

 情報と暮らしの基盤づくり

	 2	 京都縦貫自動車道、京奈和自動車道、舞鶴若狭自動車道の暫定２車線区間の４車線化整備を促進します。特に、
京都縦貫自動車道については、ＮＥＸＣＯ西日本による効率的な一体管理に移行し、利用者への情報提供の充
実や、分かりやすい料金設定等により、利便性を向上させます。

	 3	 高速道路のＩＣアクセス道路となる、国道２４号（寺田拡幅、城陽井手木津川バイパス）、国道３０７号（市辺
～奈島、宇治田原山手線）、国道３１２号（大宮峰山インター線）、宇治木屋線（犬打峠）、山城総合運動公園城
陽線（城陽橋）、（都）内里高野道線等の整備を促進します。

	 4	 名神高速道路と第二京阪道路をつなぐ京都南ＪＣＴ、京都市～亀岡市、京都市～大津市を結ぶバイパスや、堀
川通（国道１号）の新たなバイパストンネル等、京都都市圏のネットワーク強化を促進します。

	 5	 安全かつ円滑な物流等を確保するため、重要物流道路の指定や広域道路ネットワークの整備により、経済や生
活を安定的に支える機能の強化及び主要な拠点へのアクセスや災害時のネットワークの代替機能を強化します。

	 6	 幹線道路ネットワーク強化のため、国道９号、国道１６３号等の直轄国道や国道４２３号や国道４２９号、国
道１７５号、国道１７８号など広域的な連携を支援する道路の整備を促進します。

	 7	 リニア中央新幹線（名古屋～大阪間）、北陸新幹線（敦賀～大阪間）の整備を促進します。	
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鉄道網の着実な整備を進めるとともに、利用を促進します。

地域公共交通の利便性向上と、暮らしやすいまちづくりを進めます。

	19	 ＪＲ奈良線高速化・複線化第二期事業を令和４（２０２２）年度開業を
目標に促進します。また、ＪＲ奈良線、山陰本線の全線複線化に向け取
り組むとともに、ＩＣカードの導入などにより利用を促進します。

	20	 ＪＲ片町線の高速化・複線化、関西本線の利便性向上等、関西文化学術
研究都市を中心とした南部地域の鉄道ネットワークの充実強化に向けた
取組を進めます。

	21	 京都丹後鉄道の防災・長寿命化対策を進め、輸送の安定性を向上させます。

	22	「ＭａａＳ・α促進プロジェクト」を創設し、ＭａａＳ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ　ａｓ　ａ　Ｓｅｒｖｉｃｅ）など、
新たなモビリティサービスの導入により、利用者ニーズに即したシームレスな移動を生み出すとともに、持続
可能な地域交通の確立をめざします。

	23	 道路や公園・河川などで、楽しく歩きたくなるネットワークや健康プログラム等を市町村やＮＰＯ等と連携し
て提供する「歩きたくなる健康まちづくりプロジェクト」の取組を進めます。

	24	 ＪＲ奈良線の複線化に合わせた、向島宇治線、上狛城陽線の整備や、各地域の幹線道路となる、綾部宮島線、
小倉西舞鶴線及び（都）御陵山崎線等の整備を進めます。

	25	 公共交通空白地の解消に向け、担い手確保など地域事情に応じた人材マッチングを支援し、地域の生活を支え
る路線バスネットワークを維持するとともに、タクシーや自家用有償旅客運送の活用、貨客混載や生活支援を
一体的に行うマルチ交通等の整備により、生活交通を維持・確保します。

	26	 鉄道駅のホーム柵設置等の安全対策、駅や車両での乗換案内情報の提供等、ハード・ソフト両面で鉄道駅のユ
ニバーサルデザイン化を進めます。

	27	 ＪＲ亀岡駅、ＪＲ向日町駅、ＪＲ八木駅、阪急長岡天神駅、阪急洛西口駅など駅周辺や、城陽市東部丘陵など、
城陽や八幡京田辺など高速道路のインターチェンジ周辺で土地区画整理事業によるまちづくりを促進するとと
もに、関連する都市計画道路の整備を進めます。

	28	 公共交通をはじめ、居住機能や医療・福祉・商業等の様々なまち機能を維持・発揮できるよう、市町村の立地
適正化計画の策定を支援し、持続可能で安心・安全に暮らせるまちづくりを促進します。

	29	 市街化調整区域における定住促進や雇用創出等に資するため、地区計画策定などによる地域特性を生かしたま
ちづくりを市町村と連携して進めます。

	30	 府営住宅について、芥子谷団地、向日台団地及び城南団地等の建替を進めます。	

	31	 民間賃貸住宅における住宅セーフティネットの取組を促進し、高齢者、障害者、子育て世帯及び新婚世帯等、
住宅確保要配慮者が安心して暮らせる住宅を確保します。

	32	 鴨川公園葵地区等の府立公園や国営淀川河川公園の整備を促進します。

	16	 法定点検の結果により、早期に補修が必要と診断された奈良笠置線（笠置橋）等約１００橋、京都日吉美山線（殿
田トンネル）等約２０トンネル等の道路施設について優先的に補修を行うとともに、河川、港湾、公園施設な
ど各インフラ施設についても、点検結果に基づく補修工事を進めます。

	17	 府民協働型インフラ保全事業により、府民参画によるきめ細やかな対
策を進めます。	

	18	 京都技術サポートセンターと連携し、市町村公共施設を含めた点検、
補修等のインフラ長寿命化対策や人材育成等を進めます。
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20 年後に実現したい姿
【「もうひとつの京都」が世界有数の観光ブランドとして確立】
●	「海の京都」、「森の京都」、「お茶の京都」、「竹の里・乙訓」について、
観光地域づくりを更に深度化させ、それぞれの地域の住民の自信と誇り
が高まるとともに、旅行者等に共感、愛着、満足度をもたらす「滞在型観光地」とし
て、世界有数の観光ブランドとなっています。

【「もうひとつの京都」の交流人口が拡大し、地域経済が活性化】
●	「もうひとつの京都」それぞれの地域において交流人口が拡大するとともに、観光と
農林水産業、文化、福祉、商工業、まちづくりなど、幅広い分野との連携強化により、
地域経済が活性化しています。

⑳ もうひとつの京都の推進と地域連携
  （もうひとつの京都の推進）

20 年後に実現したい姿

▼「もうひとつの京都」が世界有数の観光ブランドとして
　確立

▼「もうひとつの京都」の交流人口が拡大し、
　地域経済が活性化

森の京都エリアの観光入込客数

お茶の京都エリアの観光入込客数竹の里・乙訓エリアの観光入込客数

海の京都エリアの観光入込客数

目標数値
（2023年）

目標数値
（2023年）

目標数値
（2023年）

目標数値
（2023年）

基準値
（2018年）

基準値
（2018年）

基準値
（2018年）

基準値
（2018年）

1,340 万人

1,760 万人295 万人

1,380 万人

939 万人

1,254 万人220 万人

969 万人

主な数値目標

現状分析・課題 

 ・	「もうひとつの京都」の取組では、広域的に地域のコンセプトを明確にした「海の京都」、「森の京都」、「お茶の京都」、
「竹の里・乙訓」をエリア設定し、京都のブランド力を生かしながら、地域の資源を磨き上げ、地域が一体となっ
た観光地域づくりを進めています。

 共通

４年間の
対応方向・具体方策

〜　  の方策	 1 	21
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 ・	観光入込客数は、府全体の１１．４％（約９，６９３千人）で、大半（８６．５％、約８，３８８千人）が日帰り客となっ
ています。

 ・	観光消費額は府全体の１．８％、外国人宿泊客数は１．４％となっています。
	 （観光消費額（平成３０（２０１８）年）：府全体約１兆３，７０１億円、海の京都エリア約２４７億円）（宿泊客数	
（平成３０（２０１８）年）：府全体約１７，６００千人、海の京都エリア約１，３０６千人）（うち、外国人宿泊客数	
（平成３０（２０１８）年）：府全体約４，５９５千人、海の京都エリア約６６千人）

 ・	外国人観光客の入込・宿泊数とも着実に増加していますが、地域に多い旅館で宿泊を取り込めていないなど、受
入環境の整備が課題となっています。（京都丹後鉄道のＪＲ－ＷＥＳＴ　ＲＡＩＬ　ＰＡＳＳ（訪日外国人専用切
符）の利用者数（平成３０（２０１８）年度）：４６，９９５人）

 ・	京都縦貫自動車道、舞鶴若狭自動車道の開通をはじめとした交通基盤の整備や各市町のマスタープランに基づく
観光戦略拠点の整備が進みましたが、飛躍的に人、ものの流れを増大させ、強いブランド力をもった観光圏づく
りの取組を一層進める必要があります。

 ・	観光入込客数は、府全体の１１．０％（約９，３９１千人）で、大半（９４．６％、約８，８８０千人）が日帰り客となっ
ています。

 ・	観光消費額は府全体の１．２％、外国人宿泊客数は０．３％となっています。
	 （観光消費額（平成３０（２０１８）年）：府全体約１兆３，７０１億円、森の京都エリア約１６９億円）（宿泊客数	
（平成３０（２０１８）年）：府全体約１７，６００千人、森の京都エリア約５１１千人）（うち、外国人宿泊客数	
（平成３０（２０１８）年）：府全体約４，５９５千人、森の京都エリア約１４千人）

 ・	宿泊者数に占める外国人比率は、他の地域に比べて最も低くなっています。
	 （平成３０（２０１８）年：府全体２６．１％　森の京都エリア２．７％）
 ・	森の恵みや文化を体感、発信する戦略的な交流拠点づくりや森の京都ＤＭＯによる地域資源を生かした観光コン
テンツの造成が進められていますが、今後はそれらの拠点や観光資源を面的に結び付ける取組を進める必要があ
ります。

 海の京都（福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町）

 森の京都（亀岡市、南丹市、京丹波町、福知山市、綾部市）

 ・	「もうひとつの京都」の取組により、集客・交流施設の整備やＤＭＯの設立など、持続可能な地域振興のための基
盤が整うとともに、府、市町村、地域の緊密な連携体制が構築されています。

 ・	「もうひとつの京都」のエリア内では、観光入込客数や観光消費額は、本取組が始まる平成２５（２０１３）年と
平成３０（２０１８）年を比較すると、観光入込客数が１．２倍、観光消費額が１．４倍と増加しています。

 ・	観光消費が大きく見込めるコンテンツは限られるとともに、宿泊施設が少なく、域内のアクセスが良くないこと
から、滞在型周遊が低調で、一人当たりの観光消費額が伸び悩んでいます。（京都市を除く府域（もうひとつの京都）
の観光消費額は府全体の約５％）

 ・	「もうひとつの京都」は、これまでの戦略的な情報発信や海・森・お茶の京都博の開催等により知名度は上がって
きましたが、観光ブランドとしての確立には、更なる取組が必要です。

 ・	観光入込客数は、府全体の１４．７％（約１２，５３８千人）で、大半（９８．４％、約１２，３４３千人）が日帰
り客となっています。		 	 	 	 	

 ・	観光消費額は府全体の１．６％、外国人宿泊客数は０．３％となっています。
	 （観光消費額（平成３０（２０１８）年）：府全体約１兆３，７０１億円、お茶の京都エリア約２２６億円）（宿泊客数	
（平成３０（２０１８）年）：府全体約１７，６００千人、お茶の京都エリア約１９５千人）（うち、外国人宿泊客数	
（平成３０（２０１８）年）：府全体約４，５９５千人、お茶の京都エリア約１４千人）

 ・	多様な観光資源に恵まれていますが、宿泊施設が少ない状況です。（平成３０（２０１８）年度末のホテル・旅館
営業等許可施設数は９０件で京都市を除く府内の１０．５％）

 ・	お茶の京都ＤＭＯにより、地域資源の開発、着地型旅行商品の造成が進められていますが、拠点駅から観光地へ
の移動手段が不十分な状況であり、回遊システムづくりなどネットワーク化の充実を図る必要があります。

 お茶の京都（宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、木津川市、久御山町、井手町、
　　　　　　 宇治田原町、笠置町、和束町、精華町、南山城村）



128

地
域
振
興
計
画

将
来
構
想

基
本
計
画
分
野
別
基
本
施
策

 ・	観光入込客数は、府全体の２．６％（約２，２００千人）で、大半（９９．３％、約２，１８５千人）が日帰り客となっ
ています。

 ・	観光消費額は府全体の０．０６％、外国人宿泊客数は０．０２％となっています。
	 （観光消費額（平成３０（２０１８）年）：府全体約１兆３，７０１億円、竹の里・乙訓エリア約８億円）（宿泊客数	
（平成３０（２０１８）年）：府全体約１７，６００千人、竹の里・乙訓エリア約１５千人）（うち、外国人宿泊客数	
（平成３０（２０１８）年）：府全体約４，５９５千人、竹の里・乙訓エリア約１千人）

 ・	宿泊施設や知名度の不足等により、一人当たり観光消費額が府域全体で最も低い状況です。（一人当たり観光消費
額（平成３０（２０１８）年）：府全体１６，１１０円、竹の里・乙訓エリア３８０円）

 竹の里・乙訓（長岡京市、向日市、大山崎町）

４年間の対応方向・具体方策 

「もうひとつの京都」各エリアの戦略拠点形成と快適な周遊環境の実現の
ため、ＤＭＯが観光地域づくりの総合プロデューサーとしての機能を果た
せるよう、多様な主体と連携しながら、地域の豊富な資源を生かした体験型
観光の拡大を通じて、持続的に観光地経営を進めます。
	 1	 地域コミュニティの再生と、「もうひとつの京都」セカンドステージをはじめとする地域政策を、地域の実情を

踏まえ一体的に展開します。

	 2	 地域資源を生かした観光コンテンツづくりや旅行商品の開発・販売など、体験型観光を拡大します。	

	 3	 京阪神からの交通アクセスの改善や京都市発の観光周遊バスの運行等により、もうひとつの京都エリアへの送
客を拡大します。

	 4	 インバウンド誘客を促進するため、多言語ガイドの育成、滞在プログラムの開発・多言語化、キャッシュレス
決済の推進及び旅館における受入環境の整備などの取組を進めます。

	 5	 伝統的建造物や古民家等を活用した多様な宿泊施設の創出や、周遊性を高める移動手段を確保します。	

	 6	 世界中の観光客から「目的地」として選ばれるよう、多言語による魅力的なホームページやＳＮＳ等の活用に
より情報発信力を強化します。

	 7	 ＤＭＯが地域の総合プロデューサーとして、マーケティング、着地型旅行商品の開発・販売、戦略的なプロモー
ション、地域を語り案内できるガイドの育成等に取り組むとともに、ＤＭＯ間での協力体制づくりや、隣接府
県の観光協会やＤＭＯと連携した観光商品づくりを進めます。

	 8	 電動小型車両の導入やカーシェアリングなどを活用した観光周遊を進めます。	

	 9	 「日本茶８００年の歴史散歩」や「３００年を紡ぐ絹が織り成す丹後ちりめん回廊」など、日本遺産や「農泊食
文化海外発信地域」の認定を通じ、地域のブランド化を進めます。

	10	 世界遺産や重要文化的景観等の周辺を中心に、京都府公共事業景観形成指針に基づきサインを統一し、平等院
周辺や天橋立周辺で無電柱化を進めるとともに、地域の魅力向上に資する京都府景観資産の登録を拡大します。

 共通
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 竹の里・乙訓（長岡京市、向日市、大山崎町）

	11	 海の京都ＤＭＯを中心に、市町や地域の民間事業者等と連携し、日本遺産や地域の食などの地域の資源を発掘
し国内外に発信することにより、強いブランド力をもった観光圏形成を進めます。

	12	 京都舞鶴港クルーズ客をターゲットにした満足度の高いオプショナルツアーの開発や、京都市域はもとより、
近畿圏内から海の京都エリアまでのアクセスの向上などにより、エリア内の交流人口を拡大します。

	13	 天橋立を中心とする地域の魅力を世界に発信するとともに、貴重な景観等を保全し、未来へ継承するための取
組を図りながら、顕著で普遍的な価値の調査研究を進め、世界遺産登録をめざします。

	14	 森の京都ＤＭＯを中心に、豊かな森林資源による林業振興と付加価値の向上、森の恵みに育まれたブランド野
菜、ジビエなどの食を通じた地域活性化やスポーツ体験など、大都市との近接性を生かした観光コンテンツづ
くりを進め、観光交流と移住・定住を進めます。

	15	 京都スタジアムを核として、観光、文化、スポーツなどの魅力ある地域資源を活用するとともに、新たな保津
川下りコースの船着場を整備するなど、広域的な観光周遊を促す取組をＤＭＯ等と連携して進めます。

	16	 平安時代から都を支えてきた豊かな森の文化と保津川の水運文化の保存と活用を図り、日本遺産の登録をめざ
します。

	17	 お茶の京都ＤＭＯを中心に、市町村や茶業会議所と連携・協働して、交流拠点施設の整備や宇治茶をはじめと
した地域資源の観光コンテンツづくりに取り組み、文化と産業の両面から地域づくりを進めます。

	18	 世界で「緑茶のトップブランドは「宇治茶」」と認知されるよ
う、宇治茶のプレミアムブランド化を推進するとともに、「京
都府宇治茶普及促進条例」を契機とした振興や宇治茶の世界遺
産登録に向けた取組を展開し、新たな地域資源を掘り起こし、
宇治茶カフェを京都市域や首都圏へも拡大しながら地域のブ
ランド価値を引き上げます。

	19	 新名神高速道路などの道路網の整備や、ＪＲ奈良線複線化事業
などの基幹交通の進捗に合わせ、地域資源の掘り起こしによる
バスやカーシェアリングをはじめとした観光周遊を京都市や
ＤＭＯ等とも連携し促進します。

	20	 豊富な歴史的背景、自然環境や日本有数の産地でもある筍などを観光資源
とし、さらに京都市に隣接しているという好条件を生かした戦略的な地域
ブランド化により、観光交流・観光消費額を拡大します。

	21	 交通の利便性や歴史・自然資源を生かし、各ＤＭＯとも連携した広域的な
観光周遊を促す取組を進めます。

 海の京都（福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町）

 お茶の京都（宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、木津川市、久御山町、井手町、
　　　　　　 宇治田原町、笠置町、和束町、精華町、南山城村）

 森の京都（亀岡市、南丹市、京丹波町、福知山市、綾部市）
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⑳ もうひとつの京都の推進と地域連携
  （京都市域関係方策）

総合計画の推進に当たっては、府内人口の半数を占める京都市との連携が極めて重要です。
これまで様々な課題に対し、「知事と京都市長との懇談会」での議論をはじめ、府市協調で取り組

んできましたが、この取組を新たなステージに進化させるため、企画構想段階から政策の融合を図る
ことを目的に設置した「府市政策連携・融合会議」等を活用し、府と市の連携により、府域全体への
発展につながるような政策課題を中心に、施策を展開していきます。
以下、本計画の内、京都市域も含む主な方策を記載しています。

① 希望あふれる子育て

② 夢を実現する教育

① ー	 3	 「子育て企業サポートチーム」の企業訪問により、「子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言」の取
組を進め、時間単位の年休取得、不妊治療に係る休暇、短時間勤務等の柔軟な制度導入と、男女が共に働
きやすい職場環境づくりを進めます。

① ー	 8	 「きょうと婚活応援センター」に婚活情報を集約し、登録会員に対しＳＮＳを活用した情報提供を行うなど、
情報拠点としての体制を構築するとともに、市町村や経済団体等と連携した婚活支援の取組を進めます。

① ー	13	 子育て支援医療費助成や幼児教育・保育料の無償化、高校生の通学費補助等、子育て世帯の経済的負担を
軽減します。

② ー	 4	 学校のＩＣＴ環境を整備し、プログラミング教育をはじめＩＣＴを活用した学習活動を充実させることに
より、新しい学びの基盤としての情報活用能力の育成を図り、「主体的・対話的で深い学び」や「一人ひと
りの能力や特性に応じた学び」を実現します。

② ー	 5	 「子どものための京都式少人数教育」や、小・中学校、高等学校での振り返り学習を充実させるなど、基礎・
基本を徹底する取組を進めます。

② ー	 6	 府立高校において、「京の文化継承・価値創造推進校」を指定し、地域文化のフィールドワークや着物の着
付けなどの体験活動に加え、ユネスコ無形文化遺産に登録された和食について学ぶ授業、留学生との交流
における宇治茶の呈茶、京野菜を使った新しいレシピの提案など、京都の本物の文化を次世代に継承し新
たな価値を生み出す取組を進めます。

② ー	21	 特別支援学校において、自立と社会参加へつなぐため、就職を希望する生徒の増加と希望進路の実現をめ
ざし、キャリア教育の充実と関係機関と連携した就労支援を進めます。

② ー	27	 ＳＮＳを活用した相談体制の調査研究を進めるとともに、２４時間対応の電話相談や「ネットいじめ通報
サイト」など、民間企業と連携したインターネット監視等を実施します。

※分野別基本施策番号 － 方策番号（以下同じ。）

※

※色付き　 の方策は、 　府民協働で取り組むきょうとチャレンジの重点・新規方策を再掲しています。1
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③ 安心できる健康・医療と人生１００年時代

④ 安心できる介護・福祉の実現

⑥ 男性も女性も誰もが活躍できる社会

⑤ 人権が尊重される社会

③ ー	 1	 「地域別健康課題克服プロジェクト」を創設し、３大生活習慣病である、がん・心疾患・脳血管疾患等を減
少させるため、健診データやレセプトデータ等のビッグデータなどから地域の健康課題や個人の健康阻害
要因を明らかにし、健康づくりから安心できる医療提供体制の構築まで、市町村等と共に対策を講じます。

③ ー	 4	 中学校、高等学校において、がんを含む健康教育を実施します。また、企業において健康づくりや健診の
受診奨励を行う「健康づくり（がん予防）推進員制度」を創設するとともに、労働局等とも連携し、仕事
とがん治療の両立を支援します。

③ ー	 5	 介護予防・日常生活支援の担い手となるＮＰＯやボランティア団体等の育成やスキルアップに取り組み、
要支援１、２の方など支援を必要とする高齢者一人ひとりが介護予防・生活支援ニーズに応じたサービス
を受けることができるよう、市町村を支援します。

③ ー	21	 小児救急電話相談（＃８０００）による子どもの病気に対する保護者の不安等の解消に加え、高齢者に対
応する救急受診前相談など、医療相談を充実させます。

③ ー	24	 保健環境研究所について、京都市衛生環境研究所との庁舎合築を機に、感染症等健康危機事案に対する相
互応援体制を構築するとともに、開かれた研究所構想の下、健康危機への対応力を強化します。

③ ー	25	 難病患者が安心して療養生活が送れるよう、社会参加や就労、難病相談・支援センターの北部地域への巡
回相談など様々な支援を充実させるとともに、難病診療連携拠点病院の指定などの新たな難病医療提供体
制を構築し、難病相談・医療の均てん化を進めます。また、アレルギー疾患についても、医療提供体制や
相談体制の整備を進めます。

④ ー	14	 介護給付・要介護認定データ等を専門的な観点から分析・検証し、その結果を市町村に提供するとともに、
データ分析に係る研修会や助言を行うことにより、地域の課題に対応した自立支援・重度化防止に資する
介護保険サービスが提供できるよう支援します。

④ ー	25	 脱ひきこもり支援センターの早期支援特別班を各教育局単位に配置し、学校等と連携した支援体制を構築
することで、不登校をきっかけとするひきこもりの未然防止や長期化を予防するための取組を進めます。

⑥ ー	 5	 経済団体を中心に京都府・京都市・京都労働局等の２２団体で構成する「輝く女性応援京都会議」の事務
局である「京都ウィメンズベース」を核として、女性の活躍を進めます。

⑥ ー	 6	 中小企業人材確保・多様な働き方推進センターが持つ各企業の人材ニーズに対応し、京都ジョブパークの
マザーズジョブカフェにおいて、働きたい女性に対する多様な研修プログラムを実施します。

⑤ ー	 6	 インターネット上の人権侵害と考えられる書き込みに対し、大学との連携による、自動検出システム及び
目視チェックによるモニタリングの実施や、市町村と連携した法務局等への削除要請体制を強化します。
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⑦ 障害者が暮らしやすい社会

⑧ 留学生・外国人が生き生きと暮らせる社会

⑨ コミュニティが大切にされる社会

⑩ 誰もが親しみ夢が広がるスポーツ

⑦ ー	 8	 重度心身障害児者について、各市町村に対応可能な通所事業所を拡大し、地域における生活が継続される
よう支援します。

⑧ ー	 7	 大学、府、京都市、経済界等で設立した「留学生スタディ京都ネットワーク」及び京都ジョブパークを中
心に、留学生の誘致から就職までの総合的な支援を行います。

⑨ ー	 1	 子育てや介護などの福祉分野や外国籍府民への対応等、行政と地域コミュニティが連携・協働することで、
より柔軟で効果的な施策展開が可能となる課題に対し、「地域交響プロジェクト」による助成や施策推進の
ためのプラットフォームを構築します。

⑨ ー	 7	 京都動物愛護センター（京都市と共同設置・運営）や保健所において、動物愛護フェスティバルや犬のし
つけ方教室等を開催するとともに、市町村や関係団体と連携し、犬・猫の所有者等に動物愛護や適正飼養、
終生飼養に関する普及啓発を実施します。

⑩ ー	 4	 府立施設の充実をはじめ、広域的利用が見込まれる市町村スポーツ施設の機能高度化への支援とともに、
企業・大学のスポーツ施設が一般利用できる取組を進め、府民がスポーツに親しめる環境を充実させます。

⑩ ー	 9	 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会のホストタウンの支援や、ワールドマスターズゲー
ムズ２０２１関西の開催を通じて、気軽に親しめるスポーツに触れてもらい、また、大会終了後も、引き
続き競技団体やボランティアとも連携しながらスポーツを通じた地域の活性化、交流が継続されるよう取
り組みます。

⑩ ー	11	 本府を拠点に活躍するトップアスリートの育成に向けて、京都トレーニングセンターや京都府スポーツセ
ンターにおけるスポーツ医・科学サポート機能の充実など、トップアスリートの活動を支えるマルチサポー
トシステムを構築します。
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⑪ 文化力による未来づくり
⑪ ー	 5	 高校生や歴史・建築を学ぶ大学生を対象に、文化財の保存や修理、職人の仕事に興味を持ってもらえるよう、

建造物修理現場の見学や職人体験事業を実施します。

⑪ ー	 6	 「文化財保存・活用促進プロジェクト」を創設し、
▷文化財の価値や継承の大切さが広く地域の人々に伝わるよう、社寺等の文化財において地域の特色を生
かした文化に親しむ取組を支援するなど、文化財に親しむ機会を増やすことで、保存に対する認識も高
まるという、文化財の「保存」と「活用」の好循環を生み出します。

▷文化財の公開等を支援する、文化財の専門知識を有した人材を養成します。

▷文化財の高精細画像化やＶＲ、ＡＲ等の利用を図り、観光・教育資源として活用するほか、関西文化学
術研究都市において、触れることのできるクローン文化財の展示・作製の拠点を整備し、アジアの文化
財センターをめざします。

⑪ ー	 8	 府、京都市、宇治市、京都商工会議所等で設立した古典の日推進委員会を中心に、古典の日フォーラムな
ど古典を広く根付かせるための取組を、文化庁とともに全国に広げ、朗読コンテストなどを実施します。

⑪ ー	12	「双京構想」の実現に向けて、伝統的な宮中行事の復活を含めた文化的な行事等により、皇室の方々が京都
へお越しいただく機会を増やすよう、京都市をはじめとする関係機関と連携して取り組みます。

⑪ ー	16	 文化庁と連携し、暮らしの中に息づく伝統文化や生活文化を守り伝えるため、「地域文化継承プロジェクト」
として、地域の祭りや伝統芸能の担い手確保に向け、大学生など外部人材の活用の仕組みを創設します。

⑪ ー	17	 令和元（２０１９）年９月に開催する第２５回国際博物館会議京都大会を契機として立ち上げた、府内の
博物館・美術館等のネットワーク「京都府ミュージアムフォーラム」を活用するとともに、京都市内博物
館施設連絡協議会と連携し、相互に連携した地域文化講座・体験学習を実施します。

⑪ ー	19	「京都国際アートフェア」の開催により、世界で活躍する一流アーティストの作品や京都と世界のクラフト
を一堂に鑑賞、販売できる機会を提供し、日本の現代アートの価値向上やクラフトの世界展開を後押しし
ます。

⑪ ー	23	 ＶＲ、ＡＲ等を活用した地域の文化資源を体験できる文化発信・観光まちづくりの拠点「地域文化次世代
情報発信・体験拠点」を整備します。

⑪ ー	26	 府、京都市及び京都商工会議所が立ち上げた「文化力プロジェクト２０１６－２０２０」の推進など、文
化庁や関係市町村、大学と連携し、文化が身近なものと感じられるよう文化の発信を進めます。

	 	 旧総合資料館跡地を活用した「シアターコンプレックス」や、開園１００周年を迎える府立植物園など、
芸術の発信や賑わい・交流機能を有する施設の整備に取り組むとともに、国際ＭＩＣＥを促進し、文化庁
移転を契機として、国内外から人が集い、交流し、京都から新しい文化創造を進めます。

（エリア構想：北山「文化と憩い」の交流構想）
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⑫ 産業の創出・成長・発展と継承
⑫ ー	 1	 「起業するなら京都・プロジェクト」を創設し、

▷スタートアップ企業が単独では実現困難なビジネスアイデアを実現するアクセラレーションプログラム
の取組（世界中の有能な人材が京都に３箇月程度滞在し、ピッチ会やアイデアソンの実施により投資を
集める）を推進し、世界中から有能な人材や企業が集う仕組みをつくります。

▷多様なニーズに対応したインキュベート施設を供給します。

▷創業支援、経営革新、販路開拓など、中小企業応援センターでトータルサポートします。

▷小中学生がものづくり体験や科学技術に身近に触れることのできる機会の提供や、高校生を対象にした
「ベンチャー講座」を開設します。

⑫ ー	 2	 今後、産業・教育分野において需要拡大が見込まれるＶＲ・ＡＲ技術等について、企業活動の積極的な支
援や「京都ＶＲ・ＡＲ拠点」の形成を行います。

⑫ ー	 3	 シェアリングエコノミーについて、音楽等のサービスから自動車、衣服など、物の利用サービスへと広が
りつつあるサブスクリプション（定額）ビジネス分野も見据え、地域資源を生かした京都独自のビジネス
展開を「シェアリングエコノミー促進プロジェクト」として、取組を進めます。

⑫ ー	 4	 オール京都の「高度人材育成プログラム」を策定し、ものづくりをはじめ各産業における研究開発人材な
どの育成、新卒者から管理職、経営者までのシームレスな研修をオール京都体制で実施するとともに、中
小企業大学校と連携し、高度人材を育成します。

⑫ ー	 6	 京都経済センターを核に、支援拠点や大学、関西文化学術研究都市の研究機関などをネットワーク化する
ことで、世界的オンリーワン企業、国内外の多様な企業が有する知見を府域全域で共有するとともに、京
都経済センター内のオープンイノベーションカフェの活用や「中小企業応援センター」に配置するコンシェ
ルジュによる支援により、イノベーションが起こり続ける環境づくりを進めます。

⑫ ー	 7	 ＡＩ・ＩｏＴ等を活用して様々な課題を解決するため、支援機関のＩＴリテラシーを向上させるとともに、
小規模事業者についても、ＡＩ・ＩｏＴを活用した経営革新が進められるよう、大学やＡＩベンチャー等
の事業者、支援機関と連携して、伴走支援を行います。

⑫ ー	 8	 中高年経営者に対する多様な事業承継セミナーを開催し、後継者不在等により、事業継続が困難となる前
に早めの準備を意識付ける「プレ承継」を進めるとともに、創業希望者と後継者不在企業とのマッチング
のほか、Ｍ＆Ａ手法の活用などにより、中小企業の事業承継を支援します。

⑫ ー	 9	 ジェトロ京都とともに「京都海外ビジネスセンター」を設立し、「Ｍａｄｅ　ｉｎ　Ｋｙｏｔｏ」をコンセ
プトとしたブランドを構築することにより、越境ＥＣ・「京もの」海外常設店の民営による永続的な展開を
促進するとともに、事業者、商社、職人、支援機関等が幅広く参加するネットワーキング交流会を開催す
るなど、海外ビジネスに進出しやすい環境を整備し、輸出拡大を進めます。

⑫ ー 13	 中小企業と理化学研究所等研究機関や関西文化学術研究都市に立地する企業との連携や、中小企業技術セ
ンター等への計画的な最先端機器の導入等による機能強化により、中小企業の基礎研究力向上を支援しま
す。

⑫ ー 15	「知恵の経営」実践モデル企業認証制度により、企業が持つ強みである知的財産等を生かした事業展開を支
援するとともに、京都ならではの伝統産業の振興と先端産業の融合や新産業の創出など、日本のモデルと
なる京都産業の育成を進めます。

⑫ ー	16	 映画・映像、ゲーム、ｅスポーツ、マンガ、アニメなどのコンテンツ産業を育成するとともに、産学公で
設置した「京都クロスメディアパーク推進会議」を活用し、観光など、多様な分野とのコラボレーション
により、新しいビジネスを創出します。

⑫ ー	19	 府立図書館において、ビジネス支援等多様な生涯学習支援活動を進めます。	

⑫ ー	20	「堀川アート＆クラフトセンター（仮称）」を活用したクオリティーの高い多様なイベントの展開により、
アート＆クラフトの創造・発信を強化します。
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⑬ 魅力ある観光
⑬ ー	 3	 京都市、(公社 ) 京都市観光協会との連携による、寺社、自然、美術館・博物館、動物園・植物園など、同

じテーマで、京都市と府域が持つ異なる魅力を組み合わせた旅行商品造成やプロモーションを展開します。

⑬ ー	 5	 京都総合観光案内所（京なび）、京都府観光案内所・東京（ＴＩＣ　ＴＯＫＹＯ）及び府内の観光案内所等
との広域ネットワークにより、情報発信を強化します。

⑬ ー	19	 いわゆる民泊（住宅宿泊事業の届出施設・簡易宿所）の指導又は助言を強化するとともに、小規模な宿泊
施設と地域の観光資源との連携を強化します。

⑬ ー	22	 宿泊施設や交通機関での災害情報や観光関連施設情報の周知・案内を徹底します。	

⑬ ー	23	 外国人観光客が安心して受診できる医療施設等の情報提供や、多言語対応等の医療環境を整備します。

⑫ ー	21	 令和元（２０１９）年９月に開催される第２５回国際博物館会議京都大会を契機に、従来の伝統的な技術・
素材により製造する工芸品や「ＮＥＯ　ＫＯＵＧＥＩ」をはじめとするものづくり関係者が、相互交流を
行う「ＫＹＯＴＯ　ＫＯＵＧＥＩ　ＷＥＥＫ」を開催し、新商品開発や商談会、工房ツアーなどを実施し
ます。

⑫ ー	24	「ＭａａＳ・α促進プロジェクト」を創設し、クラウドサービスの新たな展開について「Ｍｏｂｉｌｉｔｙ
(交通利用のスマート化 )」だけでなく、「Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ（テレビ・Ｗｅｂ会議）」や「Ｆａ
ｃｔｏｒｙ（工場）」などのあらゆる分野においても、こうしたサービスを活用し、新たなビジネスを創出
します。

⑫ ー	35	 商店街と地域活性化やまちづくりに関わる団体、企業及び大学生等との連携による個々の商店街の強みを
生かしたオーダーメイド型の伴走支援を行うとともに、ＥコマースやＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術の導入、
高齢者・子育て家庭への支援等、独自の取組を行う商店街を支援します。

⑭ 雇用の安定・確保と人材育成
⑭ ー	 1	 新卒離職「３年の壁・再チャレンジプロジェクト」を創設し、新卒３年以内の離職など早期離職者について、

インターンシップの実施や研修会の開催など、ブランクを空けない就業復帰を支援することで「安定就業」
を進めます。

⑭ ー	 8	 「産学公連携海外人材活躍ネットワーク」を創設し、研究者等の高度外国人材や介護・農業など特定技能者
等の外国人、留学生が安心して活動し暮らせるための受入体制を構築し、海外ネットワークを生かした人
材確保から、インターナショナルスクールの誘致や居住環境面の相談、地域の多文化共生まで、オール京
都でサポートします。

⑭ ー	13	 首都圏・近畿圏・府内大学と締結した就職支援協定に基づき、京都産業や京都企業の魅力を大学へ発信す
ることにより、中小企業への就職を促進します。
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⑮ 農林水産業の成長産業化
⑮ ー	 1	 企業や大学等の研究機関と連携した「スマートアグリ・イノベーションセンター（仮称）」を設立し、地域

の実情に応じてＡＩやＩｏＴによるセンシングデータに基づく農業、漁業、養殖業及び家畜の生産管理や、
森林の境界情報及び木材情報の見える化等の取組を本格化させるとともに、ロボットを活用した生産活動
の自動化を進めます。

⑮ ー	 4	 農林水産技術センターの機能を強化し、農業改良普及センターとの一体的展開やそのための体制づくりの
ほか、農業現場や企業、大学及び国と連携し、研究開発から現場普及まで一気通貫で進めます。

⑮ ー	 5	 卸売市場において、コールドチェーンへの対応をはじめとする品質管理水準の向上や、パッキング、カッ
トなどの１次加工処理機能を強化し、産地での選別調製作業を集約化することにより、農家が京野菜等の
生産に集中できる体制を構築し、府内外の旺盛な需要や輸出拡大に対応可能な生産力を確保します。

⑮ ー	 7	 多様な機能を有する都市農業を次代に継承するため、都市型農地バンクの創設や体験農園等の開設支援な
ど、生産緑地地区を中心として、農地を多面的に活用し、都市農業を振興します。

⑮ ー	16	 海外の日本食レストラン、海外シェフやグルメブロガーなどに対し、和食をコンセプトに米、日本酒、宇
治茶、京野菜及び牛肉等をセットで海外に発信するとともに、「京もの提供店」を拡大し、京都ブランドの
世界的な認知度向上や輸出拡大につなげます。

⑮ ー	23	 有害鳥獣による被害を更に軽減させるため、捕獲の担い手の確保、ＩＣＴ技術を活用した効率的な捕獲や
生息域把握、京都ジビエのブランド展開を本格化させる販売促進活動など、総合的な対策を講じます。

⑮ ー	25	「京の農産物等輸出サポート隊」の仕組みを強化し、農業者の海外ビジネスの立上げや、グループ化をサポー
トするとともに、京の農業応援隊と中小企業応援隊の連携により産地と実需の連携体制を強化することで
輸出拡大の本格化をめざす農業経営者を支援し、「京都アグリビジネスグローバル人材」として養成するな
ど、輸出を担う人材の裾野を拡大します。

⑮ ー	36	 若者世代を対象に「食育体験講座」を開設するとともに、大学生を中心とする「食の安心・安全ヤングサポー
ター（仮称）」登録制度を創設し、将来を担う若者の食に対する意識を向上させます。

⑮ ー	39	「京都府食べ残しゼロ推進店舗」について、紹介マップの作成や飲食店検索サイトとの連携等により拡大さ
せるほか、フードバンクとの協働、府民向けの研修会開催やインターネット講座の開設による情報発信な
どにより、事業者、消費者及び地域と一体となって食品ロスの削減に取り組むなど、食育活動を進めます。
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⑯ しなやかで災害に強い地域
⑯ ー	 7	 河川整備計画に基づき、京都市と協調して進めている四宮川、安祥寺川の整備を推進します。　	

⑯ ー	 8	 避難所や要配慮者利用施設がある土砂災害警戒区域内の土砂災害対策を推進するとともに、「京都府豊かな
森を育てる府民税」を活用した防災事業により、荒廃した森林の整備や倒木除去による流木防止等予防的
な対策を強化し、山地災害を未然に防止します。

⑯ ー	23	 危機管理センターを設置し、オペレーションルームの常設、国等の応援機関の専用スペース・リエゾン室
の確保、４振興局へのサブセンターの設置等、京都市及び府内市町村対策本部とのネットワークを強化し
ます。また、府・市町村の災害発生時対応業務について、図表等を用いて視覚的にも分かりやすく標準化
するとともに、総合防災情報システムの整備、国のＩＳＵＴ（災害時情報集約支援チーム）との連携体制
の確立、備蓄管理システムの整備、防災情報の多言語発信、洪水氾濫状況等のリアルタイム配信など、最
先端の危機管理体制を構築します。

⑯ ー	24	 府内全ての自主防災組織における水害等避難行動タイムラインの策定と「避難時声掛け体制」を確保する
とともに、災害危険情報の対象エリアを精緻化し、危険度の高いエリアに絞ってプッシュ配信することに
より、情報の信頼性を向上させるなど、「逃げ遅れゼロ・プロジェクト」として取り組みます。

⑯ ー	31	 府市の消防学校が、消防職員の初任教育等を共同で実施し、教育訓練内容の充実と災害時の消防本部相互
の連携した活動を進めるほか、消防業務の共同化や救急救助に係る相互応援を通して、効果的な消防防災
体制を推進します。

⑰ 犯罪や事故のない暮らし
⑰ ー	 2	 「子どもの交通安全「安心空間」確保プロジェクト」を創設し、

▷通学路やお散歩コース等の園外活動における交通事故防止のため、路肩の拡幅やポールを設置するとと
もに、地域、保育所・認定こども園・幼稚園、学校、行政、警察等が連携して、子どもが安心して通行
できる交通環境の整備を推進します。

▷車両運転者への対策として、交通安全教室等あらゆる機会を活用するとともに、安全運転サポート車や
急発進抑制装置装着の技術開発や普及を進めます。

⑰ ー	 6	 刑事司法関係機関、市町村、医療・福祉関係機関等が参画する「再犯防止推進ネットワーク会議（仮称）」
を設置し、地域の実情に応じた就労や生活支援等の取組に向けた連携を強化し、併せて、再犯防止等への
府民の関心と理解を深めるための重点的な広報啓発を行います。

⑰ ー	 8	 警察署等の再編整備及び建替整備を推進し、各種事件・事故、災害等への対応能力の高い警察署等を構築
するとともに、地域の防犯活動の拠点となる交番・駐在所の建替整備を進め、機能を充実・強化します。

⑰ ー	10	 警察官の語学力強化等、国際化や訪日外国人急増に伴う事件や事故、遺失拾得、地理案内などの事象へ的
確に対応します。

⑰ ー	16	 全ての小・中学校等において自転車運転の危険性を認識させる手法も含めた参加・体験型等の自転車交通
安全教室を開催します。また、訪日外国人も含め、自転車利用の交通ルール遵守を呼びかけるとともに、
悪質・危険な交通違反に対する指導・取締りを強化するなど、自転車の安全利用を促進します。

⑰ ー	22	 新手の手口によるネット取引被害等の大量発生につながるようなケースについて、警戒情報を発する仕組
みを構築し、被害の拡大を招かないよう市町村や地域、関係団体等と連携して広報するとともに、大学生
消費者リーダーも増員養成し、早期の情報提供を進めます。

⑰ ー	28	 関係団体と連携して犯罪被害者等の個々の事情に応じた支援を行います。また、京都犯罪被害者支援セン
ターに対し古本の売却益を寄附することができる「ホンデリング」について、古本の回収ボックスを府内
全市町村に設置するなど、犯罪被害者支援に対する府民の理解を高めます。
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⑲ 成長・交流・情報・暮らしの基盤づくり
⑲ ー	 4	 名神高速道路と第二京阪道路をつなぐ京都南ＪＣＴ、京都市～亀岡市、京都市～大津市を結ぶバイパスや、

堀川通（国道１号）の新たなバイパストンネル等、京都都市圏のネットワーク強化を促進します。

⑲ ー	19	 ＪＲ奈良線高速化・複線化第二期事業を令和４（２０２２）年度開業を目標に促進します。また、ＪＲ奈良線、
山陰本線の全線複線化に向け取り組むとともに、ＩＣカードの導入などにより利用を促進します。

⑲ ー	22	「ＭａａＳ・α促進プロジェクト」を創設し、ＭａａＳ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ　ａｓ　ａ　Ｓｅｒｖｉｃｅ）
など、新たなモビリティサービスの導入により、利用者ニーズに即したシームレスな移動を生み出すとと
もに、持続可能な地域交通の確立をめざします。

⑲ ー	23	 道路や公園・河川などで、楽しく歩きたくなるネットワークや健康プログラム等を市町村やＮＰＯ等と連
携して提供する「歩きたくなる健康まちづくりプロジェクト」の取組を進めます。

⑲ ー	26	 鉄道駅のホーム柵設置等の安全対策、駅や車両での乗換案内情報の提供等、ハード・ソフト両面で鉄道駅
のユニバーサルデザイン化を進めます。

⑱ 脱炭素社会へのチャレンジ
⑱ ー	 1	 「環境イノベーション創出プロジェクト」として、環境・経済・社会の好循環を生み出す取組を進めます。

▷ＩｏＥ（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　ｏｆ　Ｅｎｅｒｇｙ）を利用したエネルギー需給を最適化します。

▷産学公連携プラットフォームを構築し、再生可能エネルギーでつくった水素の産業・家庭における利用
を促進します。

▷産学公連携による、気候変動に適応するための新たなビジネスを育成します。

⑱ ー	 6	 京都市や大学等研究機関と連携して、地域気候変動適応センター機能を整備し、気候変動情報に係る情報
収集及び調査・研究により科学的知見の蓄積を図り、防災、健康、自然生態系、農林水産業等の各分野の
取組に活用します。

⑱ ー	11	 京都版ＲＥ１００認証制度の創設や認証企業への支援など、再生可能エネルギー導入量の拡大に向けた取
組を支援します。

⑱ ー	17	 市町村等と連携して、「もったいない」の精神やエシカル消費の概念の普及を図り、環境価値の高い商品の
優先購入など環境にやさしい取組を進めます。

⑱ ー	23	 府、関係行政機関、専門家、事業者、保全団体等で構成する「侵入特定外来生物バスターズ」を臨機応変
に編成することにより、新たに侵入する特定外来生物を初期段階で徹底防除します。
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⑳ もうひとつの京都の推進と地域連携（もうひとつの京都の推進）
⑳ ー	11	 海の京都ＤＭＯを中心に、市町や地域の民間事業者等と連携し、日本遺産や地域の食などの地域の資源を

発掘し国内外に発信することにより、強いブランド力をもった観光圏形成を進めます。

⑳ ー	15	 京都スタジアムを核として、観光、文化、スポーツなどの魅力ある地域資源を活用するとともに、新たな
保津川下りコースの船着場を整備するなど、広域的な観光周遊を促す取組をＤＭＯ等と連携して進めます。

⑳ ー	18	 世界で「緑茶のトップブランドは「宇治茶」」と認知されるよう、宇治茶のプレミアムブランド化を推進す
るとともに、「京都府宇治茶普及促進条例」を契機とした振興や宇治茶の世界遺産登録に向けた取組を展開
し、新たな地域資源を掘り起こし、宇治茶カフェを京都市域や首都圏へも拡大しながら地域のブランド価
値を引き上げます。

⑳ ー	21	 交通の利便性や歴史・自然資源を生かし、各ＤＭＯとも連携した広域的な観光周遊を促す取組を進めます。
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4 基本計画の数値目標について
基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度

（２０２３年度）における目標数値を設定します。

① 希望あふれる子育て

② 夢を実現する教育

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値（2023年度)

1 住んでいる地域が、子どもが育つのに良い環境だ
と思う人の割合 ％ 82.6

（2019年度） 90.0

2 子育てに喜びや楽しみを感じている親の割合 ％ 96.0
（2019年度） 96.0 以上

3 子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言を
行った企業数（累計） 社 ― 1,500 

4 「ライフデザインカレッジ」を受講して人生設計について自分の意識が変わった人の割合 ％ 67 80.0

5 保育所における待機児童数 人 86
（2019.4.1 現在）

0
（2023年）

6 子育ての悩みを気軽に相談できる人がいる親の割
合 ％ 89.5

（2019年度） 90.0 以上

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

7
全国学力・学習状況調査の平均正答率が全国平均
正答率の１／２以下の児童生徒の割合 ％ 小学校 :13.2

中学校 :10.1 減少させる

8 英検準２級相当を取得している府立高校生の割合 ％ 35.1 47.5

9 特別支援学校生徒の就職率（特別支援学校高等部
卒業者に占める就職者の割合（福祉就労を除く。）） ％ 27.3 30.0

10 認知されたいじめの年度内解消率 ％ 82.7
（2017年度） 増加させる
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※	目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、目標数値の設定につ
いては、２０２３年度以外となる場合があります。

※	他の計画に位置付けられた目標数値を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画
が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた目標数値に置き換えるものとします。

※「関連方策」欄に記載している番号は、①～⑳の分野別基本施策に掲げる具体方策の番号を示しています。

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

子育て環境の充実を進め、早期に９０％をめざし、この数
値を維持していく

京都府民の意識
調査（京都府）

90.0
（毎年度）

基準値が９６．０％と既に高い割合となっているが、この数
値の向上をめざす

京都府民の意識
調査（京都府）

96.0 以上
（毎年度）

平成２６年経済センサス - 基礎調査」における就業規則届
出義務のある労働者１０人以上の事業所約２．４万社の１％
強である３００社（毎年度）をめざす

京都府健康福祉
部による実態把
握

2019年度：　300
2020 年度：　600
2021 年度：　900
2022 年度：1,200

２０１８年度の「ライフデザインワークショップ」受講者ア
ンケート結果を参考に、「ライフデザインカレッジ」受講によ
り人生設計について自分の意識が変わった人の割合（６７％）
について講座の充実を図り、毎年度８０％をめざす

京都府健康福祉
部による実態把
握

80.0
（毎年度） 5

京都府子育て支援計画「保育所待機児童数」目標０人に合
わせ、毎年０人をめざす

保育所等利用待
機児童数調査
（厚生労働省）

0
（毎年）

基準値が８９．５％と既に高い割合となっており、早期に
９０％以上をめざす

京都府民の意識
調査（京都府）

90.0 以上
（毎年度）

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

京都府教育振興プラン（平成２８年度改定版）で目標設定（基
準値より減少させる）
※全国状況（参考 )　小学校 : １４．６ 中学校 : １１．３

全国学力・学習
状況調査（文部
科学省）

基準値以下
（毎年度）

過去３年間で５．９ポイント上昇しており、更なる上乗せを
して毎年度２．５ポイントの上昇をめざす

英語教育実施状
況調査（文部科
学省）

2019年度：37.5
2020 年度：40.0
2021 年度：42.5
2022 年度：45.0

毎年度就職率３０％をめざす 進路状況調査
（文部科学省）

30.0
（毎年度）

京都府教育振興プラン（平成２８年度改定版）で目標設定（基
準値より増加させる）

児童生徒の問題
行動・不登校等
生徒指導上の諸
課題に関する調
査（文部科学省）

基準値以上
（毎年度）

1 28～

1 5～

1 28～

17

3

5

2118 ～

11

21

53 ～

1413 ～

2726 ～
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③ 安心できる健康・医療と人生100年時代
指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

11 健康寿命 歳
男性：70.21
女性：73.11
（2013年度）

71.21
74.11

12 年齢層や健康課題ごとに健康寿命延伸のための包
括的な取組を進めている市町村数

市
町
村

7 26

13 がん検診受診率 ％ ※
（2016年）

50.0
（2022年）

14 特定健診を受診する人の割合 ％ 48.4 70.0

15 介護予防事業（サービス内容や地域等）を拡充し
たＮＰＯ数（累計） 団体 4 200

16 医師確保困難地域で従事した医師数（自治医大、
地域医療確保奨学金）（累計） 人 194 260

17 趣味や地域貢献活動など、やりがいや生きがいを
感じるものがある高齢者の割合 ％ 72.6

（2019年度） 80.0

18 高齢者の有業率 ％ 25.9
（2017年）

31.0
（2022年）

④ 安心できる介護・福祉の実現
指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

19 介護老人福祉施設・老人保健施設の入所定員総数 人
（床） 20,386 21,300

（2020年度）

20 介護人材の確保（累計） 人 2,485 7,500
（2018～ 2020年度）

21 生活保護受給者のうち就労支援対象者の就職率 ％ 21.8
（2017年度） 25.0

22 ひきこもり支援を受けてコミュニケーション能力
や生活スキルなどが改善した人の割合 ％ 62.5 80.0
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

京都府保健医療計画で目標設定
（２０１３年度から１０年間で１歳延伸をめざす）

厚生労働科学研究
（厚生労働省）
（３年ごとに実施）

―

２０２３年に全ての府内市町村での実施をめざす
※包括的な取組：①健康無関心層へのインセンティブ提供②フ
レイル等の介護予防③糖尿病重症化予防④服薬指導⑤歯周病検
診について、５つ中４つ以上の実施

京都府健康福祉部
による実態把握

2019年度：11
2020 年度：15
2021 年度：19
2022 年度：23

1

京都府保健医療計画で目標設定（全て５０％をめざす）
※基準値は、胃がん : ３５．５％、肺がん : ４１．２％、大腸がん :
３７．０％、乳がん : ３９．４％、子宮がん : ３８．５％

国民生活基礎調査
（厚生労働省）
（３年ごとに実施）

2019年：45.0
　  （調査年）

京都府保健医療計画で目標設定（７０％）

特定健康診査・特
定保健指導に関す
るデータ（厚生労
働省）

2019年度：50.0
2020 年度：55.0
2021 年度：60.0
2022 年度：65.0

７保健所の各圏域で２５～３０団体増加をめざし、期初３
年間は重点的に取り組む

京都府健康福祉部
及び政策企画部に
よる実態把握

2019年度：   40
2020 年度：   90
2021 年度：140
2022 年度：170

京都府保健医療計画での目標値に、自治医大医師を加えて
設定（医師確保困難地域：南丹以北の二次医療圏）

京都府健康福祉部
による実態把握

2019年度：207
2020 年度：220
2021 年度：234
2022 年度：247

高齢者の活動支援により８０％をめざす 京都府民の意識調
査（京都府）

80.0
（毎年度）

基準値設定年調査の日本一（長野県：３０．４％）を超え
る

就業構造基本調査
（総務省）（５年ご
とに実施）

2022年：31.0
　  （調査年） 32

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

京都府高齢者健康福祉計画で必要入所定員総数を設定
（２０２０年度に２１，３００人（床）とする）

京都府健康福祉部
による実態把握 2019年度：20,807 1

京都府高齢者健康福祉計画で目標設定（２０１８～
２０２０年度の３箇年で人材を新たに７，５００人確保す
る）

京都府健康福祉部
による実態把握 2019年度：5,000

過去３年間の就職者数、就労支援対象者数から目標数値を
設定し、２５％をめざす

京都府健康福祉部
による実態把握

25.0
（毎年度） 22

脱ひきこもり支援センターによるひきこもり者への自立支
援等により、改善した人の割合を毎年度４ポイントずつ上
昇させ、２０２３年度に８０％をめざす

京都府健康福祉部
による実態把握

2019年度：64.0
2020 年度：68.0
2021 年度：72.0
2022 年度：76.0

1 9～

32 34～

16 21～

32

1

1

1

2

5

10

25

22

1

27

26

2

4
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⑤ 人権が尊重される社会

⑥ 男性も女性も誰もが活躍できる社会

⑦ 障害者が暮らしやすい社会

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

23 京都府は、人権が尊重された豊かな社会になって
いると思う人の割合 ％ 33.0

（2014年度）
50.0

（2020年度）

24 日々の生活の中で、身体の状況、性別、その他について、差別、
虐待、誹謗中傷などによる不快な思いをしたことのない人の割合 ％ 81.3

（2019年度） 90.0

25 ユニバーサルデザインを知っている人の割合 ％ 59.5
（2019年度） 70.0

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

26 仕事をはじめ社会的な生活を営む上で、自分の持っている才
能や知識、技量などが十分に発揮できていると思う人の割合 ％ 52.2

（2019年度） 70.0

27 ワーク・ライフ・バランス認証企業数（累計） 社 407 650

28 府庁の女性管理職の割合 ％ 17
（2019年度）

18
（2020年度）

29 今の社会は、性別によってやりたいことが制限さ
れていると思わない人の割合 ％ 49.1

（2019年度） 70.0

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

30 農福連携事業所の工賃（賃金）支払総額 千円 114,096
（2017年度） 200,000

31 障害者の就労関係支援事業所の月間利用者数 人 7,250 8,445
（2020年度）

32 ヘルプマークを知っている人の割合 ％ 15.7
（2017年度） 30.0

33 文化、芸術活動（府主催、後援等）への障害のあ
る人の延べ参画者数 人 812 1,100

34 スポーツ大会に参加する障害者の割合 ％ 7.1
（2017年度） 14.0
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

人権尊重の取組を進め、５０％をめざす　
「新京都府人権教育・啓発推
進計画」に関する府民調査
（京都府）（６年ごとに実施）

―

人権尊重の取組を進め、９０％をめざす 京都府民の意識調査
（京都府）

90.0
（毎年度）

国調査の２０１７～２０１９年の伸びの平均（約２．
７ポイント）相当の上昇をめざし、２０２３年度に
７０％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

2019年度：59.5
2020 年度：62.0
2021 年度：64.5
2022 年度：67.0

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

自分の持っている才能や知識、技量などが十分に発
揮できる環境づくりを進め、７０％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

70.0
（毎年度）

府内の従業者１００～３００人規模企業 ７７６社
（２０１６年経済センサス・総務省）のうち約８割
をめざす

京都府府民環境部に
よる実態把握

2019年度：450
2020 年度：500
2021 年度：550
2022 年度：600

7

全国トップグループの維持を基本に、近年の推移を
踏まえ、２０２０年度に１ポイント増をめざす（次
年度以降は右記計画の中で設定）

京都府知事直轄組織によ
る実態把握
京都府における女性職員
の活躍の推進に関する特
定事業主行動計画

― 11

男女共同参画の取組を進め、７０％をめざす 京都府民の意識調査
（京都府）

70.0
（毎年度）

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

農福連携を行う事業所を増やすことにより生産物・
加工品の収益を拡大し、２０２３年度に概ね倍増さ
せることをめざす

京都府健康福祉部に
よる実態把握

2019年度：137,000
2020 年度：151,000
2021 年度：166,000
2022 年度：182,000

10

京都府障害福祉計画で就労系の福祉サービス提供見込量
を設定（２０１６年度から４箇年で見込量を１，９２７
人分増やし、２０２０年度に８，４４５人分とする）し
ており、これをもとに実際の利用者数を目標設定

京都府健康福祉部に
よる実態把握 2019年度：7,979 13

ヘルプマークの普及を進め、知っている人の割合を
基準値から概ね倍増させる

京都府障害者福祉に関
する調査（京都府）
（３年ごとに実施）

2020年度：23.0
　   （調査年） 15

共生社会の推進により毎年度約５０人の増加をめざ
し、２０２３年度に１，１００人をめざす

京都府健康福祉部に
よる実態把握

2019年度：　900
2020 年度：　950
2021 年度：1,000
2022 年度：1,050

20

障害者スポーツの振興の取組を進め、「スポーツ大会への
参加をする障害者」の割合を基準値から概ね倍増させる

京都府障害者福祉に関
する調査（京都府）
（３年ごとに実施）

2020年度：10.0
　   （調査年）

1 8～

1 8～

9 12～

21 25～

1 8～

1 11～

7

11

13

15

10

20
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⑧ 留学生･外国人が生き生きと暮らせる社会

⑩ 誰もが親しみ夢が広がるスポーツ

⑨ コミュニティが大切にされる社会

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

35 府内日本語教室の数 箇所 25 32

36 府内の留学生の数 人 9,568
（2018年）

14,000
（2023年）

37 府内就労した留学生の数（府外の大学等を卒業し
た者を含む） 人 657

（2017年）
1,100

（2023年）

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

42 成人の週１回以上のスポーツ実施率 ％ 48.7
（2017年度）

65.0
（2022年度）

43
府立スポーツ施設（府立体育館、京都トレーニン
グセンター、京都スタジアムなど）の利用者数（観
客数を含む）

千人 271 674

44 府立京都スタジアムの利用者数（観客数を含む） 千人 ― 400

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

38 地域の様々な課題に対応する団体（自治会、ＮＰ
Ｏなど）の活動に参画している人の割合 ％ 28.5

（2019年度） 40.0

39 地域交響プロジェクト交付金を活用して新たに施
策の担い手となった団体数（累計） 団体 ― 155

40 農山漁村等への移住者数（累計） 人 658 6,160
（2019～ 2023年度）

41 持続的な地域経営の体制（農村型ＣＭＯ等）を構
築した地区数（累計） 地区 4 37
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

教室を順次新設し、日本語教室の空白地域解消をめざ
す

京都府国際センター
調査

2019年度：26
2020 年度：28
2021 年度：30
2022 年度：31

3

２０１８年から２０２８年までの１０年間で留学生数
を倍増すべく、２０２３年に１４，０００人をめざす

留学生スタディ京都
ネットワーク調査

2019年：10,000
2020 年：11,000
2021 年：12,000
2022 年：13,000

府内の留学生の数と同率での増加を目標とする
留学生の日本企業等へ
の就職状況について
（法務省入国管理局）

2019年：　780
2020 年：　860
2021 年：　940
2022 年：1,020

6
7

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

成人の週１回以上のスポーツ実施率を概ね３人に２人
をめざす

京都府民のスポーツに
関する実態調査（京都
府教育委員会）（５年ご
とに実施）

―

５年後に６７４千人をめざす 京都府文化スポーツ
部による実態把握

2019年度：355
2020 年度：571
2021 年度：672
2022 年度：673

５年後に４００千人をめざす
京都府文化スポーツ
部による実態把握

2019年度：   85
2020 年度：300
2021 年度：400
2022 年度：400

1
2

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

毎年約３ポイントずつ上昇をめざし、２０２３年度に
４０％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

2019年度：28.5
2020 年度：31.0
2021 年度：34.0
2022 年度：37.0

２０１９年度は事業初年度であり、養成等を行う期間であり
評価ができないため「０」とし、その後は、経年で円滑に養
成が行われる団体数が増加する事を見込んで目標を設定

京都府政策企画部に
よる実態把握

2019年度：   0
2020 年度：10
2021 年度：35
2022 年度：85

1

府内の約１，７００集落において、５年間で「１集落１
移住以上」を実現することで、６，０００人以上の移住
者の確保をめざす

京都府農林水産部に
よる実態把握（市町
村等からの聞き取り）

2019年度：1,080
2020 年度：2,260
2021 年度：3,560
2022 年度：4,860

府内の過疎高齢集落を含む約１００地域（２０１５年・
旧村単位）の３割以上において、持続的な組織体制の
構築をめざす

京都府農林水産部に
よる実態把握

2019年度：10
2020 年度：16
2021 年度：23
2022 年度：30

11

5 7～

3 5～

8 10～

3

1

1

11

2
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6

1 10～

1 4～

1
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⑪ 文化力による未来づくり

⑫ 産業の創出・成長・発展と継承

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

45 府内のアートフェア等に参加する若手アーティス
ト（４０歳以下）の数 人 108 160

46 府内のアートフェア等における販売額 万円 2,515 33,000

47 文化・芸術に関わりを持つ（鑑賞・体験含む）人
の割合 ％ 57.8 70.0

48 歴史的な文化遺産や文化財などが社会全体で守ら
れ、活用されていると思う人の割合 ％ 84.9

（2019年度） 90.0

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

49 従業者１人当たりの付加価値額（製造業） 千円 15,168
（2018年）

21,000
（2023年）

50 開業率 ％ 4.3
（2016年）

5.1
（2021年）

51 事業承継診断件数（累計） 件 286 5,560
（2019～ 2023年度）

52 海外ビジネスセンターを通じ新たに海外展開に取
り組んだ企業数（累計） 社 10 100

（2019～ 2023年度）

53 府内への企業立地件数（製造業、電気業、ガス業、
熱供給業）（累計） 件 20

（2016～2018年平均）
100

（2019～ 2023年）

54 「ＫＹＯＴＯ　ＫＯＵＧＥＩ　ＷＥＥＫ」での商談成立件数（累計） 件 ― 4,000
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

京都府が主催するアーティストフェアやＫｙｏｔｏ　
Ａｒｔ　Ｔｏｍｏｒｒｏｗ、京都Ｒｅ－ｓｅａｒｃｈ
の参加者数。基準値から５年で１．５倍をめざす

京都府文化スポーツ
部による実態把握

2019年度：120
2020 年度：130
2021 年度：140
2022 年度：150

2
19
20

基準値は京都府が主催するアーティストフェアにおけ
る販売額。アーティストフェアやＫＯＵＧＥＩ　Ｎ
ＯＷ等を本格開催する２０２０年度の販売目標額
（１６，５００万円）をスタートラインに、２０２３年
度に倍増をめざす

京都府文化スポーツ
部による実態把握

2019年度：   3,500
2020 年度：16,500
2021 年度：21,000
2022 年度：25,500

文化・芸術に関わりを持つ人を増やし、７０％をめざ
す

文化施策に関する府
民意識調査（京都府）

70.0
（毎年度）

歴史的な文化遺産や文化財などを社会全体で守る取組
を進め、９０％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

90.0
（毎年度）

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

基 準 値 設 定 年 に お け る 全 国 １ 位（ 山 口 県 :
２０，６８８千円）を上回る（現状：９位）

工業統計調査（経済
産業省）

2019年：16,200
2020 年：17,400
2021 年：18,600
2022 年：19,800

基準値設定年における全国１０位相当である５．１％
をめざす（現状：３５位）

経済センサス（総務
省）（５年ごとに実施） ―

国が示す都道府県ごとの目標値（毎年度１，１１２件
（京都府））の達成をめざす

京都府商工労働観光
部による実態把握

2019年度：1,112
2020 年度：2,224
2021 年度：3,336
2022 年度：4,448

8

基準値を倍増させ、１００社（２０社×５年）をめざ
す

京都府商工労働観光
部による実態把握

2019年度：20
2020 年度：40
2021 年度：60
2022 年度：80

9

直近３箇年の平均値を基準値として設定し、１００件
（２０件×５年）をめざす

工場立地動向調査（経
済産業省）

2019年：20
2020 年：40
2021 年：60
2022 年：80

２０１９年９月に開催する「ＫＹＯＴＯ　ＫＯＵＧＥ
Ｉ　ＷＥＥＫ」での商談成立見込件数５００件を３年
目に倍増させ、累計４，０００件をめざす

京都府商工労働観光
部による実態把握

2019年度：　500
2020 年度：1,000
2021 年度：2,000
2022 年度：3,000

21

20

20

2

2

11

8

9

21

10

1 8～

1 36～

4 6～
1

19

19

16

13 30～
5 7～

32 34～
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⑬ 魅力ある観光
指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

55 京都府域（京都市除く）の観光消費額 億円 619
（2018年）

1,095
（2023年）

56 京都府域の観光入込客数 万人 3,230
（2018年）

4,560
（2023年）

57 京都府域の外国人宿泊者数 人 91,493
（2018年）

352,000
（2023年）

58 京都府内の国際会議開催件数 件 367
（2018年）

450
（2023年）

⑭ 雇用の安定・確保と人材育成
指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

59 不本意非正規雇用者の割合 ％ 11.7
（2017年）

10.7
（2022年）

60 府内大学生の府内就職割合 ％ 19.4
（2017年度） 25.0

61 障害者雇用率 ％ 2.13
（2018年）

2.30
（2023年）

62 京都府（庁）の障害者雇用率 ％ 2.57
（2018年）

2.60
（2023年）

63 京都府教育委員会の障害者雇用率 ％ 2.31
（2018年）

2.50
（2023年）

64 奨学金返済支援制度の導入企業数（累計） 社 27 300
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

京都府観光総合戦略のＫＰＩに合わせ、年約９５億円
の増加を目標として設定

京都府観光入込客調
査（京都府）

2019年：    715
2020 年：    810
2021 年：    905
2022 年：1,000

京都府観光総合戦略のＫＰＩに合わせ、年約２６０万
人の増加を目標として設定

京都府観光入込客調
査（京都府）

2019年：3,520
2020 年：3,780
2021 年：4,040
2022 年：4,300

京都府観光総合戦略のＫＰＩに合わせ、年約５万２千
人の増加を目標として設定

京都府観光入込客調
査（京都府）

2019年：144,000
2020 年：196,000
2021 年：248,000
2022 年：300,000

京都府観光総合戦略のＫＰＩに合わせ、年約１７件の
増加を目標として設定

（公財）京都文化交
流コンベンション
ビューローによる実
態把握

2019年：384
2020 年：401
2021 年：418
2022 年：435

13

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

基準値設定年における近畿１位（奈良県 : １０．７％）
をめざす

就業構造基本調査（総
務省）（５年ごとに調
査）

― 3

約５人に１人（基準値 : ２０１８年３月卒）から、４
人に１人の割合にすることを目標とする

京都府商工労働観光
部による実態把握

2019年度：21.0
2020 年度：22.0
2021 年度：23.0
2022 年度：24.0

13

法定雇用率の達成を目標とする 厚生労働省による実
態把握

2019年：2.20
2020 年：2.20
2021 年：2.30
2022 年：2.30

14
15

職員数の動向も踏まえ、法定雇用率の達成を目標とす
る

厚生労働省への報告
数値

2019年：2.50
2020 年：2.50
2021 年：2.60
2022 年：2.60

16

職員数の動向も踏まえ、法定雇用率の達成を目標とす
る

厚生労働省への報告
数値

2019年：2.40
2020 年：2.40
2021 年：2.50
2022 年：2.50

16

制度拡充を踏まえ２０１９年度累計１００社を目標と
し、以後は毎年度５０社の増加をめざす

京都府商工労働観光
部による実態把握

2019年度：100
2020 年度：150
2021 年度：200
2022 年度：250

4
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1 27～

1 27～
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⑮ 農林水産業の成長産業化

⑯ しなやかで災害に強い地域

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

65 農林水産業の産出額 億円 786
（※）

820
（2023年）

66 適正に経営管理されている人工林面積 ha 29,000 37,400

67 新規就業者数（農業）（累計） 人 165 750
（2019～ 2023年度）

68 新規就業者数（林業）（累計） 人 30 150
（2019～ 2023年度）

69 新規就業者数（漁業）（累計） 人 52 250
（2019～ 2023年度）

70 新たに農商工連携・６次産業化に取組んだプロ
ジェクト数（累計） 件 80 500

（2019～ 2023年度）

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

71 災害時声掛け隊の人数（累計） 人 ― 500

72 河川整備計画策定済み河川の改修延長（累計） km 19.2 30.5

73 土砂災害に対する要対策箇所の整備済数（累計） 箇所 760 800

74 府内の住宅耐震化率 ％ 85 91
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

府内・首都圏・海外で需要に応じた生産拡大や高付
加価値化を図り産出額の維持・向上をめざす
※２０１３年～２０１７年の５年間における最大最
小を除いた３年平均

「生産農業所得統計」
「漁業・養殖業生産統
計」（農林水産省）、京
都府林業統計（京都府）

2019年：793
2020 年：800
2021 年：805
2022 年：815

経営管理されていない人工林を２０年間で解消
（６４，０００ｈａ）をすることをめざし、２０１９
～２０２３年度の５年間で８，４００ｈａの解消と
なるよう目標を設定

京都府農林水産部によ
る実態把握

2019年度：29,000
2020 年度：29,500
2021 年度：30,000
2022 年度：33,700

相談から研修、就農・就業までの一貫した支援によ
り、次世代を担う農業者を確保し、持続的な農業経
営を確立させることで、累計７５０人の確保をめざ
す

京都府農林水産部によ
る実態把握	 	
	 	

2019 年度：150
2020 年度：300
2021 年度：450
2022 年度：600

新たな森林経営管理システムのもとで林業生産の拡
大を担う意欲ある林業者を確保し、持続的な林業を
確立させることで、累計１５０人の確保をめざす

京都府農林水産部によ
る実態把握

2019年度：   30
2020 年度：   60
2021 年度：   90
2022 年度：120

2
28

養殖生産の拡大や定置網等の基幹漁業を担う漁業者
を確保し、持続的な漁業を確保させることで、累計
２５０人の確保をめざす

京都府農林水産部によ
る実態把握

2019年度：   50
2020 年度：100
2021 年度：150
2022 年度：200

商工関係事業者との連携強化や農林漁業者のチャレ
ンジ支援により農林水産物の新商品・新サービスの
開発を持続させ、累計５００件の達成をめざす

京都府農林水産部によ
る実態把握

2019年度：100
2020 年度：200
2021 年度：300
2022 年度：400

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

既に災害時に避難の声掛けを行っている自主防災組
織や消防団に加えて、新たに５００人の人材を養成
する

京都府危機管理部によ
る実態把握

2019年度：100
2020 年度：200
2021 年度：300
2022 年度：400

24

過去の整備実績を踏まえ３０．５Ｋｍまで整備を進
めることを目標に設定

京都府建設交通部によ
る実態把握

2019年度：21.8
2020 年度：24.5
2021 年度：27.2
2022 年度：29.5

過去の整備実績を踏まえ８００箇所まで整備を進め
ることを目標に設定

京都府建設交通部によ
る実態把握	 	
	 	

2019 年度：768
2020 年度：776
2021 年度：784
2022 年度：792

8

京都府建築物耐震改修促進計画で目標設定
（２０２５年度に９５％）しており、これを踏まえ、
２０２３年度に９１％をめざす

京都府建設交通部によ
る実態把握

2019年度：86
2020 年度：87
2021 年度：88
2022 年度：89

16

1 10～
12 35～

25 27～

19 22～

29 31～

28

2

2

2

15
14

7

8

16

34

3

28

35

32

24

1
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⑰ 犯罪や事故のない暮らし

⑱ 脱炭素社会へのチャレンジ

⑲ 成長・交流・情報・暮らしの基盤づくり

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

75 刑法犯認知件数 件 16,821
（2018年）

15,000
（2023年）

76 年間の交通事故死者数 人 52
（2018年）

50以下
（2020年）

77 消費者被害の救済状況（被害回復率） ％ 66.3 75.0 

78 ＤＶ被害者のうち、社会的自立に向けた生活を始
めた人の割合 ％ 43 50

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

79 温室効果ガス排出量削減率（１９９０年度比） ％ 18.3
（2017年度）

25.0
（2020年度）

80 府内総電力需要に占める再生可能エネルギー導入
量の割合 ％ 9.2 12.0

（2020年度）

81 一般廃棄物排出量 万ｔ 84.3
（2015年度）

70.5
（2020年度）

82 産業廃棄物最終処分量 万ｔ 11.2
（2015年度）

7.5
（2020年度）

指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

83 府域における鉄道（ＪＲ在来線）の複線延長（累
計）	 km 80.6 94.6

（2022年度）

84 京都舞鶴港コンテナ取扱量（空コンテナ含む） TEU 18,623
（2018年）

25,000
（2023年）

85
府内の国・府営都市計画公園の利用人数（６公園
＋１広場）

万人 353 363
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

京都府犯罪のない安心・安全なまちづくり計画で目標
設定（２０２３年に１５，０００件をめざす）

京都府警察本部によ
る実態把握 ―

国の中央交通安全対策会議が策定した交通安全基本計画の
目標数値である「２０２０年までに年間２４時間交通事故
死者（交通事故発生後２４時間以内に死亡した者）数を２，
５００人以下とする。」（全国数値）に基づき設定

京都府警察本部によ
る実態把握

50以下
（毎年）

消費者被害の更なる解決に向け、相談対応能力の向上
を図ることで、２０２３年度に７５．０％をめざす

全国消費生活情報ネット
ワークシステム（ＰＩＯ
－ＮＥＴ）（独立行政法
人国民生活センター）

2019年度：68.0
2020 年度：70.0
2021 年度：72.0
2022 年度：74.0

ＤＶ被害のうち、家庭支援総合センターにおいて一時
保護された者に対する自立に向けた支援の充実によ
り、５０％をめざす

京都府健康福祉部に
よる実態把握

50
（毎年度）

24
25

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

京都府地球温暖化対策条例で規定 京都府府民環境部に
よる実態把握 ―

再生可能エネルギーの導入等促進プランで目標設定
（２０２０年度に１２．０％とする）	

京都府府民環境部に
よる実態把握（資源
エネルギー庁ＦＩＴ
認定情報等による）

―

京都府循環型社会形成計画（第２期）で目標設定
（２０２０年度に７０．５万ｔとする）

一般廃棄物処理事業
実態調査（環境省） ― 16

17

京都府循環型社会形成計画（第２期）で目標設定
（２０２０年度に７．５万ｔとする）	

京都府産業廃棄物実
態調査（京都府） ― 15

16

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

ＪＲ奈良線高速化・複線化第二期事業を踏まえ設定 京都府建設交通部に
よる実態把握 ― 19

コンテナターミナルの限界取扱能力である、
２５，０００ＴＥＵまで増加させることを目標に設定

京都府港湾局による
実態把握

2019年：20,000
2020 年：22,000
2021 年：23,000
2022 年：25,000

都市公園の整備や管理の充実により、単年度で 363
万人まで増加させることを目標に設定

京都府建設交通部に
よる実態把握

2019年度：355
2020 年度：357
2021 年度：359
2022 年度：361

32
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14 16～

20 22～

11 13～

8 10～
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⑳ もうひとつの京都の推進と地域連携
指標名称 単位 基準値（2018 年度 ) 目標数値(2023年度)

86 海の京都エリアの観光入込客数 万人 969
（2018年）

1,380
（2023年）

87 海の京都エリアの観光消費額 億円 247
（2018年）

437
（2023年）

88 森の京都エリアの観光入込客数 万人 939
（2018年）

1,340
（2023年）

89 森の京都エリアの観光消費額

	 	 	 	

億円 169
（2018年）

299
（2023年）

90 お茶の京都エリアの観光入込客数 万人 1,254
（2018年）

1,760
（2023年）

91 お茶の京都エリアの観光消費額 億円 226
（2018年）

401
（2023年）

92 竹の里・乙訓エリアの観光入込客数

	 	 	

万人 220
（2018年）

295
（2023年）

93 竹の里・乙訓エリアの観光消費額 億円 8.4
（2018年）

14
（2023年）

94 海の京都、森の京都、お茶の京都３ＤＭＯによる
旅行商品取扱額 万円 4,871 8,780

（注）	統計手法の変更等により、現時点の目標数値と変更後の手法で得られた数値が大きく増減した場合、その伸び率等を勘案
した数値に置き換えるものとします。
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

京都府観光総合戦略のＫＰＩに合わせ、年約８０万人
の増加を目標として設定

京都府観光入込客調
査（京都府）

2019年：1,060
2020 年：1,140
2021 年：1,220
2022 年：1,300

京都府観光総合戦略のＫＰＩに合わせ、年約３８億円
の増加を目標として設定

京都府観光入込客調
査（京都府）

2019年：285
2020 年：323
2021 年：361
2022 年：399

京都府観光総合戦略のＫＰＩに合わせ、年約８０万人
の増加を目標として設定

京都府観光入込客調
査（京都府）

2019年：1,020
2020 年：1,100
2021 年：1,180
2022 年：1,260

京都府観光総合戦略のＫＰＩに合わせ、年約２６億円
の増加を目標として設定

京都府観光入込客調
査（京都府）

2019年：195
2020 年：221
2021 年：247
2022 年：273

京都府観光総合戦略のＫＰＩに合わせ、年約１００万
人の増加を目標として設定

京都府観光入込客調
査（京都府）

2019年：1,360
2020 年：1,460
2021 年：1,560
2022 年：1,660

京都府観光総合戦略のＫＰＩに合わせ、年約３５億円
の増加を目標として設定

京都府観光入込客調
査（京都府）

2019年：261
2020 年：296
2021 年：331
2022 年：366

京都府観光総合戦略のＫＰＩに合わせ、年約１５万人
の増加を目標として設定

京都府観光入込客調
査（京都府）

2019年：235
2020 年：250
2021 年：265
2022 年：280

京都府観光総合戦略のＫＰＩに合わせ、年約１億円の
増加を目標として設定

京都府観光入込客調
査（京都府）

2019年：10
2020 年：11
2021 年：12
2022 年：13

京都府観光総合戦略のＫＰＩに合わせ、毎年度約
７８０万円の増加を目標として設定

海の京都、森の京都、
お茶の京都ＤＭＯに
よる実態把握

2019年度：5,660
2020 年度：6,440
2021 年度：7,220
2022 年度：8,000

2
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5 基本計画の推進について

［１］ 方策のマネジメント

［２］ 行財政改革の推進

［３］ 市町村や多様な主体との連携

本計画は、長期的な展望にたった将来構想（２０年後に実現したい京都府の将来像）を示しています。この将来像
を実現するために、府民の皆様と手を携え総力を結集して取り組むとともに、基本計画によって具体的に示した方策
により、実効性を持って進めていきます。
計画の推進に当たっては、掲げている数値目標の客観的な評価に加えて、毎年度、進捗状況を把握するとともに、

新たな課題が生じていないか、社会情勢から乖
か い り

離していないかなどについて、府民への意識調査や学識経験者等の第
三者の意見を伺うことにより、多角的な視点で振り返りを行います。
このように、把握した成果や課題を次の展開につなげ（ＰＤＣＡサイクル）、府民の意識等を反映して方策を進め

ていきます。

計画を着実に実行していくためには、強固な財政基盤と強固な組織、府民とともに歩む行政運営が不可欠です。「府
民サービスの質の一層の向上を目指した行財政改革の推進」を基本理念としている新しい行財政改革プラン（平成
３１（２０１９）年３月策定）の下、
①	限られた財源を最大限有効活用し、未来を切り拓く施策への重点化や税源涵

かんよう

養、更には府債残高の適正管理によ
る持続可能な財政構造の確立

②	現場主義を徹底し、縦割りを廃した組織運営や業務効率の向上など組織改革と人材育成
③	行政・ＮＰＯ・企業・大学等の多様な主体との連携・協働や市町村連携支援により、京都の知恵と力を結集した
府民サービスの提供

に取り組み、令和５（２０２３）年度に生じると見込まれる約３００億円の収支不足構造を解消するとともに、本計
画を踏まえた約１００億円の京都の未来づくりへの対応を目指します。
また、施策推進のための財源については、民間資金の活用も含め検討を進めていくこととします。

施策の実効性を向上させるため、市町村をはじめ産学公など多様な主体との連携・協働、ワンストップサービス化
を更に推し進めます。
①	小規模市町村が単独で取り組むことが難しい課題の解決や地域創生の取組については、府が市町村の補完・支援
を積極的に展開します。

②	市町村との連携について、災害対策等役割分担の下で連携が必要な分野については、施策立案の段階から連携を
図ります。

③	観光・移住など市町村が連携して取り組むことが効果的な施策については、事業の合同実施など広域振興局が
コーディネーターとしての役割を果たします。

④	防災・減災対策や子育て支援、高齢者介護など、行政だけでなく地域と一体となって対応しなければならない課
題がますます増大する中、府民と連携・協働しながら、地域に根ざした絆や資源を生かした取組を進めることに
より、地域が活性化する仕組みづくりなど、府民協働を更に進めます。

進捗状況の確認、府民意識調
査の実施、点検、分析、評価

点検、分析、評価結果により
方策をブラッシュアップ

（必要に応じて） 
次年度の予算に反映

【方策実施の翌年度】
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　氏　名 　役職等

座長　松本　紘（まつもと　ひろし） 国立研究開発法人理化学研究所　理事長

　　　淺井　俊行（あざい　としゆき） 株式会社朝日堂　代表取締役社長

　　　池坊　専好（いけのぼう　せんこう） 華道家元池坊　次期家元
一般財団法人池坊華道会　副理事長

　　　伊豆田　千加（いずた　ちか） ＮＰＯ法人子育ては親育て・みのりのもり劇場理事長

　　　伊藤　悦子（いとう　えつこ） 京都教育大学教育学部　教授

　　　稲垣　知沙（いながき　ちさ） 公募委員

　　　伊庭　節子（いば　せつこ） 八島おかみさん会　会長

　　　奥野　史子（おくの　ふみこ） スポーツコメンテーター

　　　柿迫　義昭（かきさこ　よしあき） ＪＡグループ京都農業法人協会　会長

　　　櫛田　啓（くしだ　たすく） 社会福祉法人みねやま福祉会
宮津総合実習センター　マ・ルート　センター長

　　　郡嶌　孝（ぐんじま　たかし） 同志社大学　名誉教授

　　　齋藤　三映子（さいとう　みえこ） 公募委員

　　　佐竹　幸子（さたけ　さちこ） 公募委員

　　　徳岡　一幸（とくおか　かずゆき） 同志社大学　名誉教授

　　　鳥屋尾　優子（とやお　ゆうこ） 株式会社ワコールホールディングス
ダイバーシティ・グループ人事支援室　室長

　　　中川　雅永（なかがわ　まさのり） 公益財団法人関西文化学術研究都市推進機構常務理事

　　　錦織　隆（にしこおり　たかし） 公益社団法人京都工業会　副会長

　　　布部　拓男（ぬのべ　たくお） 京都新聞社論説委員

　　　原　清治（はら　きよはる） 佛教大学　副学長

　　　久本　憲夫（ひさもと　のりお） 京都大学大学院経済学研究科　教授

　　　牧　紀男（まき　のりお） 京都大学防災研究所　教授

　　　松井　道宣（まつい　みちのり） 一般社団法人京都府医師会　会長

（五十音順（座長除く）・敬称略）　

新総合計画策定懇話会委員名簿（平成 31（2019）年 4月現在）
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京都府総合計画（将来構想・基本計画）策定までの主要経過
【平成 30（2018）年】	 6 月 22日	 新しい総合計画の策定を表明
	 7 月 13日	 新総合計画策定懇話会を設置
	 8 月 2日 ･3日 ･8 日	 京都府市長会説明（取組状況）
	 8 月 22日	 京都府町村会説明（取組状況）
	 8 月 24日	 第１回新総合計画策定懇話会（将来像の検討）
	 9 月 14日	 第２回新総合計画策定懇話会（将来像の検討）
	 10 月 7日	 新総合計画「府民意見交換会」（南丹広域振興局管内）
	 10 月 9日	 新総合計画策定懇話会第１回経済部会
	 	 新総合計画策定懇話会第１回文教部会
	 10 月 15日	 新総合計画策定懇話会第１回生活部会
	 10 月 21日	 新総合計画「府民意見交換会」（丹後広域振興局管内）
	 10 月 29日	 新総合計画策定懇話会第２回文教部会
	 10 月 30日	 新総合計画策定懇話会第２回経済部会
	 11 月 6日	 新総合計画策定懇話会第２回生活部会
	 11 月 14日	 新総合計画策定懇話会第３回文教部会
	 11 月 16日	 新総合計画策定懇話会第３回経済部会
	 	 新総合計画策定懇話会第３回生活部会
	 11 月 18日	 新総合計画「府民意見交換会」（京都市内）
	 11 月 23日	 新総合計画「府民意見交換会」（中丹広域振興局管内）
	 11 月 26日	 新総合計画策定懇話会第４回文教部会
	 11 月 27日	 新総合計画策定懇話会第４回生活部会
	 11 月 30日	 新総合計画策定懇話会第４回経済部会
	 12 月 13日	 府議会12月定例会総務・警察常任委員会（検討状況）報告
	 12 月 15日	 新総合計画「府民意見交換会」（山城広域振興局管内）
	 12 月 17日	 新総合計画策定懇話会座長・部会長合同会議

【平成 31（2019）年】	 1 月 19日	 第３回新総合計画策定懇話会（骨子案の検討）
	 2 月 7日 ･19 日	 京都府市長会説明（骨子案）
	 2 月 15日	 京都府町村会説明（骨子案）
	 2 月 20日 ･22 日	 市町村説明（山城・南丹・中丹・丹後広域振興局管内）
	 2 月 27日	 市町村説明（京都市）
	 3 月 7日	 府議会２月定例会総務・警察常任委員会（骨子案）報告
	 4 月 12日	 第４回新総合計画策定懇話会（中間案の検討）
	 4 月 24日～ 26日	 市町村説明（山城・南丹・中丹・丹後広域振興局管内）

【令和元（2019）年】	 5 月 7日～ 23日	 市町村長との意見交換
	 5 月 31日	 市町村との意見交換（京都市）
	 6 月 3日	 第５回新総合計画策定懇話会（中間案の検討）
	 6 月 18日 ･19 日	 市町村への意見照会（中間案）
	 6 月 26日 ･27 日	 府議会６月定例会新総合計画に関する特別委員会（中間案）
	 	 書面審査
	 7 月 5日～ 8月 5日	 京都府総合計画（仮称）中間案パブリックコメント
	 7 月 24日･29日、8月23日	 京都府市長会説明（中間案）
	 8 月 19日	 第６回新総合計画策定懇話会（最終案の検討）
	 8 月 27日	 京都府町村会説明（中間案）
	 9 月 11日	 府議会９月定例会へ議案を上程
	 9 月 25日	 府議会９月定例会新総合計画に関する特別委員会総括質疑
	 10 月 2日	 府議会９月定例会可決
	 	 京都府総合計画スタート
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